
 

 

 

 

２．資料編 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

（１）諮問書（写） 

 

 

 地域振興策を調査審議した「地域振興策検討委員会」への諮問書

（写）を参考までに添付する。 
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（２）これまでの経緯 





年度 経緯

昭和６１年度 　印西クリーンセンター稼働開始（１・２号炉、粗大ごみ処理施設）

平成　５年度 　温水センター運営開始

平成　８年度 　地域冷暖房システムへの余熱（蒸気）供給開始

平成１０年度 　３号焼却炉増設工事竣工

平成１１年度 　印西地区一般廃棄物最終処分場業務開始

　現在地内の建替用地（テニスコート部）での次期施設整備を管理者・副管理者に説明する。

　組合議会及び関係市町村議会から、現在地ありきではなく、他の場所も検討すべきとの意見が示される。

　【次期中間処理施設整備検討委員会】を設置する。

　組合関係市町村より５箇所が抽出され、現在地を加えた計６箇所を比較検討地とする。

　（印西市：８住区、９住区、現在地　　白井市：平塚　　印旛村：岩戸　　本埜村：みどり台三丁目）

　市町村合併により組合関係市町が印西市、白井市及び栄町の３団体となる。

　【次期中間処理施設整備検討委員会】が、比較検討地における評点合計の上位３箇所を管理者へ報告する。（８住区、９住区、現在地）

　管理者・副管理者会議にて、上位３箇所を候補地とすることを決定し、当該３箇所を行政区域内に持つ印西市へ意見照会したところ、

　９住区又は現在地が望ましいとの回答がある。

　【次期中間処理施設整備検討委員会】が、次期中間処理施設整備基本計画（案）を管理者へ報告する。

　管理者・副管理者会議にて、９住区がより望ましいと合意し、建設予定地として決定する。

　建設予定地を９住区とした住民説明会を計１１回開催する。

　板倉新印西市長が管理者に就任

　印西市長から管理者へ、「現計画の白紙撤回」が申し入れされる。

　【次期中間処理施設整備事業用地検討委員会】を設置する。

　【次期中間処理施設整備事業用地検討委員会】が、候補地選定方法に関する中間答申書を管理者へ提出する。

　【次期中間処理施設整備事業用地検討委員会】が、候補地を印西地区内から広く募集【資料編(4)参照】し、６箇所の応募を受理する。

　　（岩戸地区、草深地区、滝地区、武西地区①、武西地区②、吉田地区）　※後に草深地区と武西地区①は辞退

　【次期中間処理施設整備事業用地検討委員会】が、最終的な応募地４箇所に現在地を加えた５箇所を候補地として位置付け、比較評価する。

　候補地の一つである吉田地区の地元町内会（吉田区）から、同意書が提出される。【資料編(5)参照】

　【次期中間処理施設整備事業用地検討委員会】が、候補地の比較評価結果に関する最終答申書を管理者へ提出する。【資料編(6)参照】

  管理者・副管理者会議（建設候補地選定会議）にて、吉田地区を建設候補地として選定する。【資料編(7)参照】

　【次期中間処理施設整備事業施設整備基本計画検討委員会】と【次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会】を設置する。【資料編(29)参照】

　地元町内会である吉田区と組合で、吉田地区を建設候補地として決定したことを確認及び両者の役割等を定めた基本協定を締結する。【資料編(8)参照】

　【次期中間処理施設整備事業施設整備基本計画検討委員会】が、施設整備基本計画に関する答申書を管理者へ提出する。

　【次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会】が、地域振興策に関する答申書を管理者へ提出する。
平成２７年度

平成２５年度

平成２６年度

次期中間処理施設整備事業　これまでの経緯

平成２０年度

平成２３年度

平成２１年度

平成２２年度

平成２４年度

2-(2)-1



 



 

 

 

 

（３）印西地区ごみ処理基本計画（写・抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  



印西地区ごみ処理基本計画 

平成２６年３月

印西市  白井市  栄町 

印西地区環境整備事業組合 

（写・抜粋）
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１．計画策定 

1 

１．計画策定 
 

（１）計画の目的                        

 

近年、環境問題の中でも取り分け地球温暖化が叫ばれる中、大量生産・大量消費・大量

廃棄という使い捨て型の社会から持続可能な循環型社会を目指すとともに、深刻化する地

球温暖化問題に対応するため、温室効果ガスの排出を抑える低炭素社会づくりの実現を目

指して取り組みを進めています。加えて、天然資源の枯渇が懸念されており、この点から

もごみ処理システムの見直しについて、検討が必要となっています。 

また、平成２３年３月１１日に発生した「東日本大震災」は、未曾有の被害と共に大量

な災害廃棄物の発生や廃棄物の処理における放射能汚染をもたらし、印西地区の廃棄物処

理にも想定外の大きな影響と不安を与えました。 

こうした状況を受け、国では、平成２５年５月に「第三次循環型社会形成推進基本計画」

を策定し、廃棄物の量に加えて循環の質にも着目した循環型社会の形成や国際的取り組み

の推進、東日本大震災の反省点を踏まえた震災廃棄物対策の必要性について示していま

す。 

さらに、使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（平成２４年法律第５７

号）の施行に伴い、平成２５年６月に「ごみ処理基本計画策定指針」を改定しています。 

印西地区環境整備事業組合及び、組合を構成する印西市、白井市及び栄町では、これま

でに収集運搬業務を始めとしたごみ処理システムの一元化に取り組むとともに、ごみの発

生抑制や減量化・資源化を図り、循環型社会の形成に努め、また、余剰蒸気を周辺地域の

地域冷暖房等への熱源として供給し、エネルギーの有効利用を図って参りました。 

今後はさらなるごみ処理システムの低炭素化を視野に入れてごみ問題に取り組んでいく

ことはもとより、ごみ処理の安全・安定を維持し、今後の震災への十分な備えを計画して

いく等、新たな視点で計画を策定する必要があります。 

組合と構成２市１町では、こうしたごみを取り巻く現状を踏まえ、長期的視野に立ち、

平成２１年３月に策定した「印西地区ごみ処理基本計画」を見直し、総合的かつ計画的に

ごみ処理を推進して参ります。 
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（２）計画の位置づけ                       

 

本計画は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下、「廃棄物処理法」という。）第

６条第１項の規定に基づき「一般廃棄物処理計画」として策定するものであり、印西地区

共通の計画として、今後の廃棄物行政における長期的・総合的な指針となるものです。 

なお、本計画では、より実効性の高い計画策定を目指し、構成市町及び組合が実施する

具体的な施策についても定めるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）計画期間                        

 

 本計画の計画目標年次については、平成２６年度を計画初年度とし、計画目標年次を１

５年後の平成４０年度とします。また、ごみ処理を取り巻く大きな変化があった場合、随

時見直していくものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中間目標年度 目標年度

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

本計画

実施

計画

実施

計画

実施

計画

実施

計画
実施

計画

実施

計画

実施

計画

実施

計画
実施

計画

実施

計画

実施

計画

実施

計画

実施

計画

実施

計画

前計画

各市町総合計画

基本構想

基本計画

実施計画

一般廃棄物処理計画

基本計画
（廃棄物処理法第６条第１項）

〈10～15年の長期計画〉

実施計画
（廃棄物処理法施行規則第１条の３)

〈各年度計画〉

各
市
町
環
境
基
本
計
画
等

即する

調整・
整合
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（３）中間処理計画                        

 

１）既存施設における安定処理の確保と環境保全 

 

①焼却処理施設 

衛生的生活環境の保全と公衆衛生の向上には、施設の安全・安定処理が不可欠であり、

施設の延命化対策を含めて、各機器の予防保全としての定期点検と維持補修を計画的に実

施していきます。 

また、周辺環境に配慮して、安定した施設運転を継続していきます。さらには、省エネ

ルギーと地球温暖化対策としての熱エネルギーの有効活用について、調査研究を継続して

いきます。 

 

②粗大ごみ処理施設 

安全・安定処理の確保及び施設の延命化対策として、各機器の定期点検と維持補修を計

画的に実施していきます。 

また、施設の安全性向上を目指し、施設改良、分別基準の見直し及び住民へ啓発を徹底

していきます。 

 

２）次期中間処理施設整備事業の推進 

 

①基本方針 

「第三次循環型社会形成推進基本計画」（循環型社会形成推進基本法 15条の７ 平成 25

年 5月閣議決定）の基本理念及び「廃棄物処理施設整備計画」（廃掃法 5条の３ 平成 25

年 5月閣議決定）の「２．廃棄物処理施設整備の重点的、効果的かつ効率的な実施」に基

づき、粗大ごみ処理施設を含む次期中間処理施設の基本方針を以下に示します。 

 

 

 【国の基本方針】 

① 分別収集の推進及び一般廃棄物の再生利用により、一般廃棄物の適正な循環的利

用 

② 資源の有効利用、温暖化効果ガスの排出抑制等の環境負荷低減 

③ 廃棄物の地域特性及び技術進歩の考慮 

④ 地域振興、雇用創出、環境教育等の効果について考慮 

  

【本計画における基本方針案】 

   廃棄物を最大限循環活用できる施設とし、加えて地域特性と最新技術を導入した環

境負荷の低減及び環境学習、福祉等の向上にも効果がある施設を整備します。 

 

 

 

 

（１）市町の一般廃棄物処理システムを通じた３Ｒ推進 
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 【国の基本方針】 

① 住民や事業者に対して、施設の安全性、生活環境の保全、公衆衛生の向上、資源の

有効活用、温暖化効果ガスの排出抑制等環境負荷低減、地域振興、雇用創出、環境

教育に関する情報を明確に説明し、理解と協力を得られるよう努める。 

 

【本計画における基本方針案】 

   情報発信拠点の役割を兼ねる施設とし、環境に関する情報の他、地域住民や事業者

の理解と協力を得られる情報を提供する施設を整備します。また、整備に当たっては、

住民参加を重視して行います。 

 

 

 

 【国の基本方針】 

① 広域圏での一般廃棄物の排出動向を見据え、廃棄物処理システムの強靭化を進め

るべき。 

② 既存の廃棄物処理施設の計画的な維持管理及び更新を推進し、施設の長寿命化・

延命化を図る。 

③ ＰＦＩ等の手法により、施設設計段階から民間活力を活用し、社会経済的に効率

的な事業となるように努める。 

 

【本計画における基本方針案】 

   30年間の安全稼働・安定処理を見据え、最適な施設整備と維持管理方法を調査研究

していきます。また、経済性を考慮した廃棄物処理システムを構築します。 

（２）地域住民等の理解と協力の確保 

 

（３）長期的な視野に立った廃棄物処理システムの改善 
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【国の基本方針】 

① 廃棄物処理施設の省エネルギー・創エネルギー化を進める。 

② 地域の廃棄物処理システム全体で温暖化効果ガスの排出抑制及びエネルギー消費

の低減 

を図っていくことが重要。 

③ 地域特性を踏まえて回収エネルギーを熱供給により地域に還元する。 

④ 温暖化効果ガスの排出抑制に努める。 

 

 【本計画における基本方針案】 

   ごみの持つエネルギーを最大限有効に活用できる施設とし、高効率な発電や地域特

性に応じた熱供給などによる地域還元に取り組みます。 

 

 

 

 

【国の基本方針】 

① 大規模な災害が発生しても一定期間で災害廃棄物の処理が完了するよう、広域圏

ごとに一定程度の余裕をもった焼却施設の能力を維持し、代替性及び多重性を確

保しておくことが重要。 

② 地震や水害によって稼働不能とならないよう、施設の耐震化、地盤改良、浸水対

策等を推進し、廃棄物処理システムとしての強靭性を確保する。 

③ 大規模災害時にも稼働を確保することにより、電力供給や熱供給等の役割が期待

できる。 

④ 震災等により発生した災害廃棄物を保管するためのストックヤード整備を推進す

る。 

 

【本計画における基本方針案】 

  大規模災害時にも稼働を確保し、その役割を継続できる強固な施設とします。また、

災害廃棄物の処理を考慮した一定程度の余裕をもった能力、ストックヤードの整備な

どによる防災拠点化を目指します。 

 

（４）地球温暖化防止及び省エネルギー・創エネルギーへの取り組みにも配慮した廃棄

物処理施設の整備 

（５）災害対策の強化 
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 【国の基本方針】 

① 入札・契約の透明性・競争性の向上、不正行為の排除の徹底及び公共工事の適正

な施工の確保を目的として総合評価落札方式の導入を推進する。 

② 温暖化効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に努める。 

 

【本計画における基本方針案】 

   入札・契約に際し、総合評価方式を導入し、透明性の確保・競争性の向上に努めま

す。 

 

 

 

 

②施設整備における重要な事項 

    

・公害防止に関わること 

  現印西クリーンセンターにおける公害防止基準以上に対応できる設備を備えたものと

し、施設整備時の直近の先進設備事例を十分に参考とした環境影響抑制効果のあるもの

とします。 

 

・施設の性能及び役割に関わること 

① 環境負荷の低減等廃棄物の適正処理の確保はもちろん、その循環利用を十分に行え

る施設とするため地域特性と近隣市等の処理実績を踏まえ、最新技術を導入した施

設整備とします。 

② 安全操業と安定稼働が確保される強靭な一般廃棄物処理システムの構築を目ざし、

大規模災害時も処理が継続される施設とすると同時に、地区の防災拠点としても機

能しうる施設とします。 

③ 廃棄物処理だけでなく広く環境に係る情報発信拠点の機能及び環境教育にも効果が

ある施設とします。 

 

・事業方式に関わること 

  建設から運営までを含めて民間事業者に委託する事業方式（ＰＦＩ、ＤＢＯ、包括的

運営管理委託など）の採用を積極的に検討し、民間の資金、経営能力、技術的能力を活

用した効率的かつ経済的な公共サービスの提供を目指します。 

 

・住民参加に関わること 

  地域住民にとっての廃棄物処理施設となるよう、透明性・公平性を確保し、環境汚染

への懸念を払拭し、事業主体への信頼を得られるよう、施設整備から運営のすべての段

階において住民参加の機会を設け、住民とともに計画・管理していきます。 

 

 

（６）廃棄物処理施設整備にかかる工事の入札及び契約の適正化 
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③整備する施設規模の見込み 

 

・新・焼却処理施設 

  減量目標達成時（平成 40年度）における下記焼却対象ごみ量を安全かつ完全に処理で

きる施設規模とします。ただし、直近の実績処理量を基に最終調整します。 

 

 

    減量目標達成時（平成 40年度）の焼却処理量  37,893.96ｔ 

    災害ごみ・その他               4,000.00ｔ 

    （合 計）                  41,893,96ｔ 

 

 

 

・新・粗大ごみ処理施設 

  減量目標達成時（平成 40年度）における下記処理対象ごみ量を安全かつ完全に処理で

きる施設規模とします。ただし、直近の実績処理量を基に最終調整します。 

 

 

    減量目標達成時（平成 40年度）の破砕・選別処理量  3,389.07ｔ 
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（４）候補地の募集要項（写）



  



募集要項 

印西クリーンセンター次期中間処理施設の候補地を募集します 

土地所有者の皆さま 

印西市・白井市・栄町住民の皆さま 

印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業 

用地検討委員会 委員長 寺 嶋  均 

印西市・白井市・栄町で構成する印西地区環境整備事業組合では、「ごみ処理施設」である印

西クリーンセンターを昭和６１年から稼働開始し、今年で２８年目を迎えました。 

これまで、事故や公害などの問題が生じることもなく、安定・安全な操業を継続してきました

が、施設の老朽化に伴い、次期中間処理施設（新たなごみ焼却施設及びリサイクルセンター）の

整備事業を進めています。 

 次期中間処理施設を整備する候補地の選定にあたりましては、住民の皆さまのご意見を反映さ

せ、積極的な情報公開を行うなど、透明性と公平性が強く求められていることから、公募等によ

り選任された住民（１１名）と学識経験者（４名）の計１５名で構成される「次期中間処理施設

整備事業用地検討委員会」が設置されました。 

検討委員会での協議内容等は、逐次情報を公開するとともに、住民の皆さまのご意見等を申し

受け、会議での協議事項の参考としてまいりました。 

ごみ処理施設は、皆さまの生活に必要不可欠な施設であるにもかかわらず、未だにごみ処理と

いう一面だけで迷惑施設と考えておられる方々もおり、建設候補地の地元合意形成を図ることは

容易ではありません。 

最新のごみ焼却施設は、高度な燃焼技術と徹底した排ガス処理などにより、環境負荷の低減が

図られるとともに、安全性にも十分配慮された施設です。また、単にごみを焼却処理するだけで

なく、焼却の際に発生する熱エネルギーを活用する発電施設であり、環境学習にも活用されるな

ど地域の特性に応じた「地域活性化」への寄与が大きく期待できる施設でもあります。 

こうしたことから検討委員会では、皆さまのご協力を得て次期中間処理施設の整備を進めるた

め、候補地を広く募集することといたしました。 

次期中間処理施設の整備は、印西市・白井市・栄町にとって重要かつ喫緊の課題であることを

ご理解の上、ご協力くださいますようお願いいたします。 
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１）施設整備基本方針

 施設整備の基本方針は以下のとおりです。また、具体的な施設の内容は、建設候補地が決定

した後に、用地の特性を考慮して計画します。 

（１）市町の一般廃棄物処理システムを通じた３Ｒ推進 

廃棄物を最大限循環活用できる施設とし、加えて廃棄物の地域特性を考慮、また最新技術

を導入した環境負荷の低減及び環境学習・福祉等の向上にも効果がある施設を整備します。 

（２）地域住民等の理解と協力の確保 

情報発信拠点の役割を兼ねる施設とし、環境に関する情報の他、地域住民や事業者の理解

と協力を得られる情報を提供する施設を整備します。また、整備・運営に当たっては、住民

参加を重視して行います。 

（３）長期的な視野に立った廃棄物処理システムの改善 

３０年間の安全稼働・安定処理を見据え、最適な施設整備と維持管理方法を調査研究して

いくことと合わせ、経済性を考慮した廃棄物処理システムを構築します。 

（４）地球温暖化防止及び省エネルギー・創エネルギーへの取り組みにも配慮した廃棄物処理

施設の整備 

ごみの持つエネルギーを最大限有効に活用できる施設とし、高効率な発電や地域特性に応

じた熱供給などによる地域還元に取り組みます。 

（５）災害対策の強化 

大規模災害時にも稼働を確保しその役割を継続できる強固な施設とし、災害廃棄物の処理

を考慮した一定程度の余裕をもった能力、ストックヤードの整備などによる防災拠点化を目

指します。 

（６）廃棄物処理施設整備にかかる工事の入札及び契約の適正化 

   入札・契約に際し、総合評価方式※１を導入し、透明性の確保・競争性の向上に努めます。 

※１ 総合評価方式 

価格と価格以外の要素として、維持管理費を含む総合的なコスト削減、廃棄物処理

施設の性能・機能の向上、資源循環、エネルギー回収、ＣＯ2対策等の社会的要請への

対応等の事項を含めて総合評価して落札者を決定する方式。 
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２）施設整備における重要な事項 

（１）公害防止に関わること 

 現印西クリーンセンターにおける公害防止基準以上に対応できる設備を備えたものとし、 

施設整備時の直近の先進施設事例を十分に参考とした環境影響抑制効果のあるものとしま 

す。 

（２）施設の性能及び役割に関わること 

①環境負荷の低減等廃棄物の適正処理の確保はもちろん、その循環利用を十分に行える施設

とするため地域特性と近隣市等の処理実績を踏まえ、最新技術を導入した施設整備としま

す。

②安全操業と安定稼働が確保される強靭な一般廃棄物処理システムの構築を目ざし、大規

模災害時も処理が継続される施設とすると同時に、地区の防災拠点としても機能しうる

施設とします。

③廃棄物処理だけでなく広く環境に係る情報発信拠点の機能及び環境学習にも効果がある

施設とします。

（３）事業方式に関わること 

建設から運営までを含めて民間事業者に委託する事業方式（PFI※１、DBO※２、包括的運営

管理委託※３など）の採用を積極的に検討し、民間の資金、経営能力、技術的能力を活用した 

効率的かつ経済的な公共サービスの提供を目指します。 

（４）住民参加に関わること 

地域住民にとって親しみのある廃棄物処理施設となるよう、透明性・公平性を確保し、環 

境汚染への懸念を払拭し、かつ事業主体への信頼を得られるよう、施設整備から運営のすべ 

ての段階において住民参加の機会を設け、地域住民とともに計画・管理していきます。 

※１ PFI（Private Finance Initiative）
民間事業者の経営上のノウハウや技術的能力を活用し、事業全体のリスク管理が効

果的に行われることや、設計・建設・維持管理・運営の全部又は一部を一体的に扱う

ことによる事業コストの削減が期待できる。 

※２ DBO（Design Build Operate）
PFI 方式の一つのパターンであり、民間事業者が施設設計(Design)、施設を建設

(Build)、施設を維持管理・運営(Operate)を行う。ただし公共が資金調達を行い、設

計・建設に関与し、施設を所有する。 

※３ 包括的運営管理委託 

施設の運転方法など詳細については、民間事業者の裁量に任せることとして、運営・

消耗品の調達・施設の整備などを単年度ではなく、長期的に包括的に委託する方式。 
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３）整備する施設の概要 

（１）整備する施設の種類 

高効率ごみ発電施設としてのごみ焼却施設及びリサイクルセンターとします。 

（２）整備する施設規模の見込み 

現中間処理施設 

（印西クリーンセンター）

次期中間処理施設 

ごみ焼却施設の規模 ３００ｔ／日 １５６ｔ／日程度 

リサイクルセンターの規模 ５０ｔ／日 １５ｔ／日程度 

※各施設の規模は、印西地区ごみ処理基本計画検討委員会が推計した平成４０年度にお 

ける減量目標ごみ量を基に見込んでいますが、実際の整備に当たっては施設整備時の 

直近の実績処理量及び将来推計ごみ量を基に最終調整します。 

※ごみ焼却施設は２４時間連続運転、リサイクルセンターは１日５時間運転を想定して 

います。 

（３）施設概要 

①ごみ焼却施設

可燃ごみの受け入れ設備、燃焼設備、排ガス処理設備、熱回収設備、排水処理設備、

灰出し設備、発電設備、計装設備、通風設備運転制御室等

②リサイクルセンター

不燃ごみや粗大ごみの受け入れ設備、破砕・選別処理、貯留設備、運転制御室等

③管理プラザ

管理及び環境に関する学習や啓発を行うプラザ

※地域活性化へ寄与する地域振興については、建設候補地の決定後に周辺住民の皆さま

と協議してまいります。 
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４）募集要項 

（１） 応募条件 

土地所有者（個人及び法人等）または、町内会・自治会等の会長が応募できます。 

①土地所有者が応募する場合、土地が属する町内会・自治会等の同意は必要ありません。

なお、土地所有者が複数の場合は、全員の連名により応募してください。

②町内会・自治会等の会長が応募する場合、土地所有者全員の同意が得られていることが条

件となります。なお、土地が複数の町内会・自治会等にまたがる場合、該当する全ての町

内会・自治会等の会長の連名により応募してください。

（２）用地条件 

印西市・白井市・栄町の区域内の土地で、以下の条件に適合していることとします。 

①２．５ha(２５，０００m2)程度の土地が確保できること。ただし、防災調整池が必要な場

合は２．５ha 以上の面積が必要となる可能性があります。また、土地形状がいびつで施設

の建設・運営に著しく不適又は困難な場合は、除外されます。

②洪水浸水地域（市町の洪水ハザードマップにおいて注意喚起がされている地域）に指定さ

れている土地ではないこと。

（土地の一部が洪水浸水地域であっても、原則除外されます） 

③県立印旛手賀自然公園に指定されている土地ではないこと。

（土地の一部が県立印旛手賀自然公園であっても、除外されます） 

④活断層を含む土地、大規模な不法投棄や土壌汚染がある土地、アクセス道路（幅員７ｍ以

上を想定）の確保が困難な土地、敷地境界の確定が困難な土地、所有権以外の各種権利の

解除が困難な土地など、施設の建設・運営に著しく不適又は困難な土地ではないこと。

※現在、印西市・白井市・栄町の区域内で活断層は確認されていません。 

⑤暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律で規定する暴力団及び暴力団員等が所

有する土地、または、用地検討委員会が設置された平成２５年２月７日以降に当該暴力団

及び暴力団員等から所有権移転した土地ではないこと。

（３）募集期間 

平成２６年１月６日～平成２６年３月３１日 

（４）応募書類 

①応募申込書（応募の意志をお伝えいただいた時にお渡しします）

②候補地位置図

（５）説明の実施 

応募の検討にあたり、説明等の希望がありましたら、ご連絡をいただければ必要な対応を

いたします。 
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（６）その他 

①応募された方の住所・氏名等の個人情報は、用地検討委員会事務局が印西地区環境整備事

業組合個人情報保護条例（平成１７年１０月１２日条例第５号）に基づき適切に取り扱い

ます。

②候補地として比較評価するにあたり、必要に応じて現地の写真撮影、不動産鑑定及びボー

リング調査等を行います。また、これらの調査結果は公表します。

③平成２６年４月上旬に、応募された土地が属する町内会・自治会等の会長に、応募があっ

たことをお知らせします。

④町内会・自治会等の同意書及び同意の状況を確認できる書類が添付されている場合、後述

する３次審査で評価します。なお、当該書類は、応募後であっても３次審査の前であれば

提出が可能です。

⑤地域活性化への寄与に関するご提案があれば、３次審査で評価します。なお、当該ご提案

は応募後であっても３次審査の前であれば提出が可能です。
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５）建設予定地決定までの流れ 

「応募のあった土地」に「関係市町の推薦地」と「現在地」を加えた全ての候補地を用地検

討委員会の会議（原則として公開会議）で３段階審査し、比較評価・選定します。なお、候補

地の場所は１次審査の段階で公表し、以後、各段階で審査結果を公表します。 

【応募のあった土地】及び【関係市町の推薦地・現在地】 

１次審査 

２次審査 

３次審査 

１次候補地 

２次候補地 

３次候補地 

最終結果を管理者へ報告 

(平成 26 年 7 月予定) 

周辺住民意見交換会 

２次候補地の周辺住民との意見交換会を開催します。 

（周辺住民の理解度や協力度を確認します。） 

施設の建設・運営に適さない用地を評価する視点で減点評

価し、候補地を絞ります。 

より良い施設となり得る用地を評価する視点で加点評価し

ます。（２回目の現地調査を実施します。）

２次審査の評価点に３次審査の評価点を加えた合計点で順

位付けします。 

除外候補地 

除外候補地 

順位付け 

審査結果報告会 

印西地区全体を対象とした審査結果報告会を開催します。 

報告以後の事務は印西地区環境整備事業組合が行います。 

建設候補地の決定 

建設候補地周辺住民説明会 

合意形成 

建設予定地の決定 

用地条件の確認 

（土地所有者へのヒアリング及び現地調査を実施します。）

学識経験者が公平な立場で立ち会います。 

2-(4)-7



６）評価・選定基準の概要 

評価・選定に用いる基準の概要は以下のとおりです。 

  なお、評価・選定に関する詳細事項は、末尾記載の組合ホームページをご覧になるか、お問

い合せください。 

１次審査：用地条件の確認（本募集要項（２）で規定する用地条件を確認します。） 

※用地条件の全てを満たしている候補地は２次審査に進みます。 

※用地条件のうち④及び⑤は、２次審査以降に判明した場合でも除外します。 

２次審査：１００点から減点評価（施設の建設・運営に適さない用地を評価する視点） 

生活環境の保全  ０～－３５点 

自然環境等の保全 ０～－２５点 

法規制      ０～－２５点 

地盤の安定性   ０～－１５点 

※３次審査に進む候補地は検討委員会の会議で決します。 

３次審査：１００点までの加点評価（より良い施設となり得る用地を評価する視点） 

周辺住民の理解度・協力度 ０～４０点 

経済性          ０～３０点 

地域社会貢献       ０～３０点 

順位付け：２次審査の評価点に３次審査の評価点を加えた合計点で順位付けします。 

７）問い合わせ・提出先 

〒270-1352 千葉県印西市大塚一丁目１番地１ 

印西地区環境整備事業組合 印西クリーンセンター  

次期中間処理施設整備事業用地検討委員会事務局（技術班内）（平日 9時～17 時） 

電 話 ：０４７６－４６－２７３４  

F A X ：０４７６－４７－１７６５ 

E-mail：youchi@inkan-jk.or.jp 

ホームページ http://www.inkan-jk.or.jp 
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（６）用地検討委員会最終答申書（写・抜粋）
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（７）建設候補地の選定結果（写） 
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（８）基本協定書（写）
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（９）次期中間処理施設の概要





次期中間処理施設の概要

項目 概要 

１．整備施設 ・焼却施設とリサイクルセンター

２．敷地面積 ・約 2.6ha

３．処理能力 
・焼却施設処理能力：156t/日

・リサイクルセンター処理能力：15t/日

４．稼働開始の目標年度 ・平成 40年度

５．処理対象物 ・一般廃棄物の燃やすごみ、燃やさないごみ、粗大ごみ

６．焼却施設の主要設備 

・受入供給設備

・燃焼設備（ストーカ方式）

・燃焼ガス冷却設備

・排ガス処理設備

・通風設備

・灰出し設備

・給水設備

・排水処理設備

・電気設備

・計装設備

７．リサイクルセンター 

の主要設備 

・受入供給設備

・破砕設備

・選別設備

・貯留・搬出設備
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（１０）建設候補地現地調査の報告 

 

 

 地域振興策を調査審議した「地域振興策検討委員会」による建設

候補地現地調査の報告を参考までに添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



印西地区環境整備事業組合 
次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会 

建設候補地現地調査参加者名簿 

調 査 日 平成２７年６月２８日（日） 

調査場所 建設候補地（吉田地区） 

参 加 者 

学識経験 
委  員 

国立大学法人 千葉大学 名誉教授 委員長 福川 裕一 

株式会社ちば南房総 取締役 副委員長 加藤 文男 

株式会社玄 代表取締役 副委員長 政所 利子 

公募による 

関係市町 
委 員 

印西市公募住民 委 員 黒須 良治 

白井市公募住民 委 員 渡邊 忠明 

栄町公募住民 委 員 小野 明 

管理者が必 

要と認める 

委 員 

印西市吉田区 委 員 大谷 芳末 

印西市吉田区 委 員 齋藤 敏美 

事 務 局 

印西地区環境整備事業組合 事務局長 杉山 甚一 

印西クリーンセンター 

次期施設推進班 

次期施設推進班 

次期施設推進班 

次期施設推進班 

工場長 

主 査 

主査補 

主査補 

主査補 

大須賀 利明 

浅倉 郁 

大野 喜弘 

川砂 智行 

中野 竜一 

関係市町 

印西市環境経済部クリーン推進課 室 長 豊田 光広 

白井市環境建設部環境課 
主 査 
主 事 

金森 隆 
佐藤 和範 

栄町環境課 課 長 池田 誠 

コンサルタント 株式会社 エックス都市研究所 

統括責任者 

担当者 

担当者 

担当者 

中石 一弘 
鈴木 修 
秦 三和子 
村上 友章 

※欠席委員 なし
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地域振興策検討委員会 

現地（徒歩）調査状況写真 

建設候補地南側の敷地境界から現地を確認する地域振興策検討委員 
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地域振興策検討委員会 

現地（徒歩）調査状況写真 

建設候補地南側の敷地境界から周辺の広大な大地を確認する地域振興策検討委員 

建設候補地東側に隣接する周辺状況を確認する地域振興策検討委員 
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地域振興策検討委員会 

現地（徒歩）調査状況写真 

建設候補地北東側から周辺施設（泉カントリー倶楽部）や谷津田を確認する
地域振興策検討委員 

建設候補地西側の谷津田や猛禽類の飛翔が確認されている対岸の斜面林を
確認する地域振興策検討委員 
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地域振興策検討委員会 

現地（徒歩）調査状況写真 

建設候補地北西側の谷津田や周辺の斜面林を確認しながら移動する地域振
興策検討委員 

建設候補地北西側から印西市の計画幹線道路【（仮称）松崎・吉田線】を確
認する地域振興策検討委員 
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（１１）先進地視察の報告 

 

 

 地域振興策を調査審議した「地域振興策検討委員会」による先進

地視察の報告を参考までに添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

資料 頁 

地域振興策検討委員会 先進地視察報告 2-（11）-1 

笠間クラインガルテンパンフレット 2-（11）-14 

笠間クラインガルテン説明資料 2-（11）-16 

水戸市視察先位置図 2-（11）-24 

水戸市植物公園パンフレット 2-（11）-25 

水戸市植物公園イベントカレンダー 2-（11）-27 

みずほの村市場パンフレット 2-（11）-29 

 

  



 

 

印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会  

先進地視察報告 

 

 

 

 

 

日 時：平成 28年 2月 18日（木） 

訪問先：①笠間クラインガルテン 

    ②水戸市植物公園 

    ③小吹施設園芸組合（温室団地） 

    ④みずほの村市場（農産物直売所） 

視察者：地域振興策検討委員会委員：３名、関係市町職員：２名、事務局等職員：８名（コ

ンサル２名含む）、吉田地区参加希望者：３名 
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１．笠間クラインガルテン（10:40～11:30） 

 

【説明】 

■施設の概要 

 笠間市は、平成 18 年 3 月に合併した。人口は 77,000 人。笠間焼き、美術館などの観

光の町。果樹栽培が盛んで、栗の栽培面積と農家数は日本一である。 

 総合計画において「住みよいまち 訪れてよいまち 笠間」を掲げ、豊かな恵みを実感

できる農林業を振興。グリーンツーリズムなども実施している。 

 観光客が訪れる一方で、人口流出や高齢化、農地の荒廃が進む。地域住民と都市の住民

が農業を通して交流し、地域の活性化を図ることを目的に、他地域に先駆けてクライン

ガルテンを整備した。クラインガルテンとしては、全国で４番目、関東では最初に整備

された。 

 平成 6年度に市職員の提案で着手し、7年かけて農園施設、直売所が開設、平成 14年

に全体オープンした（詳細は添付資料のスライド４を参照）。調理設備（楽農工房）も

整備しており、教室や、農産物の加工なども行われている。 

 場所は、以前は桑とタバコを栽培していた農地を借地して整備したもの。現在も地目は

「農地」であり、宿泊施設も「納屋」の扱いとなっている。このため居住（住民票を置

く）ことはできない。 

 クラインガルテンは、都市生活のために菜園をもてない人を対象に小規模な菜園付き
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の住宅を貸与するもの。人口減少傾向にある市の状況下、クラインガルテンの利用を機

に、移住へとつなげられればと考えている。 

 

■運営状況 

 年間利用料金は、クラインガルテン（宿泊施設付き）が全 50区画で１区画 411,420円

（光熱費は別途、設置されたメーターで各々が支払う）、日帰り市民農園が全 50 区画

で１区画 10,280円。堆肥や農機具の修理代はこの中に含まれている。 

 平成 26年 8月に常陸農協が指定管理者となった。従業員は 11名で、60歳前後が多い。

若い人も２名程度。全て地元からの雇用である。 

 指定管理の範囲は、クラインガルテン、蕎麦処、直売場の３つで、収益はクラインガル

テンと日帰り市民農園の利用料金と、蕎麦処、直売場の売上げである。市からの委託費

はなく、市の支出は修繕費程度である。 

 

■利用状況 

 クラインガルテンの利用規程は以下の通り。 

１．笠間市民と積極的に交流をもてる者。 

２．笠間クラインガルテンの年間活動プログラムに参加する意志のある者。 

３．宿泊を伴う活動により、充実した菜園を目指す意志のある者。 

４．市民農園区域における公益部分の共同作業（年４回程度）に参加できる者。 

５．３組以上の家族またはグループでの共同利用ができる者。 

６．宿泊施設付き市民農園利用規程等を遵守できる者。 

 利用期間は最長５年（市民農園法で規定されている期間を採用）。 

 クラインガルテンは、現在は全て契約済み。 

 コミュニケーションをとることが目的であり、滞在中と引き上げ時は事務所に声をか

けることをルールとしている。地元の方の指導による体験実習や、クリスマス会等の年

４回のイベントと、必ず参加してもらう園内イベントを年４回実施。その他に、地元の

交流につなげるため、日曜朝のラジオ体操や周辺ウォーキングも毎週実施。農作業のな

い冬場も教室等を企画して利用を促している。利用者の自主的な活動も活発で、周辺住

民を招待したバーベキューや、車で約 10分のところにゴルフ場でのゴルフコンペなど

も開催している。 

 

■あいあい農園について 

 平成 23年には、サポート付きリゾート農園「あいあい農園」が隣にオープンした。管

理組合が運営管理する 30 区画の農園で、年間使用料は１区画６万円。オーナー制で、

農作物を管理組合に作ってもらい、収穫だけを楽しむ趣旨。収穫の時期にイベントを開

催して、楽しんでもらう。笠間クラインガルテンは協力という関係。 
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【質疑】 

 

 

■苦労した点 

 塗装、エアコンの交換等の修繕費がかかる。雨どいがないので、雨の跳ね返りがラウベ

（小屋）の腐食の原因になっている。 

 応募の確保が課題。今年は 19件の応募があったが、年々減少している。現在は唯一の

PRがホームページであるが、その他の PRが必要。近年は東京で開催される移住交流

会等に出展している。 
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■利用者の状況 

 田舎暮らしを紹介するサイトなどから、ホームページで探して来られるようだ。笠間ク

ラインガルテンに決める理由は、東京の人は、交通の便がよいこと（２時間以内）、地

域景観（山郷、見晴らし）を気に入って、などが理由となっている。 

 クラインガルテンは、現在は各県に１～２個は整備されている。茨城県内にも３つある

ため、特徴を出す必要がある。ここでは独自に、「交流」をキーワードに差別化を図っ

ている。退職後のコミュニケーション機会の創出などで、夜のラウベでの飲み会を楽し

みに利用している人もいる。 

 介護、転勤等の事情で１～２年で出る人もいるが、５年満了で出る人が多い。利用者の

満足は得ているようで、５年以降も、新規と同じ条件で申し込めば利用できるようにな

っている。現在の住民も５～６組は再申請の人がいる。 

 クラインガルテンの利用を機に笠間市を気に入り、貸家を見つけて住みたいという人

もいる。しかしながら、借家は 50坪程度の大きな家が多く、大きな家はいらないとい

う理由でまとまらないこともある。空き家バンクもあまり機能していないようである。

地元の人の紹介で借りている人が１名いる。 

 

■利用条件の設定理由 

 ３組以上の共同利用としたのは、誰も訪れずに放置される期間を少なくするため。力作

業も各自でやってもらう必要があるので、夫婦等での応募が望ましい。グループで申し

込むことで、周知効果もある。 

 交流が目的なので、出席簿でチェックし、参加してもらえない人や農地の管理状況が悪

い人にはイエローカードを出して注意している。具体的には、近隣のゴルフ場の利用を

主目的にして、農園を利用しない人などがいた。 

 

■離農・耕作放棄地対策の状況 

 笠間市では、果樹産地強化支援事業（栗苗植栽事業／梨苗植栽事業）を実施。栗、梨の

安定生産に向けて、苗の更新、苗木の購入を助成している。 

 国の政策の下、飼料米、営農組織を作って放棄地の解消を勧めているが、クラインガル

テンが放棄地対策に貢献できている状況までには至っていない。 

 

■直売場の状況 

 野菜は、地元の生産者が持ち込んでいる。笠間市では、野菜は比較的何でも栽培できる。

今はイチゴが多く、組合を作って販売している。ブルーベリー組合もあり、ブルーベリ

ー狩りは笠間クラインガルテン（指定管理者の常陸農業協同組合）が申込窓口となって

受け付け、農園を訪問してもらっている。 

 野菜の値段は出荷者が決めている。売れ残りは出荷者が引き取りとなる。 
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 楽農工房（調理設備）で作られた季節の農産物を使った加工品も販売している。 

 直売場の利用者は主に周辺の住民で、近隣にある団地の人はスーパーを利用すること

が多い。車に乗れない近くの人は利用している。連休等にメインの通りが渋滞するため、

裏道を通る人が利用したり、たまたま立ち寄る人もいるが、市内の観光ルートからは外

れている。市内にも農協の直売場が２件あるのでそちらに行く人が多く、平日は閑散と

している。市中心部から離れているので、合併後の市民は存在すら知らない人もいる。 

 クラインガルテンで栽培した野菜も、年１回、七夕祭りで販売できる。お祭りに来た人

が購入している。 

  

 

■栽培講習会 

 地元の農家（元学校教諭）に、農業を教えていただいている。 
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２．水戸市植物公園（13:20～14:20） 

 

 

【小吹清掃工場について】 

 昭和 59年稼動。処理能力は 390t/日（130t/日×3炉）。水戸市ではごみ処理主体を３区

分しており、そのうち水戸地区として、水戸市民の約 8割、240,000人分の可燃ごみ、

年間約 118,000トンを焼却している。 

 回収エネルギーの利用は、場内消費電力の発電と大型熱供給。 

 清掃工場が管理する余熱供給センターで、清掃工場からの低圧蒸気を熱交換器により

温水に（105℃）に変換して、各余熱利用施設に供給している。（供給先：温水プール、

植物園、大浴場付集会施設、園芸施設、清掃工場事務所） 

 

【説明】 

■施設の概要 

 昭和 62年に開園し、平成 6年までかけて少しずつ整備していった（昭和 63年:売店・

熱帯果樹温室完成、平成元年:薬草園整備、平成 6年:植物館開館）。平成 28年 4月 29

日で 30年目を迎える。 

 敷地面積は 8haで、テラスガーデン、鑑賞大温室、熱帯果樹温室、博物館、芝生園、ロ

ックガーデンなどで構成される洋風庭園。鑑賞大温室は、平成 63年に日本造園学会賞
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を受賞。 

 清掃工場の余熱利用を目的に、温浴施設に続いて整備された。 

  

 

■運営状況 

 単市の植物園のため予算が少なく、職員 5 人、嘱託 3 人。園内の管理は民間に委託し

ている。 

 その他、目的に応じたボランティアを立ち上げている（薬草ボランティア、花と緑のボ

ランティア、イングリッシュローズ手伝い隊など）。楽しく学び、イベントがあり、友

達ができるなど、生きがいと学習力を高める工夫が継続のポイントとなっている。 

 コンセプトは「植物園＋庭園（ガーデン）」。箱物は作れても、いかにソフトを作るかが

重要なポイント。 

 入館者数は 5万人／年。当初は 15万人の入館者数を記録したが、県内には植物園も多

く、常陸海浜公園などの施設も建設され、そちらに流れている。30 周年を機にイメー

ジチェンジを図り、次の世代につなげたいと考えている。 

 使ってもらえる植物園を目指し、多数のイベント、教室、フリーマーケット等を開催し

ている。植物館では講演会なども開催している。 

 直営（指定管理者制度ではない）。直営の植物園は全国でも３箇所くらいしか残ってい

ない少数派だが、直営ならではのサービスができる。 

 

■余熱利用状況 

 エロフィン管※により鑑賞大温室、熱帯果樹温室を加温。設置後 30 年経過し、配管の

老化が顕著。十分な予算がつきにくい中で、メンテナンスをしながら使用している。万

が一のためのバックアップとして、ストーブも準備している。 

※エロフィン管：管内に熱源（蒸気・冷水・温水等）を流し、管外の気体（空気）を加熱または冷却

するもので、パイプ外面にフィン（リボン）を螺旋状に巻きつけ、伝熱面積を増大させたもの。 

 水戸は寒いので、別世界としての温室はよかったと評価している。地域性を踏まえ、適

したものを考え出すことが重要。 
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 東日本大震災で余熱供給が中止され、ボイラやストーブで凌いだ経験を踏まえ、余熱が

あるからこそ運営できる施設であることを実感している。 
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３．小吹施設園芸組合（14:45～15:15） 

 

【説明】 

■施設の概要 

 昭和 62年に 10a（1,000m2）×10棟の温室を整備。敷地面積は 1.4ha。現在はトマト

の水耕栽培を実施。（なお、余熱を供給しているもう１箇所の農業団地（1.3ha）では、

パプリカを生産している。） 

 近隣農家５人で組合を設立し、運営している。整備費に関しては、7／10程度を国の補

助で、残りを組合が負担（約２億円）。 

 清掃工場までの距離は直線で約 400m。105℃の温水が清掃工場から配管で送られ、熱

交換器を介し、80～65℃の状態で各施設に温水として熱を供給している。 

 清掃工場から園芸施設敷地までの供給管を市が整備。施設内の熱交換器や配管は組合

が整備。 

 熱の供給量は、「外気温が－11℃のときに 20℃に保てる」ことを条件として計算。 

 清掃工場の定期点検中は、熱供給は止まるが、その時期を夏季にしているため、熱供給

が必要ないようになっている。 

 施設内の熱供給管は当初埋設していたが、メンテナンスのしやすさなどから、現在はむ

き出しにしている。 
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■トマト栽培 

 昭和 62年当時は地植えのメロンとトマトを生産していたが、メロンの連作障害等もあ

り、平成 18年からはトマトの水耕栽培のみとした。このため、供給される熱は培養液

の加温には利用できないため、灯油を焚いている。 

 8月に定植し、11月中旬から翌年 7月にかけて収穫。室温は、昼間 25℃、夜間 13℃に

設定。 

 １棟の出荷額は年間 400万円程度。今年は暖冬だったため、他地域の路地物が 11月ま

で出回っており、出荷時の価格を低く設定せざるを得なかった。 

  

 

■清掃工場の移転後の予定 

 ４年後の移転に備え、代替の加温設備を入れるか、熱を使わない別の作物にするか検討

している。 
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４．みずほの村市場（16:30～16:45） 

■施設の概要

 味の良い安全な農産物の提供をコンセプトに設立された純民間の農産物直売場。

 全国直売所甲子園 2013優勝（農林水産大臣賞受賞）

 野菜のほか、お肉や加工品、花卉も販売。日常的な食材の種類も豊富に揃っている。

 価格競争を避けるため、新規出品者は、それ以前の出品者の価格を下回ってはいけない

というルールがある。

 年間利用者数 25万人。売上高は年間 6億円。（平成 20年実績）

 近隣に大規模なショッピングモールがあるにも係らず、多くの人に利用されている。

 みずほ会員制度を導入。会員数は１万三千人（平成 20年実績）で、概要は以下の通り。

①年会費 1,000円。

②10％割引：購入金額ごとに 10%のポイントが加算され、1000 ポイントたまると、 

1000円割引。

③プレゼント進呈：入会時に 500円相当のプレゼントを進呈。
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（12）地域に求められる将来像
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（13）地域の魅力や優位点
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（14）周辺の既存施設





0 400m

2-(14)-1



0 400m

0 400m

2-(14)-2



0 400m

0 800m

2-(14)-3



0 400m

0 400m

2-(14)-4



0 2.0km

0 2.0km

2-(14)-5



0 2.0km

1.1km

1km

1.5km

1.3km

2.2km

0 2.0km

2-(14)-6



0 2.0km

0 2.0km

2-(14)-7



0 2.0km

0 2.0km

2.3km
100

2-(14)-8



0 2.0km

0 2.0km

2-(14)-9





（15）地域の課題
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地域の課題の基礎資料 

 

（１）高齢化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 高齢化の推移と将来推計 

内閣府 平成 26 年度版高齢化社会白書（概要版）より（http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-

2014/gaiyou/26pdf_indexg.html） 

 

表 1 全国と吉田区の人口構成と構成比差 

 2010 2013 全国と吉田区の構成比差 

年齢区分 全国 吉田区 全国 吉田区 
吉田-全国

（2010） 

吉田-全国

（2013） 

～14 13.1% 6% 12.9% 6% -7.1 -6.9 

15～64 63.3% 65% 62.1% 62% -1.7 -0.1 

65～ 23% 29% 25.1% 32% +6 +6.9 

人口（人） 
12,806

万 
457 

12,730

万 
451 

- 
- 

※2010 データ：人口統計ラボ（http://toukei-labo.com/2010/?tdfk=12&city=12231&id=143） 

※2013 データ：データいんざい（印西市） 

 

日本全国での高齢化率は 2010 年で 23％、2013 年で 25.1％である。一方、吉田区はそれぞれ 29％、

32％で、全国とは 67 ポイント。最新の 2014 年データでは 33％となり、3 人に 1 人が 65 歳以上の高齢

者となっている。 

http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2014/gaiyou/26pdf_indexg.html
http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2014/gaiyou/26pdf_indexg.html
http://toukei-labo.com/2010/?tdfk=12&city=12231&id=143
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（２）農業の担い手不足 

○職業従事状況 

 平成 22 年国勢調査をもとにしたデータから吉田区の職業従事状況をまとめた。 

 農業従事者が 46 人で人口の 16％が従事しており最も多い。 

世帯数は農林漁業・非農林漁業就業者混合世帯を含めても 19％以下である。 

 

表 2 吉田区の産業別・従業上の地位別就業者数 

項目 人数（人） 割合 

農業 46 16% 

建設業 31 11% 

製造業 29 10% 

電気・ガス・熱供給・水道業 1 0% 

情報通信業 3 1% 

運輸業、郵便業 34 12% 

卸売業、小売業 27 9% 

金融業、保険業 4 1% 

不動産業、物品賃貸業 1 0% 

学術研究、専門・技術サービス業 1 0% 

宿泊業、飲食サービス業 11 4% 

生活関連サービス業、娯楽業 16 6% 

教育、学習心経 5 2% 

医療、福祉 20 7% 

複合サービス事業 2 1% 

サービス業（他に分類されないもの） 16 6% 

公務（他に分類されるものを除く） 11 4% 

分類不能の産業 27 9% 

合計 285 - 

表 3 吉田区の世帯の経済構成別一般世帯数 

項目 世帯数 割合 

農林漁業就業者世帯 14 10.2% 

農林漁業・非農林漁業就業者混合世帯 12 8.8% 

非農林漁業就業者世帯 91 66.4% 

非就業者世帯 8 5.8% 

分類不能の世帯 12 8.8% 

総数 137 - 

※人口統計ラボより（http://toukei-labo.com/2010/?tdfk=12&city=12231&id=143） 

 

http://toukei-labo.com/2010/?tdfk=12&city=12231&id=143
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○意識調査 

印西市「人・農地プラン」作成の基礎調査として、印西市内に農地を所有する世帯を対象に意識調査の

結果 

※平成 24 年 11 月 9 日～12 月 7 日 郵送 4,158 票 有効回答数 822 票（19.8％） 

※宗像地区（岩戸、岩戸干拓、師戸、鎌刈、鎌刈干拓、大廻、造谷、吉田、吉田干拓） 

 

問 あなたの地区の農業（人と農地）は、現在のままで 10 年後を迎えると、どのようになっていると

思いますか。（複数回答可） 

 

 

問 あなた自身の農業経営（個人・法人等）では、農業後継者がいますか。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 宗像地区 市全体 

①問題のない状態 4.7% 7.1% 

②農地が利用されず、遊休農地が増加する 68.6% 57.5% 

③地区を支える安定した農家や農業法人がいない 32.6% 25.8% 

④若年の農業者が減少し、高齢化が一層進む 81.4% 75.3% 

⑤その他 2.3% 2.9% 

⑥無回答 0.0% 1.2% 

 宗像地区 市全体 

①家庭内に農業後継者がいる、または目処がついている 18.6% 23.6% 

②農業法人で目処がついている 0.0% 1.1% 

③農業後継者がいない、または目処がついていない 70.9% 64.1% 

④その他 9.3% 6.0% 

⑤無回答 1.2% 5.2% 
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（４）防災

災害時の影響 

①地震時の液状化の懸念

ほぼ影響なし（一部に液状化しやすい箇所がある。）

②地震時の揺れやすさ

周辺地区と同様

③洪水・土砂災害

一部に土砂災害警戒区域がある。

④内水災害

ほぼ影響なし

出典：印西市防災課作成の各種ハザードマップより

①液状化

③洪水・土砂災

害

④内水災害

②揺れやすさ

吉田区 

建設候補地 

吉田区 

建設候補地 

吉田区 

建設候補地 

吉田区 

建設候補地 
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⑤避難所等設置状況 

 

表 4 吉田区内避難所等設置状況 

区分 避難所等種別 説明 設置状況 

吉田区 

広域避難場所 市街地における大規模火災が発生した場合に、輻射

熱や煙から身を守り生命の安全を確保するため、一

時的に避難する避難所である。公園や公共空地等を

指定する。 

なし 

指定避難所 住家の全半壊、焼失、浸水により住居を失ったもの、

または居住が困難な被災者のうち、避難を必要とす

るものを一時収容し、保護するための場所である。学

校等を指定する。 

宗像小学校 

※吉田区の集落から

直線距離で約 1.4km 

特別避難所 災害時要援護者に対する特別な配慮として福祉避難

所を事前に定める。また、土砂災害警戒区域付近の市

民が一時避難するための避難所を確保する。 

なし 

一時避難場所 災害時の危険を回避するため、一時的に避難する避

難場所として近隣公園以上の規模を有する公園を指

定する。また、町内会・自治会等や自主防災組織は、

地区の身近な公園や空地を一時避難場所としてあら

かじめ定めるものとする。 

印旛西部公園 

※吉田区の集落から

直線距離で約 1km 

 

（５）ポイ捨て・不法投棄・防犯 

○不法投棄 

表 5 不法投棄発生件数 

 印西市内発生件数 吉田区内発生件数 割合 

平成 25 年度 322 14 4.3％ 

平成 26 年度 212 8 3.8％ 

※発生件数は印西市が対応した件数（未対応のものは含まれていない） 

 

○犯罪 

表 6 犯罪発生件数 

 印西市内発生件数 吉田区内発生件数 割合 

平成 26 年度 951 7（窃盗） 0.7％ 

平成 27 年度 229 4（窃盗） 1.7％ 

     ※平成 27 年度発生件数は 1 月～4 月末の暫定値 

 

印西市による対策として不法投棄監視カメラが吉田区内に数台設置されている。 
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（６）土地利用のコントロール（景観上の対策） 

○懸念事項 

・将来的に里地里山の景観を損ねる土地利用が行われる懸念があるため、地域景観になじまない土地利

用のコントロールが必要。 

 

○対策の状況 

・平成 26 年 12 月 1 日、印西市は景観行政団体に移行した。 

・平成 29 年度の景観計画※策定に向け、印西市で準備を進めている。 

 

※景観計画 

景観計画は、一定の要件に該当する地域を対象に、建築物や工作物のデザイン、色彩などの制限を

定め、届出、勧告を基本とするゆるやかな規制誘導を行うものです。 

・景観計画区域に景観重要建造物、樹木が存在する場合、これを指定し、適正な管理を行います。 

・屋外広告物の行為制限に関する事項を定めることにより、市町村は屋外広告物条例の制定が可能と

なります。 

・景観重要公共施設に指定された場合、管理者は景観計画に基づき公共施設の整備を行います。 

出所：千葉県ホームページ 

https://www.pref.chiba.lg.jp/kouen/keikanzukuri/keikanhou.html 

 

 



 

 

 

 

（16）レジャー白書のまとめ 

 

 

 

 

 

 



  



 

レジャー白書のまとめ 

 

○余暇活動種目別参加人口の変化について 

以下 2004～2013年の 10年分のレジャー白書から映画などの屋内レジャー等を除き、余

暇種目の参加人口に関してまとめた。 

・「国内観光旅行（避暑、避寒、温泉など）」、「ドライブ」、「外食（日常的なものは除く）」

の 3種目が長年上位 3位を占め、余暇活動種目として定着している。 

・また、参加人口が 5,000万人を超える種目も、上記 3種目のみであった。 

・動物園、植物園、水族館、博物館は 2011年以前までは 4位を維持し、2012年以降も 5位

であり、普遍的な魅力があることが推察される。 

・2012 年から調査種目に追加された種目の内「温浴施設」、「複合ショッピングセンター、

アウトレットモール」、「ウォーキング」は中位に位置しており、調査開始以前から潜在的

に参加人口はいたと推察される。 

・近年の余暇参加人口は全体的に減少傾向にある。 

・2009 年にドライブ参加人口が増えたのは、高速料金の値下げが影響していると考えられ

る。値下げの終了とともに参加人口は開始前と同水準に戻り、ガソリン価格の高騰も影響

してか 2013年には過去 10年間で初めて 5,000万人を下回った。 

・日経平均株価と反比例の動きをする種目も多く、景気の悪い時期は労働時間が減り、余暇

活動に充てる時間を確保しやすい状況から各種目の参加人口が増加した可能性がある。 

・2009年からは消費者の節約志向が高まり、それまで 1位だった外食の参加人口が減った

と推察される。 

・団塊世代の大量定年退職（2007年問題）と再雇用が進んだ後の 65歳定年（2012年問題）

により、主な国内旅行者が時間・予算に比較的余裕のある高齢者へ移行し、参加人口の変

動が少なくなっている可能性がある。 

・参加人口に影響する因子としては景気状況もあるが、最も関係がある因子は時間である可

能性が示唆される。 

・参考までに 2013年から調査種目に追加された「読書（仕事、勉強などを除く娯楽として）」

は 4,440万人で、4位相当。「ウィンドウショッピング（見て歩きなど娯楽としての）」は

3,540万人で 7位相当になる。 
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2
7
9
0

2
8
1
0

2
9
1
0

4
4
4
0

3
9
6
0

3
0
9
0

3
0
7
0

2
5
0
0

テ
レ
ビ
ゲ
ー
ム
（
家
庭
で
の
）

3
0
1
0

2
7
6
0

3
1
1
0

3
1
8
0

3
3
0
0

4
7
2
0

4
2
9
0

3
3
4
0

3
0
8
0

2
5
3
0

ジ
ョ
ギ
ン
グ
、
マ
ラ
ソ
ン

2
6
2
0

2
3
9
0

2
2
8
0

2
5
5
0

2
5
9
0

2
4
5
0

音
楽
会
・
コ
ン
サ
ー
ト
な
ど

2
5
6
0

2
4
6
0

2
4
4
0

2
4
4
0

2
4
2
0

3
5
6
0

3
2
7
0

2
8
4
0

2
5
7
0

2
5
1
0

温
浴
施
設
（
健
康
ラ
ン
ド
、
ケ
ア
ハ
ウ
ス
、
ス
ー
パ
ー
銭
湯
等
）

3
3
0
0

3
0
6
0

Ｓ
Ｎ
Ｓ
、
ツ
イ
ッ
タ
ー
な
ど
の
デ
ジ
タ
ル
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

2
5
1
0

2
2
3
0

複
合
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
セ
ン
タ
ー
、
ア
ウ
ト
レ
ッ
ト
モ
ー
ル

3
9
2
0

3
6
9
0

催
し
物
、
博
覧
会

2
4
2
0

3
0
7
0

2
8
4
0

帰
省
旅
行

2
5
1
0

2
4
2
0

2
3
2
0

2
3
4
0

2
3
8
0

2
3
7
0

2
2
5
0

バ
ー
ベ
キ
ュ
ー

2
3
7
0

2
1
1
0

ゲ
ー
ム
セ
ン
タ
ー
、
ゲ
ー
ム
コ
ー
ナ
ー

3
0
0
0

写
真
の
制
作

3
1
2
0

2
9
5
0

2
4
3
0

学
習
、
調
べ
も
の

3
3
9
0

3
4
5
0

2
7
2
0

ウ
ォ
ー
キ
ン
グ

3
3
8
0

3
1
2
0

赤
枠
種
目
は

 

2
0
12

年
初
調
査

 

順
位 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1
0
1
1
1
2
1
3
1
4
1
5
1
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1
7
1
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1
9
2
0

キ
ー
ワ
ー
ド
：
「
安
・
遠
・
短
」
 

1
.観

光
・
行
楽
系
活
動
の
回
復
 

2
.「

映
画
」
の
好
調
 

3
.自

宅
で
楽
し
む
余
暇
の
低
調
 

日
常
的
で
比
較
的
単
価
が
安
く
、

手
軽
な
レ
ジ
ャ
ー
が
堅
調
 

近
場
の
行
楽
系
・
都
市
型
の

レ
ジ
ャ
ー
は
比
較
的
堅
調

 

キ
ー
ワ
ー
ド
：
日
常
型
レ
ジ
ャ
ー
 

「
安
・
近
・
短
」
 

高
速
料
金
値
下
げ
 

2
0
09
.3
~2
01
1.

6 

余
暇
活
動
種
目
別
参
加
人
口
の
変
化
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（17）道の駅の事業運営に係る情報 
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平成２８年１月２７日

道 路 局

平成２７年度 重点「道の駅」の選定について

～地方創生の核となる「道の駅」の優れた取組を応援します。～

「道の駅」は、地方創生を具体的に実現していくための極めて有力

な手段であり、国土交通省では、平成２６年度より関係機関と連携し

て、地方創生の核となる特に優れた取組を選定し、重点的に応援する

取組を実施しています。

平成２７年度は、地方創生に資する地産地消の促進及び小さな拠点

の形成等を目指した「道の駅」の新たな設置又はリニューアル等に関

する企画提案を募集し、この度、有識者のご意見を踏まえ、重点「道

の駅」として３８箇所選定しましたので、お知らせします。

［問い合わせ先］
国土交通省 道路局

企画課 企画専門官 井坪 慎二 【代表】：03-5253-8111（内線 37552）

【直通】：03-5253-8485 FAX：03-5253-1618

国道・防災課 課長補佐 竹内 勇喜 【代表】：03-5253-8111（内線 37842）

【直通】：03-5253-8492 FAX：03-5253-1620
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平成２７年度 重点「道の駅」の概要

＜主な取組内容＞

①産業振興
地域の特産品を活かした産業振興「道の駅」

②地域福祉
地域の高齢化等に対応した住民サービス（地域福祉）を提供する「道の駅」

③交通結節点
公共交通の結節点として地域住民に交通サービスを提供する「道の駅」

④防災
災害時に高度な防災機能を発揮する｢道の駅｣

⑤観光総合窓口
地域の観光総合窓口となる「道の駅」

⑥インバウンド観光
インバウンド観光を促進する「道の駅」

⑦地方移住等促進
地方移住・ふるさと納税推進に貢献する「道の駅」

⑧交流・連携
地域間の交流・連携を促進する「道の駅」

※上記取組を実践する方法として
「道の駅」相互のネットワーク化により効果を発揮する「道の駅」

＜支援内容＞

○自治体・関係機関による協議会等を設け、複数の関係機関の制度の活用等につ

いて、ワンストップで相談できる体制を作ります。

○道路区域内の駐車場、休憩施設、トイレ、道路情報提供施設等は、直轄道路事

業及び社会資本総合交付金等を活用して国土交通省が支援します。

○重点「道の駅」の取組を広く周知します。

＜選定の流れ＞

「道の駅」有識者懇談会
（選定方針に関する意見）

企画提案募集

「道の駅」有識者懇談会
（評価及び選定に関する意見）

重点「道の駅」選定結果公表

「道の駅」有識者懇談会

委員長：石田 東生

楓 千里

篠原 靖

根岸 裕孝

山田 知子

（株）ＪＴＢパブリッシング
取締役 ノジュール事業担当

筑波大学
システム情報系社会工学域 教授

跡見学園女子大学
観光コミュニティ学部 准教授

比治山大学
現代文化学部 教授

（敬称略・五十音順）

宮崎大学
教育文化学部 准教授
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重
点
「
道
の
駅
」
選
定
３
８
箇
所

国
道
５
４
号
沿
線
「
道
の
駅
」

（
ゆ
め
ラ
ン
ド
布
野
、
赤
来
高
原
、
頓
原
、
掛
合
の
里
）

よ
こ
は
ま

あ
っ
さ
ぶ

ピ
ア
２
１
し
ほ
ろ

た
ち
ば
な

（
仮
称
）
美
馬

（
仮
称
）
ま
で
い
館

常
陸
大
宮

（
北
海
道
厚
沢
部
町
）

（
北
海
道
士
幌
町
）

（
福
岡
県
八
女
市
）

（
広
島
県
三
次
市
、
島
根
県
飯
南
町
、
島
根
県
雲
南
市
）

（
徳
島
県
美
馬
市
）

（
青
森
県
横
浜
町
）

（
福
島
県
飯
館
村
）

（
茨
城
県
常
陸
大
宮
市
）

た
ろ
う

（
岩
手
県
宮
古
市
）

ふ
た
つ
い

（
秋
田
県
能
代
市
）

し
も
に
た

（
群
馬
県
下
仁
田
町
）

上
野

（
群
馬
県
上
野
村
）

（
仮
称
）
た
が
み

（
新
潟
県
田
上
町
）

（
仮
称
）
さ
く
み
な
み

（
長
野
県
佐
久
市
）

信
州
新
野
千
石
平

（
長
野
県
阿
南
町
）

飛
騨
金
山
ぬ
く
森
の
里
温
泉

（
岐
阜
県
下
呂
市
）

（
仮
称
）
と
よ
は
し

（
愛
知
県
豊
橋
市
）

奥
伊
勢
お
お
だ
い

（
三
重
県
大
台
町
）

（
仮
称
）
か
つ
ら
ぎ

（
奈
良
県
葛
城
市
）

（
仮
称
）
こ
と
う
ら

（
鳥
取
県
琴
浦
町
）

ソ
レ
ー
ネ
周
南

（
山
口
県
周
南
市
）

た
か
ら
だ
の
里
さ
い
た

（
香
川
県
三
豊
市
）

北
川
は
ゆ
ま

（
宮
崎
県
延
岡
市
）

季
楽
里
あ
さ
ひ

（
千
葉
県
旭
市
）

（
仮
称
）
南
山
城
村

（
京
都
府
南
山
城
村
）

（
仮
称
）
恐
竜
渓
谷
ジ
オ
パ
ー
ク

（
福
井
県
勝
山
市
）
浅
井
三
姉
妹
の
郷

（
滋
賀
県
長
浜
市
）

（
仮
称
）
く
ろ
べ

（
富
山
県
黒
部
市
）

彼
杵
の
荘

（
長
崎
県
東
彼
杵
町
）

ぎ
の
ざ

（
沖
縄
県
宜
野
座
村
）

若
狭
お
ば
ま

（
福
井
県
小
浜
市
）

竜
王
か
が
み
の
里
、

ア
グ
リ
パ
ー
ク
竜
王

（
滋
賀
県
竜
王
町
）

阿
蘇

（
熊
本
県
阿
蘇
市
）

丹
後
王
国
「
食
の
み
や
こ
」

（
京
都
府
京
丹
後
市
）

明
宝

（
岐
阜
県
郡
上
市
）

か
な
ん

（
大
阪
府
河
南
町
）

パ
ー
ク
七
里
御
浜

（
三
重
県
御
浜
町
）

（
仮
称
）
つ
る

（
山
梨
県
都
留
市
）

き
ら

り

し
ち
り

み
は
ま

あ
ざ
い

さ
ん
し
ま
い

さ
と

み
ま

し
ん
し
ゅ
う
に
い
の
せ
ん
ご
く
だ
い
ら

し
ゅ
う
な
ん

め
い
ほ
う

そ
の
ぎ

し
ょ
う

お
く

い
せ

ふ
の

あ
か
ぎ
こ
う
げ
ん

と
ん
ば
ら

か
け
や

さ
と

ひ
だ

か
な
や
ま

も
り

さ
と

お
ん
せ
ん

ひ
た
ち

お
お
み
や

み
な
み
や
ま
し
ろ

む
ら
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重点「道の駅」  全 ３８ 箇所 

 

主な 

取組 

内容 

都道 

府県 
市町村 駅 名 主な特長 

産
業
振
興 

岩手県 宮古市 たろう 水産物の直売や 6 次産業化による漁業復興・再生の拠点。 

茨城県 常陸大宮市 常陸
ひ た ち

大宮
おおみや

 全国でも生産量の少ない洋野菜の地産地消及びブランド化の推進。 

山梨県 都留市 （仮称）つる 地域伝統野菜の加工品開発による６次産業化。 

千葉県 旭市 季
き

楽里
ら り

あさひ 
基幹病院等と連携し「医食農同源」をテーマに、豊富な地元農水産物を活

用した地産地消の推進。 

長野県 佐久市 （仮称）さくみなみ 
健康長寿をテーマに、健康長寿野菜や健康長寿食の提供による地産地

消の推進。 

富山県 黒部市 （仮称）くろべ 豊かな農産物と希少な海産物を活用した６次産業化の拠点。 

三重県 御浜町
みはまちょう

 パーク七里
し ち り

御浜
み は ま

 柑橘加工商品の開発と６次産業化の推進。 

滋賀県 長浜市 浅井
あ ざ い

三
さん

姉妹
し ま い

の郷
さと

 
起業や商品開発をサポートする「チャレンジショップ」の設置による地産地

消型産業の振興。 

京都府 南山城村 （仮称）南 山 城 村
みなみやましろむら 「村で暮らし続けるための仕掛け作り」として、特産品である南山城茶を活

用した商品開発。 

大阪府 河南町
かなんちょう

 かなん なにわの伝統野菜を使った商品を開発・提供するための施設整備。 

鳥取県 琴浦町 （仮称）ことうら 
隣接する既存の道の駅との機能分担及び連携し、地元特産品を活用した

６次産業化など地産地消の推進。 

徳島県 美馬市
み ま し

 （仮称）美馬
み ま

 
地元農林水産物の集出荷システムを活用した産地直売所の設置や地域

野菜を活用した６次産業化推進。 

沖縄 宜野座村
ぎ の ざ そ ん

 ぎのざ 宜野座エコ農産物や人材資源等を活用し「食育・地産地消活動」の促進。

地
域
福
祉 

青森県 横浜町 よこはま 
周辺施設を活用した、地方創生拠点を形成する自動車専用道路ＩＣ直結

の道の駅。 

福島県 飯
いい

舘
たて

村
むら

 （仮称）までい館 
原発災害からの帰村時の日常生活を支える、役場や医療機関等と連携

した復興拠点。 

群馬県 下仁田町 しもにた 
買い物困難者への宅配サービス提供、子育てサポート、公共交通バスの

結節点化などによる「小さな拠点」の形成。 

新潟県 田上町 （仮称）たがみ 
道の駅周辺に公共サービスと生活サービス機能を集約。道の駅と集落地

域等を結ぶ公共交通・宅配サービスの導入。 

長野県 阿南町
あなんちょう

 信州新
しんしゅうにい

野
の

千石
せんごく

平
だいら 高齢者への宅配サービスを通じた買物支援や安否確認、町民バスと連携

した中山間地の生活支援。 

岐阜県 郡上市
ぐ じ ょ う し

 明宝
めいほう

 NPO と連携した日用品の配達及び生活支援サービスによる高齢者支援。

岐阜県 下呂市
げ ろ し

 
飛騨
ひ だ

金山
かなやま

 

ぬく森
もり

の里
さと

温泉
おんせん

 

病院・老人福祉施設等の地域福祉機能等の集約、コミュニティバスや高

齢者宅配サービス等による小さな拠点機能の向上。 

奈良県 葛城市 （仮称）かつらぎ 
高齢者の交通手段確保のためのコミュニティ―バス運行、ICT を活用した

買い物支援。 

山口県 周南市
しゅうなんし

 ソレーネ 周
しゅう

南
なん

 
高齢者の相談窓口の設置、バス停の整備による、地域住民のサポート体

制の構築。 

福岡県 八女市
や め し

 たちばな 
地域福祉の向上と地域住民の安全安心な地域コニュニティ再生による行

政サテライト機能の充実 

長崎県 東彼杵町
ひがしそのぎちょう

 彼杵
そ の ぎ

の荘
しょう

 
障害者支援施設が行う移動販売車による買物支援と農産物の集荷・販

売システムの確立。 
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主な 

取組 

内容 

都道 

府県 
市町村 駅 名 主な特長 

交
通
結
節
点 

北海道 士幌町
しほろちょう

 ピア２１しほろ 長距離バス、路線バス、地域コミュニティーバスの結節点として機能。 

福井県 小浜市 若狭おばま 
交通結節点機能強化（バスターミナル機能拡張、パーク＆ライド）による

観光促進。 

三重県 大台町
おおだいちょう

 奥
おく

伊勢
い せ

おおだい 
JR、高速バス、路線バスの結節点における行政、文化、、観光、医療サー

ビス拠点の形成。 

宮崎県 延岡市 北川はゆま 
コミュニティバスの乗入れや高速バスストップの設置、パーク＆ライド機能

を備えた乗継拠点。 

防
災 愛知県 豊橋市

と よ は し し

 （仮称）とよはし 南海トラフ地震等に備えた防災活動拠点。 

観
光
総
合

窓
口 

福井県 勝山市 
（仮称）恐竜渓谷 

ジオパーク 

県立恐竜博物館等を活かした観光・交流拠点。コミュニティーバスによる

周遊観光。 

京都府 京丹後市 
丹後王国 

食のみやこ 
丹後地域の観光資源、地域食材等を紹介する観光等総合窓口。 

イ
ン
バ

ウ
ン
ド

観
光 秋田県 能代市 ふたつい 

世界遺産「白神山地」の玄関口として、多言語化に対応したインバウンド

観光案内所（スタッフ・ガイド）を配置。 

地
方
移
住
等
促
進 

北海道 厚沢部町
あ っ さ ぶ ち ょ う

 あっさぶ 
日本版 CCRC との連携により高齢者移住や、新規就農による移住・定住

促進に向けた情報発信や総合案内。 

群馬県 上野村 上野 移住窓口を設置するなど道の駅を中心に移住・雇用対策を展開。 

香川県 三豊市
み と よ し

 
たからだの里 

さいた 

道の駅の観光ポテンシャルを活かした移住促進（移住コンシェルジュによ

る相談窓口設置、移住体験ツアー開催等）。 

熊本県 阿蘇市 阿蘇 
消防署、医療センター等と連携した「小さな拠点」の形成。空き家バンク制

度を活用し、移住定住等を促進。 

交
流
・連
携 

滋賀県 竜王町 
竜王かがみの里・ 

アグリパーク竜王 

土産土法の取組を２駅（集客力のある駅と農業生産力のある駅）連携で

推進。 

広島県 

島根県 

三次
み よ し

市
し

 

雲南市
う ん な ん し

、飯南町
いいなんちょう

国道５４号沿線 

「道の駅」 

自動車道の開通により交通量が減少した国道 54 号沿線の 4 つの道の駅

の相互連携による、地域の暮らしを持続的支える環境構築。 
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（18）地域振興策に係る主な法的課題と留意事項 
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（19）地域振興策で活用可能な補助金及び交付金 

 

 

 

 

 

 

 

  



資料 頁 

活用可能な補助金及び交付金に関する資料 2-（19）-1 

地域振興策に関連する 28年度の主な国の補助事業等 2-（19）-4 
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（20）次期中間処理施設の機能との連携 

 

 

 

 



  



 

 

次期中間処理施設の機能との連携 

連携事項 連携概要【本編(3)参照】 

１．次期中間処理施設で

生み出されるエネ

ルギー（電気・排熱

等）を活用 

 

２－１多機能な複合施設 

（１）余暇関係（屋内） 

№21サンセットスパ＆リゾート等、一式 

 

（２）公募関係（屋内）  

№23全国公募による外食店等、一式 

 

（３）販売関係（屋内）  

№27農産物等の直売所等、一式 

 

（４）環境・芸術・文化関係等（屋内） 

№32スコーラ（学校）機能等、一式 

 

（５）保管関係（屋内）  

№38サイクル駐輪場等、一式 

 

（６）実現可能性の高い夢の創出（屋内） 

  №42屋内カーリング場 

 

（７）余暇関係（屋外）  

№45水遊びの池・№51足湯 

 

（８）農業関係（屋外） 

  №52もぎとり農園等、一式 

 

（10）利用に応じて地域通貨を付与する施設（屋外） 

  №62ＥＶ充電ステーション等、一式 

 

２－２排熱利用事業等 

（１）排熱等の周辺利用 

  №72排熱利用事業者の誘致等、一式 

 

（２）排熱等の外部供給 

  №74トランスヒートコンテナ等、一式 

 

※次期中間処理施設整備基本計画における「発電・熱利用の

方向性及びエネルギーバランス」を 2-(20)-3に添付 
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２．次期中間処理施設が

持つ防災拠点機能

との連携 

 
２－１多機能な複合施設 

（１）余暇関係（屋内） 

№21サンセットスパ＆リゾート → 宿泊・風呂 

 

（３）販売関係（屋内）  

№27農産物等の直売所 → 大規模駐車場・食料 

 

（４）環境・芸術・文化関係等（屋内）  

№33多目的研修室 → 宿泊 

 

（８）農業関係（屋外） 

№54クラインガルテン → 宿泊 

 

※次期中間処理施設整備基本計画における「災害対策、防災

拠点化及び耐震構造」を 2-(20)-6に添付 
 

３．次期中間処理施設が

持つ各種機能の活

用 

 
２－２排熱利用事業等 

（３）次期中間処理施設の機能の活用 

  №79猛禽類の営巣場（煙突の壁面に設置） 

 

№80煙突展望台 

 

№81清掃工場壁面等の活用（屋外クライミング等） 

 

№83調整池の活用（ビオトープ） 
 

４．その他 

 
２－１多機能な複合施設 

リサイクルプラザを構成する機能のうち、リユース・リサ

イクル品の展示販売は、多くの集客が見込める多機能な複合

施設内で取り組んだほうが、啓発効果等が高い場合もあると

考えられる。 

 

残土の有効活用 

次期中間処理施設の造成計画において、基盤切下方式を採

用する場合、大量の残土が発生するが、当該残土については

多機能な複合施設を展開する場所で「見晴らし山」を築造す

るなど、有効活用できる可能性があると考えられる。 

また、埋蔵文化財包蔵地内で地域振興策を展開する場合、

30cm以上離隔する土木工事であれば、本調査を実施する必要

がない。 

ついては、当該残土を一定程度敷き均したうえで土木工事

を施工する計画とすることで、埋蔵文化財調査の期間短縮及

び費用縮減が見込める。 
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２．発電、熱利用の方向性及びエネルギーバランス 

２－１ 熱利用の形態 

焼却炉で発生した熱はボイラで回収した後に、電気、温水に変換し、次期中間処理施設や

余熱利用施設で利用する。図 2-2-1 に熱利用の形態のイメージ図を示す。 

図 2-2-1 熱利用の形態 （イメージ図） 

２－２ 余熱利用施設への熱供給システムの前提条件 

地域振興策の余熱利用施設に供給可能な熱量は、焼却施設から排出される熱エネルギーを

熱利用と発電利用にどう分配するかにより決定する。熱エネルギーの熱利用と発電利用の分

配に対する基本的な条件を以下に示す。 

（1）安定したエネルギー回収のために、年間を通じて熱量の変動が少ない一定した熱量を

供給できるシステムとする。 

（2）熱供給量が最小となる 1 炉運転時においても、場内の施設負荷を賄い、余熱利用施設

へ熱を供給することができるシステムとする。また、2 炉運転時に買電を行わずに運

転できるシステムとする。 

（3）循環型社会形成推進交付金の交付要件（交付率 1/2）を満たすために、エネルギー回

収率 17.5％以上の施設とする。 

（4）年間 85 日の稼働停止を見込み、年間稼働日数は、280 日とする。

２－３ 余熱利用施設への熱供給システム 

（１）抽気復水タービンによる熱供給システム

図 2-2-2 に、抽気復水タービンより蒸気を抽気して場外へ熱供給するシステムを示す。こ

の抽気蒸気を余熱利用の熱源として利用するシステムは、熱供給量を多く得ることができ、

発電量も多く得たい場合に適していることから、本計画では、抽気復水タービンの設置を前

提とする。 

図 2-2-2 の下に、抽気復水タービンから抽気し、熱を供給するフローの各設備とその機能

を示す。 

施設整備基本計画検討委員会　答申書（抜粋） 
【発電・熱利用の方向性及びエネルギーバランス】
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図 2-2-2 抽気復水タービンによる熱供給システム 

⑦抽気復水タービン

抽気復水タービンは、高圧蒸気により蒸気タービンを回転させるものである。タービ

ンから抽気する蒸気を復水器で冷却することにより、蒸気が水となり圧力が下がること

で復水器内は真空に近づきタービンの排気を引き込むため、タービン排気圧は高真空と

なり、タービンの回転駆動力が強まる。このため、抽気した蒸気を熱利用しつつ、効率

よくタービン回転を得ることができる。ただし、高真空に耐える復水効率の高い復水器、

排気復水タンク等が必要となる。 

⑪抽気蒸気

抽気復水タービンから抽気された蒸気で、余熱利用施設に供給する熱を抽気する。 

⑫低圧蒸気だめ

場内及び余熱利用施設へ送る低圧蒸気を一時貯める装置 

⑬余熱利用施設への配管

余熱利用施設へ低圧蒸気または温水を送るための配管 

（２）エネルギー回収率

メーカーアンケートの回答を参考に、1 炉運転時及び 2 炉運転時のエネルギー回収率とそ

の利用（熱利用と発電利用の割合）及び年間稼働日数を図 2-2-3、図 2-2-4 に示す。 

余熱を最大利用する場合、基準ごみでのエネルギー回収率は 28％となる。そのうちの

34.9％が発電（場内利用）、65.1％が場外熱利用となる。場外への供給可能熱量は 14.7GJ/h

となる。 

エネルギー回収率 28％は、高効率エネルギー回収型の要件である 17.5％を大きく上回り、

エネルギー回収率の高い施設に位置付けられる。

さらに、今後の技術動向を反映して、未回収エネルギーの回収についても継続して検討す

る必要がある。 

Ｇ

復水タンク

補給水

脱気器

③高圧蒸気だめ

過熱器

４MPa

400℃

節炭器

ボイラー

押込空気予熱器 スートブロワ

④ ⑤

抽気復水

タービン

⑫低圧蒸気だめ

⑥ ⑦

⑪

⑨

⑬

場内余熱利用 蒸気復水器

タービン排気

復水器

②

⑧

⑩

場内利用 1300 ｋW

2炉運転時一部売電（高質時）

①
⑭⑮

⑯

⑰⑱

⑲

⑳

発電機

地域振興策の熱利用施設

施設整備基本計画検討委員会　答申書（抜粋） 
【発電・熱利用の方向性及びエネルギーバランス】
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図 2-2-3 1 炉運転時のエネルギー回収率（基準ごみ） 

図 2-2-4 2 炉運転時のエネルギー回収率（基準ごみ） 

法定点検等による全炉停止期間（7 日）は熱供給が図れないため、補助ボイラ等の熱源確保

等の検討が必要となる。 

 現施設において、故障が想定される箇所については、事前に点検を行っており、過去の実

績からも故障等による全炉停止はほとんどない状況である。 

 年間稼働日数は、1 炉運転 192 日、2 炉運転 166 日、全炉停止 7 日を想定している。2 炉運

転時の余剰熱エネルギーは「発電利用」を基本とし、地域振興との連携を図る。 

（３）熱利用の形態

熱をオンライン供給するための熱媒体には、低温水、温水、高温水及び蒸気の 4 種類があ

るが、余熱利用施設での利用形態が決まっていないため、今後検討するものとする。  

なお、1 炉運転時における供給可能熱量 14.7GJ/h を活用して発電した電力を供給すること及

び 2 炉運転時に発電した電力を供給することは、発電規模を大きくすることで可能となる。 

 地域振興策の施設規模は未定であるが、2 炉運転時における熱エネルギーを最大限活用す

ることを念頭に置き、具体的な発電規模、発電後の温度の下がった蒸気の再利用（ヒートポ

ンプ等）、カスケード利用については、次期中間処理施設の発注までの検討により決定するも

のとする。 

また、補助ボイラ等のバックアップ設備については、最低でも法定点検時の全炉停止期間

の 7 日程度は熱エネルギーが供給できないことも踏まえ、熱エネルギー供給元（供給側）ま

たは供給先（需要側）で確保するかについても、併せて検討し決定するものとする。 
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５．災害対策、防災拠点化及び耐震構造 

５－１ 基本方針 

災害対策の強化については、「廃棄物処理施設整備計画 平成25年5月31日 閣議決定」にお

いて、「地域の核となる廃棄物処理施設においては、地震や水害によって稼働不能とならな

いよう、施設の耐震化、地盤改良、浸水対策等を推進し、廃棄物処理システムとしての強靱

性を確保する。これにより、地域の防災拠点として、特に焼却施設については、大規模災害

時にも稼働を確保することにより、電力供給や熱供給等の役割も期待できる。」とされてい

る。 

図 2-5-1 ごみ焼却施設とエネルギー供給を受ける周辺施設等の関係 

さらに、「市町村等においては、災害廃棄物を処理する具体的な計画を策定し、災害時の

円滑な廃棄物処理体制の確保に努める。その際必要に応じて、震災等により発生した災害廃

棄物を保管するためのストックヤードの整備を推進する。」とされている。 

なお、「ごみ処理基本計画」における次期中間処理施設整備事業の推進にあたっては、こ

の考えを踏襲し、以下のように示されている。 

【ごみ処理基本計画における基本方針案】 

大規模災害時にも稼働を確保し、その役割を継続できる強固な施設とします。また、災

害廃棄物の処理を考慮した一定程度の余裕をもった能力、ストックヤードの整備などによ

る防災拠点化を目指します。 

本計画における次期中間処理施設整備の基本方針では、上記を踏まえ、「地域の特性や資

源を活かし、地域活性化に寄与するほか、大規模災害時には避難・救護のための防災拠点の

役割と災害廃棄物を迅速に処理する復興拠点としての役割を果たす施設として整備を図る。」

としていることから、本章第5項では、「強靭な施設」、「防災拠点化」の検討をするものと

する。 
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５－２ 災害対策、防災拠点としての循環型社会形成推進交付金交付要件 

災害対策、防災拠点となる廃棄物処理施設の要件は、「平成25年度地域の防災拠点となる

廃棄物処理施設におけるエネルギー供給方策検討委託業務 報告書 平成26年3月 公益財

団法人廃棄物・3R 研究財団」に示されている。 

また、「エネルギー回収型廃棄物処理施設整備マニュアル 平成26年3月 平成27年3月改訂 

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課」では、循環型社会形成推進交付金

交付要件として、「整備する施設に関して災害廃棄物対策指針を踏まえて地域における災害

廃棄物処理計画を策定して災害廃棄物の受け入れに必要な設備を備えること。」とされ、具

体的に、次のとおりとしている。 

災害廃棄物の受け入れに必要な設備として、下記の設備・機能を装備すること。 

1．耐震・耐水・耐浪性 

2．始動用電源、燃料保管設備 

3．薬剤等の備蓄倉庫 

【解 説】 

災害廃棄物対策指針を踏まえ、交付要件として、災害廃棄物の受け入れに必要な設備・

機能を定める。なお、上記全ての設備・機能を一律に整備する必要はなく、地域の実情に

応じ、災害廃棄物処理計画において必要とされた設備・機能を整備すること。 
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５－３ 建設候補地の災害と被害の想定及び災害対策強化要件 

（１）建設候補地の災害と被害の想定

建設候補地の位置を図2-5-2～図2-5-5に示すとおりハザードマップ上で確認し、想定され

る災害と被害のまとめを表2-5-1に示す。 

図 2-5-2 建設候補地・ハザードマップ（震度階級）合図 

震度階級の想定 
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図2-5-3 建設候補地・ハザードマップ（液状化）合図 

図2-5-4 建設候補地・ハザードマップ（浸水(利根川氾濫)）合図 

浸水(利根川氾濫)・土砂災害区域の想定 

液状化区域の想定 
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図2-5-5 建設候補地・ハザードマップ（浸水(内水)）合図 

表2-5-1 想定される災害と被害のまとめ 

建設候補地は、想定される『印西市直下に震源をもつ地震（M7.3）』発生時に震度6強の中

で、最も小さい（6.0以上6.1未満）の区域に位置する。 

液状化及びその他の災害に対しては、被害想定区域外となっており、災害に対し安全な区

域と評価できる。 

自然災害 想定災害 想定被害 

地震 直下型地震 M7.3 6強（6.0以上6.1未満） 

液状化 直下型地震 M7.3 被害想定区域外 

浸水（利根川氾濫） 利根川氾濫 被害想定区域外 

土砂災害 大雨・長雨 被害想定区域外 

浸水（内水） 大雨 被害想定区域外 

浸水（内水）区域の想定 
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（２）災害対策強化要件

地震に対する耐震構造では、都市施設管理関係施設として位置付け、構造計算に際して表

2-5-2より、用途係数1.25の耐震設計を行う計画であり、その他の災害への対策は特に必要な

いものと考えられる。

なお、アクセス道路についても、本章第7項に示すとおり災害への対応が必要である。 

表 2-5-2 公共建築物構造設計の用途係数基準（国土交通省） 

用途係数 

区分 
施設の用途係数適用の理由 当該施設 

1.5 

大震災時には、消火・援助・復旧及び

情報伝達等の防災に係る業務の中心的

拠点として機能する施設であるため。 

放射性物質はまたは病原菌類を貯蔵

または使用する施設及びこれらに関す

る試験研究施設で災害時に施設及び周

辺の安全性を確保するため。 

市庁舎関係施設、区庁舎関係施

設、消防施設、土木関係施設、病院

関係施設、災害対策関係その他の施

設、小中学校の体育館、試験研究施

設、その他これらに類するものとす

る。 

1.25 

大震災時には、救護・復旧及び防災業

務を担当するもの。 

市民共有の貴重な財産となるものを

収蔵している施設であるため。 

都市施設管理関係施設、衛生関係

施設、学校関係施設（小中学校の体

育館を除く）、社会福祉関係施設、

文化的施設、市民生活関係施設、そ

の他施設、その他これらに類するも

のとする。 

1.0 

用途係数区分が、1.5 及び 1.25 区分

に該当している施設以外の施設である

ため。 

公営住宅関係施設、印西市の住宅

系施設、事務所系施設、付属的施設、

その他これらに類するものとする。 

説明：用途係数とは、建物の設計時に地震力を割増す係数である。建物の用途によって大地震時に要
求される性能は異なる。一般の建物は、大地震時に損傷を受けるものの倒壊はせずに人命を守
ることを設計目標としている。一方、防災拠点やデータセンターは、大地震後も機能を保持する
ことが求められる。このような建物では構造体だけでなく設備機器も併せて軽微な損傷に留め
る必要がある。このためには、一般の建物より設計時の地震力を割増す必要があり、この用途に
応じて割増す係数を「用途係数」または「重要度係数」と呼ぶ。 

以上より、建設候補地における災害対策の強化に求められる要件を以下に示す。 

・安定したエネルギー供給(電力、熱)

・災害時にエネルギー供給を行うことによる防災活動の支援

・避難所機能としての活用が期待できる
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５－４ 防災拠点化の検討 

（１）安定したエネルギー供給(電力、熱)

電力の供給の実態は、図2-5-6に示すとおりとなっており、自家発自家消費扱いが一般的

となっている。また、電力供給方法を表2-5-3に示す。 

出典）平成 25 年度地域の防災拠点となる廃棄物処理施設におけるエネルギー供給方策検討委託業務
報告書 平成 26 年 3 月 公益財団法人廃棄物・3R 研究財団 

図 2-5-6 周辺施設への電力供給方法 

表2-5-3 電力供給方法 

供給方法 概要 

自家発自家消費扱い 

特定の周辺施設への電力の供給をごみ焼却施

設と、同一構内の需要に対する供給または隣接

する構内の需要であり、そこで営む事業の相互

の関連性が高いものに供給する場合。 

特定供給（電気事業法第17条の許可） 

電気事業法第17条に基づく経済産業大臣の許

可を受け「特定供給」として供給を行っている

もの。 

出典）平成 25 年度地域の防災拠点となる廃棄物処理施設におけるエネルギー供給方策検討委託業務
報告書 平成 26 年 3 月 公益財団法人廃棄物・3R 研究財団 

また、今後、防災拠点になり得ると見なせる施設の事例を、表2-5-4に示す。 
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表2-5-4 防災拠点になり得ると見なせる施設の事例 

施設名 

電力供給 熱供給 

供給先 
供給 

方法 
供給先 

供給 

方法 

新武蔵野 

クリーン

センター

敷地内：環境啓発施設 
ごみ焼却施設の 

自家発自家消費

扱い 

敷地内：未定 － 

敷地外：市本庁舎 

：体育館 

：集会施設 

敷地外：市本庁舎 

：体育館 

蒸気 

蒸気 

クリーン

プラザ 

ふじみ 

敷地内：リサイクルセンター ごみ焼却施設の 

自家発自家消費

扱い 

－ － 

敷地外：防災公園 

  ：多機能防災施設 

敷地外：防災公園 

  ：多機能防災施設 
温水 

横浜市 

都筑工場 

敷地内：収集事務所 

ごみ焼却施設の 

自家発自家消費

扱い 

敷地内：収集事務所 蒸気 

敷地外：プール 

：老人福祉施設 

：障害者施設 

：地区センター 

：療養センター 

敷地外：プール 

：老人福祉施設 

：障害者施設 

：地区センター 

：療養センター 

蒸気 

蒸気 

蒸気 

蒸気 

蒸気 

注：廃棄物処理施設の防災拠点としての役割が重視されるようになったのは、平成23年3月に発生し
た東日本大震災以降であり、現時点では防災拠点の役割が明確ではないため、周辺施設へのエネ
ルギー供給の状況等から、今後、防災拠点となり得ると見なせる施設として対象事例を示すもの
である。

本計画は「防災拠点化」の整備を目指すものであり、次期中間処理施設と同一構内または

隣接する構内への電気・熱の供給を行うことが求められる。 

（２）災害時にエネルギー供給を行うことによる防災活動の支援

次期中間処理施設からのエネルギー供給は、次期中間処理施設と同一構内または隣接する

構内への供給が現実的と考えられる。 

また、本計画では、次期中間処理施設と現在地域振興策検討委員会で検討している施設

（周辺住民との協議により決定）と連携することで災害時における施設の機能の活用が図ら

れる。 

（３）避難所機能としての活用

吉田区の位置する印西市宗像地区の避難場所については、「印西市地区別防災カルテ 平

成25年3月 印西市」に以下のように記載されている。 

指定避難場所としては、岩戸地域の宗像小学校のみが指定されており、避難が集中する

と予想され、圧倒的に収容量が不足する。谷筋を挟んで東西に分散する他集落からの避難

は、特に東部で避難距離が非常に長くなり、困難を伴う。また、災害時要援護者を収容す

る特別避難場所が指定されていない。 
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宗像地区の防災施設図を図2-5-7に示す。 

図2-5-7 宗像地区防災施設図 

こうした避難場所の不足を解消する観点から、次期中間処理施設と一体として整備される

地域振興エリアには避難所機能等としての活用が期待される。 

５－５ 始動用電源の整備（非常用発電機） 

従来の焼却施設では、緊急時に安全に自動停止するために必要な電力を供給する非常用発

電機は整備されているが、立上げに必要な電力を供給できるものではなかった。そのため災

害時等に電力会社からの電力供給がストップした場合、焼却施設を立上げることができない

状況であった。 

そのため災害時には、災害廃棄物の受入れに必要な設備と外部電力の供給なしに焼却がで

きる施設の整備が求められている。 

表 2-5-5 に災害時に電力会社からの電力供給がストップした場合でも、焼却施設を立上げ

られるガスタービン等の非常用発電機の運用例を示す。ガス中圧導管は、耐震性が高く災害

時においても破損することはなく、災害廃棄物を受入・処理することができる。 

５－６ まとめ 

次期中間処理施設は防災拠点機能を有する強靭な施設とし、下記の要件で整備する。 

・耐震設計においては、重要度係数 1.25 を適用する。

・災害時の始動用電源を確保する。

・熱エネルギー供給先となる地域振興施設においては、今後、避難所機能等の検討を行い、

次期中間処理施設と一体となった防災拠点化を図る。

・建替え用地等を災害廃棄物等のストックヤードとして活用することを検討する。
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（２１）排熱利用事業者へのアンケート結果 

 

 

 地域振興策を調査審議した「地域振興策検討委員会」による排熱

利用事業者へのアンケート結果を参考までに添付する。 
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排熱利用事業者へのアンケート結果 

地域振興策における排熱利用事業として、植物工場を想定し、完全人工光型の

植物工場事業を安定経営していると思われる 10 社を選定し、アンケート調査を

実施した。 

調査の結果、３社から回答が得られたため、その内容を以下に整理した。 

 アンケート回答

1. 栽培植物の種類とその種類を選定された理由

2. 植物工場の立地選定理由

3. 工場立地の際の制約事項（規制、法令等）

A 社：エゴマ 

理由：エゴマの持つ機能性は学術的にも証明されており、健康増進食品とし

て地域にふさわしい特産品であり、地域を潤す商材となることを想定

し、選定。 

B 社：グリーンリーフ、サラダ菜、コーラルリーフ等 

理由：栽培することのバードルが比較的低いと思われるものを選定。 

C 社：イチゴ 

理由：販売価格が高く、通年の需要があるため選定。 

A 社：高齢化や過疎化が進む地域に完全人工光型植物工場を整備し、薬用植

物「エゴマ」の生産・加工・販売までを一体的に行う６次産業化を推

進し、地域の活性化や地域振興を図るため。 

B 社：遊休資産の有効利用 

C 社：空洞化した工場の有効活用。近隣に大きな市場となる首都圏があるた

め。 

全社：特になし 
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4. 立地決定から開業までの期間

5. 植物工場運営等に係る課題・問題点

6. 行政等に望むこと。

7. 焼却施設からの廉価による排熱供給は、事業進出する上でメリットとなりま

すか。

8. 事業展開を検討する場合の必要用地面積、必要熱供給条件及び量などの条件

A 社：１～２年 

B 社：６ヶ月程度 

C 社：９ヶ月 

A 社：栽培技術の確立、一般消費者の認知度の向上と各種流通に適した商品

企画、加工技術の開発が必要 

B 社：栽培の安定化、製造コストの低減、売り先確保と販売価格、配送ルー

トの確立

C 社：生産コストの低減（省エネ・省力化）

A 社：認知度向上に向けた PR 活動 

B 社：１次産業である農業に近い対応（補助金、税金など） 

C 社：補助金や助成。農地を使わない植物工場も農業として認知されて頂

きたい（農地法・業種分類・建築基準法・消防法・都市計画法の解

釈が曖昧）。農薬取締法も植物工場に対応していない 

A 社：メリットになるとは思うが、熱の供給に関する効果は冬季だけで、限

定的と考えている。 

B 社：栽培種によるため推測ではあるが、メリットになる可能性は大きい。 

C 社：排熱供給はあまりメリットがないが、発電であれば大きなメリット

となる。

A 社：無回答 

B 社：今後の農業形態を想定すると従来と比較して大規模化していくこと

が考えられるため余裕を持った広さが必要ではないか。 

C 社：最低 6,000 ㎡ 
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2-（22）-3 

9. 事業として成立するための重要ファクター

 まとめ

回答が得られた３事業者は、全て完全人工光型植物工場を経営している。

栽培植物の選定では、付加価値の高いもの、栽培が容易なものが選ばれている。

閉鎖系の植物工場のメリットとしては、無農薬栽培が可能、洗わないで食べられ

るといったことや、温度や光をコントロールするため天候や季節にかかわらず

安定的に栽培できることが挙げられるが、その分、栽培技術が確立され、一定の

販売価格が確保されるものを生産する必要があるといえる。 

 立地に関しては、回答事業者からの要望により、事業者が特定される情報（立

地場所等）は避けた集計となっているが、２社は地元での事業化であり、残る１

社および今回協力が得られなかった事業者は、電機メーカーやプラント事業を

展開する一つのビジネスとして農業分野に参入しているケース等であった。今

回のアンケート回答に限らず、地域の振興を目的としたものよりも、遊休施設の

活用や、消費地近郊での展開が多いようである。開業に要する時間の違いは、地

元に新たに植物工場を開業するのか、既存施設を活用するのかが影響している

と考えられ、後者の方が短期間での開業が可能となっている。 

 なお、回答のあった全ての事業者で特段の制約事項はなかったとの回答であ

った。 

清掃工場からの排熱供給に関しては、２事業者がメリットがあるとしており、

事業の課題にも省エネ等による生産コストの低減が挙げられている一方で、事

業を成立させるための重要ファクターには挙げられなかった。重要ファクター

としては「栽培技術」と「納入先の確保」が共通して挙げられており、立地場所

選定においては、まずは排熱供給以外の条件が優先される可能性が高い。販売先

（市場）と輸送効率等を勘案して栽培種を選定し、その栽培種によって必要とさ

れる熱・電気の需要が変わると考えられる。 

 以上のことから、実際の事業展開に関しては具体的な情報がないと判断は難

しいようであるが、熱利用事業者として植物工場の誘致を検討していく際には、

安価な熱供給のメリットをアピールするだけではなく、生産物に対する周辺需

要の整理、交通利便性の確保や自治体等の協力体制を整え、事業者に情報発信し

ていくことが必要と考えられる。また、事業展開決定から開業までにも一定の期

間が必要であることを考慮し、事業者が事業展開の検討を進める上で必要な情

A 社：無回答 

B 社：安定した納入先の確保、栽培技術の確立 

C 社：栽培技術の習得、価格・量共に安定的な納入先の確保と連携 
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報（熱供給条件、用地面積等）を開示する時期についても検討する必要がある。 

一般社団法人イノプレックスが 2009 年に全国 50 カ所の植物工場を対象にし

た調査では、６割が赤字、３割が収支均衡と報告されている。その後、黒字化す

る企業も現れているが、それ以上に新設の植物工場が増加しており、必ずしも全

ての事業が成功しているとはいえない。成功のポイントとして、①事業目的の明

確化、②導入設備の検証、③イニシャルコストの削減、④ランニングコストの削

減、⑤栽培する作物の選択、⑥事業モデルの工夫・販路の確保、が挙げられてい

る1)。 

 植物工場事業を誘致する際にはこれらのことの念頭におき、慎重な事業計画

の検討が必要である。その上で、立地を希望する事業者の中から地域の理念に一

致し、地域発展に貢献する事業者を選定していくことが求められる。 

1) 植物工場・農業ビジネスオンライン http://innoplex.org/plantfactory
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2-（22）-5 

植物工場事業に関するアンケート調査のお願い 

 千葉県の印西市、白井市及び栄町で構成する印西地区環境整備事業組合（以下「組合」

という。）では、昭和 61 年に稼動開始した現中間処理施設（ごみ焼却施設）の老朽化に伴

い次期中間処理施設（以下、「次期施設」という。）の整備事業に関わる計画策定業務を進

めております。 

これまで組合では、平成 26 年 11 月に印西市内の吉田地区を次期施設の建設候補地とし

て選定しています。今年度は、学識経験者と公募による周辺住民から構成される施設整備

と地域振興の２つの検討委員会が設置され、それぞれの観点から検討が進められています。

計画では次期施設の稼動開始は平成 40 年の予定となっています。 

次期施設の整備に伴い、施設を受け入れてもらう地元への還元（地域振興）策のひとつ

として、熱利用事業者の誘致が挙げられています。次期施設では焼却に伴い発生する熱を

利用し、発電、温冷水の供給が可能です。 

 今回、誘致する熱利用事業例のひとつとして挙がっている、植物工場事業の実施者に対

して、必要用地の提供、電気、温冷水の低価格供給が行われる場合の事業展開の可能性に

ついて、アンケート調査を実施することにいたしました。アンケートの内容は別紙のとお

りです。 

なお、熱利用事業者の誘致以外の地域振興策として、次期施設周辺に道の駅等の商業機

能を持たせた複合施設やバーベキュー場等を含む公園の整備が検討されています。 

 ご面倒をおかけしますが、可能な限りご協力をいただきますようよろしくお願い致しま

す。 
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植物工場（完全人工光型の事業者を対象）アンケート調査項目 

Ｑ１．現在、運営されている植物工場（以下、「本工場」という。）に係る以下の事項についてご

教示ください。 

１）栽培植物の種類とその種類を選定された理由

２）現在の場所に立地された理由

３）本工場の立地の際の制約になった事項（規制、法令等）

４）立地を決めてから開業までの期間

Ｑ２.植物工場を運営するにおいて以下に示す課題等についてご教示願います。 

１）運営等に係る課題・問題点

２）行政等に望むこと
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Ｑ３.印西地区環境整備事業組合から用地の提供、電気、温冷水の供給が廉価で行われる場合、事

業展開についてお考えをお聞かせください。（詳細は同封しております、植物工場事業に関するア

ンケート調査のお願い参照）

１）焼却施設からの廉価による排熱供給は、事業進出する上でのメリットとなりますか。

２）事業展開を検討する場合の必要用地面積、必要熱供給条件及び量などの条件

３）事業として成立するための重要ファクター（納入先との連携等）

回答者氏名 

所 属 

連 絡 先 
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（22）収益事業の検討 

 

 

 

 

 



  



 

収益事業の検討 

 

収益事業の検討は、具体的な地域振興策が次年度に検討されることとされ、現段階で

未定であることから、検討事例（ケーススタディ）として植物工場を対象に行った。 

 

１ 余熱利用計画の策定 

１．１ 余熱利用熱量の確定 

余熱利用が可能な熱量は、次期中間処理施設整備基本計画の「２－３ 余熱利用施

設への熱供給システム」の「（２）エネルギー回収率」及び「（３）熱利用の形態」の

なかで、1炉運転時の「場外への供給可能熱量は 14.7GJ/hとなる。」としている。こ

のため、14.7GJ/hの範囲内の検討とする。 

 

１．２ 余熱利用優先順位と収益事業案 

余熱を利用するにあたり、優先すべき利用先は、地域還元事業より収益事業を優先

することとし、検討対象収益事業案を植物工場とする。 

 

 

２ 事業概要の整理 

２．１ 事業基本条件 

 植物工場の基本条件は、以下のとおりとする。 

 

ア） 生産品目：葉物類（複数以上） 

イ） 生産規模：2,222株/日 

ウ） 出荷規模：2,000株/日（歩留まり 90％） 

エ） 敷地面積：2,000㎡ 

 

２．２ 施設整備及び運転維持管理計画概要 

 植物工場の基本条件は、以下のとおりとする。 

 

ア） 施設種類：完全人工光型植物工場 

イ） 建築面積：820㎡ 

ウ） 構造  ：鉄骨造１階建て 

エ） 生育期間：31日/作（播種～収穫まで） 

オ） 年間収穫回数：12回 

カ） 必要電力量：19kwh/h 

キ） 空調設備（必要熱量）： 552 MJ/h 
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２．３ 植物工場の整備運営に係る法規制と対応 

 植物工場を整備運営すること自体に特化した直接的な法規制はないが、野菜の栽培

としての農業に工場としての機能が備わることから、農地法をはじめとする農地利用

の法規や、工場立地法をはじめとする工場関連法規が関係してくる。ただし、その兼

ね合いなどは、それぞれ自治体の建築主事や所管の判断によるところがある。 

 そのような状況において、農地と農地以外とで野菜工場を整備運営に係る法規制が

異なる。 

（１）植物工場を農地内で整備運営する場合の法規制に対する対応 

完全人工光型植物工場は、工場としての建築物であるため、農地で整備運営する

ためには、農地転用を行う必要がある（建築主事の判断に依存する）。その一方

で、ビニールハウスや、ガラス温室ハウス等の農業施設としての建設が可能であ

る。ただし、駐車場、集荷場所、事務所などコンクリートを打設し活用する場合

は、農地転用が必要となる。 

 

（２）植物工場を農地以外で整備運営する場合の法規制に対する対応 

植物工場を農地以外で整備運営する場合は、通常の工場及び建築物として、以下

の法規制が適用される。 

①建築基準法：建ぺい率、構築物の耐震性、建築物自体の安全性、居住環境の向

上のため構造的・防火的・衛生的安全性等に対する規定 

②消防法：防火貯水槽又は消火栓の設備が必要 

③工場立地法：緑地の確保 20％の緑地と 5％の環境関連施設等が必要 

 

 

３ 事業スキームの複数案の検討 

３．１ 事業展開における運営事業者の意向 

完全人工光型植物工場を安定的に経営していると思われる10 社を選定し、事業展

開についてアンケート調査を行った。その結果は、「排熱利用事業者へのアンケー

ト結果」にまとめてあるとおりであるが、その中で事業成立のための要件及び課題

についての回答を以下に抜粋した。あわせて、文献調査からの情報も加えた。 

・事業目的の明確化 

・イニシャルコストの削減 

・ランニングコストの削減（⇒排熱利用による効果が期待できる） 

・栽培する作物の選択 （⇒付加価値が高く栽培技術が確立さ

れ、納入先の確保が見込める栽培植物の

選定） 

・導入設備の検証 

・事業モデルの工夫・販路の確保 
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３．２ 事業類型、事業期間、事業スキーム、事業範囲、リスク分担の検討 

（１）事業類型 

ＰＦＩ方式の事業類型にはサービス購入型、独立採算型、ＪＶ型（サービス購入型

と独立採算型の組み合せ）があるが、事業内容が通常主に民間事業として行われる野

菜栽培であることから、独立採算型がとする。 

 

（２）事業期間 

１）検討の留意点 

事業期間検討の留意点は、以下のとおりである。 

① 施設の物理的耐用年数 

施設の物理的な耐用年数内の事業期間とすることが望ましい。 

以下に、植物工場に係る建築物及び機械設備等の耐用年数を示す。 

 

表 3-1 植物工場に係る建築物及び機械設備等の耐用年数 

構造・用途または設備種類 細   目 耐用年数 

木造・合成樹脂造のもの 工場用・倉庫用のもの（一般用） 15 

木骨モルタル造のもの 工場用・倉庫用のもの（一般用） 14 

鉄骨鉄筋コンクリート造・鉄筋コ

ンクリート造のもの 

工場用・倉庫用のもの（一般用） 38 

金属造の建築物 

（鉄骨造） 

工場用・倉庫用のもの（一般用） 

  ４㎜を超えるもの 

  ３㎜を超え、４㎜以下のもの   

 

31 

24 

電気設備（照明設備を含む。） 蓄電池電源設備 

その他のもの 

6 

15 

給排水・衛生設備、ガス設備  15 

農業用設備  7 

食料品製造業用  10  

出典）国税庁の Web情報をもとに作成 

② 技術革新 

事業期間が長くなる程、現在の技術が陳腐化するリスクも増すこととなる。 

植物工場の場合、技術の陳腐化の可能性はあると考えられるが、需要予測、採

用技術、さらには大規模修繕などのリスクを運営事業者に委ねることにより、技

術の陳腐化へのリスク対応が図られると考えられる。 

③ 借入金返済期間 

融資による資金調達を行う場合に、返済期間以上の事業期間が必要となる。公

共が起債により調達する場合は、返済猶予期間及び返済期間の合計が約 20 年と
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なる。一方、運営事業者が融資により調達する場合も最長で同等である。事業期

間は、これらの返済期間を考慮する必要がある。 

 

２）事業期間 

 １）の留意点を勘案し、植物工場の事業期間は 20 年間とする。建築物の構造につ

いては、本ケーススタディでは鉄骨造を採用するが、構造選定を運営事業者に委ねる

ことで、最短の耐用年数以上の設定をする必要がある。また、比較的耐用年数の短い

設備については、大規模修繕や設備入れ替えを考慮した事業提案が可能な応募の建て

つけにすることで、とくに制約にならないと考えられる。 

 

（３）事業スキーム 

地域振興策の概略事業スキームにおいて、排熱利用事業等に「適す」または「可能

性がある」と判定された事業スキームは、「B1 地域と公共の第三セクターが運営」、

「B2 地域が運営」及び「C 民設民営」である。その中で、「C 民設民営」のみ「適す」

であった。 

以上を踏まえ、以下に「B1地域と公共の第三セクターが運営」と「B2 地域が運営」

を包含した「B公設民営」と、「C 民設民営」を事業スキームの複数案とする。 
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表 3-2 事業スキームの複数案の概要 

項目 

B.公設民営 

「B1 地域と公共の第三セクターが運

営」と「B2 地域が運営」 

C 民設民営 

概要 

公共が設置した公の施設を、指定管理

者制度に基づき選定された運営事業者

（第三セクターや地域が設立した法人）

が運営する。施設の設置目的や実情等を

踏まえて指定管理期間が定められる。自

治体財政が逼迫する中、コスト削減方策

として導入が進んでいるが、経営改善努

力や指定管理料・経費負担のあり方など

が重要である。 

民間企業（または、地域が設立した法人と

民間企業の共同出資による株式会社）が

施設を設置及び運営する。 

なお、民間企業が投資した施設整備費

用を自ら回収することから、契約期間は

公設民営（指定管理）よりも長期間とな

る。また、PFI 事業の場合、事業内容が限

定された SPC を設立することが多い。 

事業 

スキーム

図 

B1 地域と公共の第三セクターが運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B2 地域が運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）地域振興策の概略事業スキーム（地域の立場で判定）をもとに作成 
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（４）事業範囲の検討 

１）事業範囲 

 事業範囲は、以下のとおりとする。 

○施設設計建設（関連する各種申請、資金調達） 

○施設の運営 

・経営（資金調達等） 

・野菜栽培（関連する物品調達含む） 

・野菜出荷 

・野菜販売または販路の確保 

・残渣・排水等処理（委託可） 

  ○施設の維持管理 

・プラント設備維持管理（設備運転、監視、点検、保守、修繕、更新等） 

・建築物維持管理（点検、保守、修繕、更新等） 

・建築設備維持管理（設備運転、監視、点検、保守、修繕、更新等） 

・備品等維持管理（点検、保守、修繕、更新等） 

・清掃（本施設内及び本施設の敷地内） 

・外構施設維持管理（植栽管理、駐車場保守含む） 

・放流施設の維持管理 

・警備 ほか 

 

２）役割分担 

① 運営事業者の役割 

運営事業者の役割は、植物工場の事業内容が野菜栽培（販路確保含む）である

ことから、１）のすべてとする。 

② 公共の役割 

運営事業者に対し、公共の役割は、以下のとおりとする。 

○公共が一部役割とリスクを負担する当該事業を行うことの保証（事業契約） 

○用地の提供（廉価借地料による提供等、必要に応じて農地の転用） 

○必要なインフラ整備（水道、下水道、ガス、電気、アクセス道路） 

○排熱（及び電気）供給 

○施設設計建設 

・関連する各種申請の支援 

○施設の運営 

・野菜販売または販路の確保の支援 

・残渣等処理（委託可）の支援 

  ○その他 
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（５）リスク分担 

 公共と運営事業者のリスク分担案は、以下のとおりである。 

表 3-3 リスク分担表（案） 

(○:主負担、△:従負担) 

  

リスクの種類 リスクの内容 
リスク負担者 

公共 事業者 

共 
通 

入札書類リスク 
入札説明書、要求水準書等の誤記、提示漏れにより、
公共の要望事項が達成されない等 

○  

契約締結リスク 
議会を含む市の事由により契約が結べない等 △ △ 

事業者の事由により契約が結べない等 △ △ 

用地確保リスク 事業用地の確保に関するもの ○  

近隣対応リスク 
本件施設の設置そのものに対する住民反対運動等 ○  

上記以外のもの  ○ 

第三者賠償リスク 調査、建設、運営において第三者に及ぼす損害  ○ 

法令等の変更リスク  ○ 

税制度変更リスク  ○ 

許認可遅延リスク 事業者が実施する許認可取得の遅延に関するもの  ○ 

応募リスク 応募費用に関するもの  ○ 

物価変動リスク  ○ 

事故の発生リスク 設計、建設、運営において発生する事故  ○ 

事業の中止・遅延
に関するリスク（債
務不履行リスク） 

公共が提供する土地及びインフラ整備によるもの ○  

上記以外のもの  ○ 

不可抗力リスク 
天災、暴動等の不可抗力による費用の増大、計画遅
延、中止等 

 ○ 

設 
計 
段 
階 

測量・地質調査リ

スク 

市が実施した測量、地質調査部分に関するもの ○  

事業者が実施した測量、地質調査部分に関するもの 
 ○ 

建設着工遅延 
公共が提供する土地及びインフラ整備によるもの ○  

上記以外の要因によるもの  ○ 

建 
設 
段 
階 

工事費増大リスク 
公共が提供する土地及びインフラ整備によるもの ○  

上記以外の要因による工事費の増大  ○ 

工事遅延リスク 
公共が提供する土地及びインフラ整備によるもの ○  

上記以外の要因による工事遅延、未完工による施設の
供用開始の遅延 

 ○ 

一般的損害リスク 工事目的物、材料に関して生じた損害  ○ 

性能リスク 要求水準書の不適合（施工不良を含む）  ○ 

運
営 
段 
階 

野菜販売及び販
路確保 

公共はサポートするがリスクは負わない。  ○ 

設備性能リスク  ○ 
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４ 事業スキームの評価・選定 

 前項の検討結果を含め、以下の理由から事業スキームは、“民設民営型”とする。 

 

・事業類型として独立採算型が望ましい。 

・公共と運営事業者の役割分担及びリスク分担の内容が、概ね民間事業に類似するも

のである。 

・植物工場の事業の主目的が収益を求める事業であること。収益を上げるためには、

専門の民間のノウハウが重要で、不可欠である。 

・事業採算がとれる可能性がある。 

 

 なお、事業契約期間 20 年を終えた後の次期契約については、第１次の事業における

地域住民の方々の係りによっては、ノウハウが蓄積され、地域が創設する組合または企

業体が運営主体になる可能性も広がると考えられる。 

 

 

５．概略運営計画 

５．１ 運営体制（事業スキーム） 

 運営体制は、民設民営のスキームをベースに、以下のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5-1 運営体制 

 

 

公共の役割を明記 

植物工場運営 

コンソーシアム 

（建設・設備・運営・販売等の

各企業による構成が可） 

融資団 
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５．２ 運営期間及び事業化スケジュール 

 運営期間及び事業化スケジュールは、以下のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2 運営期間及び事業化スケジュール 

 

事業実施準備　工程

公募準備期間含む年次 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

公募開始後年次 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

事業　工程

公募準備期間含む年次 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

公募開始後年次 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

　　　　　▼受託者決定

植物工場

施設整備

事業運営

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

大規模修繕大規模修繕

植物工場

植物工場

事業計画策定（公共の役割
に係る計画策定及び公募
仕様の検討）

事業者選定

測量/ボーリング調査

実施設計
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（２３）周辺住民意見交換会の結果報告 

 

 

 地域振興策を調査審議した「地域振興策検討委員会」による種変

住民意見交換会の結果報告を参考までに添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料 頁 

第１回周辺住民意見交換会（松崎区） 2-（23）-1 

第１回周辺住民意見交換会（吉田区） 2-（23）-2 

第２回周辺住民意見交換会（松崎区） 2-（23）-3 

第２回周辺住民意見交換会（吉田区） 2-（23）-4 



 

建設候補地周辺住民意見交換会（松崎区 第１回） 
 

開催年月日 平成２７年９月５日（土） 

開催時間 １４：００～１６：００ 

開催場所 松崎中央会館 

出席者 

松崎区民 
 全９名 
 
施設整備基本計画検討委員会 
 委員長                     大迫 政浩 
 副委員長                    河邊 安男 

 
印西地区環境整備事業組合 
事務局長                    杉山 甚一 

印西クリーンセンター         工場長  大須賀 利明 

印西クリーンセンター 業務班     主 幹  鳥羽 洋志 

印西クリーンセンター 技術班     主 幹  土佐 光雄 

印西クリーンセンター 次期施設推進班 主 査  浅倉  郁 

印西クリーンセンター 次期施設推進班 主査補  大野 喜弘 

印西クリーンセンター 次期施設推進班 主査補  川砂 智行 
印西クリーンセンター 次期施設推進班 主査補  中野 竜一 

 
印西市 

環境経済部クリーン推進課       課 長  山口  隆 
次期中間処理施設対策室        室 長  豊田 光広 
 

コンサルタント 
 株式会社エックス都市研究所    統括責任者  井手 明彦 

                  主任担当者  中石 一弘 
                  主任担当者  関根 浩次  

主な 
意見交換事項 

施設整備基本計画検討委員会 
 次期中間処理施設整備事業スケジュール 
 次期中間処理施設整備の基本方針 
 
地域振興策検討委員会 

 地域振興策総合パッケージの概要 
 地域振興策のアイデア 

会議録 
 本意見交換会を開催する前提として、「寄せられた意見等は、以後の調
査審議における参考資料として、検討委員会及び事務局だけで用いる」と
していることから、本意見交換会の会議録は一般に公開しない。 
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建設候補地周辺住民意見交換会（吉田区 第１回） 
 

開催年月日 平成２７年９月５日（土） 

開催時間 １９：００～２０：３０ 

開催場所 吉田地区構造改善センター 

出席者 

吉田区民 
 全１７名 
 
施設整備基本計画検討委員会 
 委員長                     大迫 政浩 
 副委員長                    河邊 安男 
 

地域振興策検討委員会 
 副委員長                    加藤 文男 
 
印西地区環境整備事業組合 
事務局長                    杉山 甚一 

印西クリーンセンター         工場長  大須賀 利明 

印西クリーンセンター 次期施設推進班 主 査  浅倉  郁 

印西クリーンセンター 次期施設推進班 主査補  大野 喜弘 

印西クリーンセンター 次期施設推進班 主査補  川砂 智行 
印西クリーンセンター 次期施設推進班 主査補  中野 竜一 

 
印西市 

環境経済部クリーン推進課       課 長  山口  隆 
次期中間処理施設対策室        室 長  豊田 光広 
 

コンサルタント 

 株式会社エックス都市研究所    統括責任者  井手 明彦 

                  主任担当者  中石 一弘 
                  主任担当者  関根 浩次  

主な 
意見交換事項 

施設整備基本計画検討委員会 
 次期中間処理施設整備事業スケジュール 
 次期中間処理施設整備の基本方針 
 
地域振興策検討委員会 

 地域振興策総合パッケージの概要 
 地域振興策のアイデア 

会議録 
 本意見交換会を開催する前提として、「寄せられた意見等は、以後の調
査審議における参考資料として、検討委員会及び事務局だけで用いる」と
していることから、本意見交換会の会議録は一般に公開しない。 
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建設候補地周辺住民意見交換会（松崎区 第２回） 
 

開催年月日 平成２８年２月６日（土） 

開催時間 １４：００～１６：４５ 

開催場所 松崎中央会館 

出席者 

松崎区民 
 全６名 
 
施設整備基本計画検討委員会 
 委員長                     大迫 政浩 
 副委員長                    河邊 安男 

 
地域振興策検討委員会 
 委員長                     福川 裕一 
 
印西地区環境整備事業組合 
事務局長                    杉山 甚一 

印西クリーンセンター         工場長  大須賀 利明 

印西クリーンセンター 次期施設推進班 主 査  浅倉  郁 

印西クリーンセンター 次期施設推進班 主査補  大野 喜弘 

印西クリーンセンター 次期施設推進班 主査補  川砂 智行 
印西クリーンセンター 次期施設推進班 主査補  中野 竜一 

 

印西市 
環境経済部クリーン推進課       課 長  山口  隆 
次期中間処理施設対策室        室 長  豊田 光広 
 

コンサルタント 
 株式会社エックス都市研究所    主任担当者  中石 一弘 

                  主任担当者  関根 浩次 

主な 
意見交換事項 

施設整備基本計画検討委員会 
 次期中間処理施設整備計画（案） 
 
地域振興策検討委員会 
 地域振興策（案） 

 
＊「周辺住民意見交換会」に関する意見書：意見希望者に別途配布 

会議録 
 本意見交換会を開催する前提として、「寄せられた意見等は、以後の調
査審議における参考資料として、検討委員会及び事務局だけで用いる」と
していることから、本意見交換会の会議録は一般に公開しない。 
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建設候補地周辺住民意見交換会（吉田区 第２回） 
 

開催年月日 平成２８年２月６日（土） 

開催時間 １９：００～２０：５０ 

開催場所 吉田地区構造改善センター 

出席者 

吉田区民 
 全１６名 
 
施設整備基本計画検討委員会 
 委員長                     大迫 政浩 
 副委員長                    河邊 安男 

 
地域振興策検討委員会 
 委員長                     福川 裕一 
 
印西地区環境整備事業組合 
事務局長                    杉山 甚一 

印西クリーンセンター         工場長  大須賀 利明 

印西クリーンセンター 次期施設推進班 主 査  浅倉  郁 

印西クリーンセンター 次期施設推進班 主査補  大野 喜弘 

印西クリーンセンター 次期施設推進班 主査補  川砂 智行 
印西クリーンセンター 次期施設推進班 主査補  中野 竜一 

 
印西市 

環境経済部クリーン推進課       課 長  山口  隆 
次期中間処理施設対策室        室 長  豊田 光広 
 

コンサルタント 
 株式会社エックス都市研究所    主任担当者  中石 一弘 
                  主任担当者  関根 浩次  

主な 
意見交換事項 

施設整備基本計画検討委員会 
 次期中間処理施設整備基本計画（案） 
 
地域振興策検討委員会 
 地域振興策（案） 

 
＊「周辺住民意見交換会」に関する意見書：意見希望者に別途配布 

会議録 
 本意見交換会を開催する前提として、「寄せられた意見等は、以後の調
査審議における参考資料として、検討委員会及び事務局だけで用いる」と
していることから、本意見交換会の会議録は一般に公開しない。 
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（２４）パブリックコメント募集の結果報告 

 

 

 地域振興策を調査審議した「地域振興策検討委員会」によるパブ

リックコメント募集の結果報告を参考までに添付する。 
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（２５）検討結果説明会の結果報告 

 

 

 地域振興策を調査審議した「地域振興策検討委員会」による検討

結果説明会の結果報告を参考までに添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業 

施設整備基本計画検討委員会・地域振興策検討委員会 

検討結果説明会 会議録（概要版） 

議 題 検討結果説明会 

日 時 平成 28年 3 月 6日（土) 13:00～15:00 

場 所 印西地区環境整備事業組合 3階大会議室 

出席者 

学識委員（施設整備）：２名 

 （地域振興）：２名 

印西地区環境整備事業組合：８名 

関係市町：３名 

コンサル：２名

周辺住民 １７名 

配付資料 
・検討結果説明会資料：席次表、次第、説明資料（A4、46ｐ）

※閲覧資料、検討結果説明会に関する意見書：会議室後方に設置

主 た る 事 項 

１．開会 

・写真撮影、録音を行うことを通知する。

２-1．委員長挨拶（施設整備基本計画検討委員会委員長）

現施設は稼動 30 年を経過しているため、新たな施設を建設する時期に差し掛かってきた。ごみ処

理施設は迷惑施設との見方がある中で、このニュータウンで共存共栄し、安心安全な稼動をしてきた。

しかし、同一敷地での建替えは理解が得られない状況の中で、全国でも稀に見る公募方式を採用し、

迷惑施設との認識をプラス価値に変えるとの吉田区の強い思いのなかで検討を進めてきた。今後もこ

のような方式が広まることを期待している。忌憚の無い意見を頂き、最後となる第 10 回委員会に反

映したい。 

２-2．委員長挨拶（地域振興策検討委員会委員長）

市民目線、自然保護の観点から、吉田区の意見を専門的知識の豊富な委員で検討してきた。色々な

アイデアが出ており、これらのアイデアを今後さらに検討し、上手に組み合わせていけば、地域全体

の良さを首都圏の方々にアピールする、よりよい案になるものと考えている。

吉田地区の方は、これを人任せにせず、自らの手で経営することも考えており、地域ぐるみの町起

こしとなり、白井市、栄町も含めた地域活性化に繋がるものと考えている。皆様の意見を頂き、さら

に検討に反映したい。 

３．出席委員及び事務局職員紹介（組合より紹介） 

４．検討結果説明（組合より説明） 

５．質疑応答 

・説明会に管理者である印西市市長は出席しないのか？

→検討委員会主催の説明会のため、出席はない。

・白井市、栄町が単独でごみ処理をするという考えはなかったのか？

→広域による効率的処理の枠の中で考え組合を設置し、処理を行っている。

・計画市道のルートは、新川を渡り八千代市に繋がっている。白井地区にも利便性があるルートは考

えなかったのか。

→中間処理施設の運営を考慮したアクセスルートを検討したものである。地域振興策の利便を考慮

したルートは、今後、地元と調整の上、決めていく。

・事業費の検討はなされたのか？

→地元との協議の中で決定することが多々あることから、今後検討を進めた上で、事業費を提示す

る。

・事業費の検討において、既存施設の用地での建替えの方が安くなる可能性は無いのか。

→建替えは現在地ありきではなく、用地検討委員会を経て現在の検討に至っていることをご理解い

ただきたい。

・ストーカ式を選定した理由は何か、以前は灰溶融が含まれていたが止めた理由は何か。
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→最終処分場を保有しており、その有効利用の観点からストーカ式を選定している。

・基本方針に地域住民の理解と協力とあるが、地域の範囲はどこまでか。煙突の計画高での排ガスの

影響が最大となる地点は吉田区より離れた周辺地域となるが予測されるが周辺地域からの意見等

の対応は考えているか。

→建設候補地が属する町内会である吉田区及び周辺町内会である松崎区（5 つの町内会で組織）を

対象と考えている。排ガスの影響については、環境アセスメントを実施による結果を縦覧し意見

を求める。

→最大着地濃度地点は施設から 2km 程度で、環境基準の 1/100 未満の最大着地濃度ということを確

認している。計算結果も公表しているが、安全・安心面についても答申の中で伝わるよう配慮さ

せていただきたい。

・地域振興策は初期投資のみではなく、運営費の負担を考慮する必要がある。運営費が赤字になった

場合は誰が負担するのか。

→どこで、何を、どのような規模でやるかといった具体的なものは決めていない。具体的検討は来

年度以降に行う予定であり、その際に、リスク分担も協議して決めていく。現時点では赤字の負

担を否定するものでもなく、事業内容によるものと思う。

・現在の温水センターでも構成市町の負担がある。それを踏襲するのか。

→吉田区では採算性のある、次世代の負担とならない自立した施設を基本に検討を進めている。

・集客の心配はないか。

→吉田地区は大規模住宅に囲まれており、より多くの集客が図られるよう検討していく。

・ごみ処理＝迷惑施設との見方の中で、吉田区で地域おこしとして、受入れることには敬意を表する。

地元への感謝が基本と理解している。地域振興策に対しては、住民任せではなく、組合がサポート

する必要がある。当初の間の赤字は負担する等、印西市もサポートするべきであり、それを、答申

に明記して欲しい。 

重点施設については組合の主導で決定し、責任をもって展開してほしい。 

→組合も事業主体として、十分な対応をするとともに、地元の方と一緒に検討していくスタンスで

ある。パブコメでも地元住民に配慮すべきとの意見をいただいており、 今月開催する委員会に

おいて審議させていただく。

今後の審議により、答申への記載を検討する。 

・敷地用地の面積は、前市長の時の計画では広い土地だったが、今回の敷地面積はどの程度か。

→約 2.6ha。

・計画道路の幅員、用地買収部はどこか。

→計画幹線松崎吉田線からの分岐として、現道活用を基本とし 9ｍの幅員とする計画であるが、ル

ートの決定については周辺住民との協議による。

・地域将来像の賑わい、雇用・就労は本当に確保できるのか。集客のない道の駅もみている。賑わい

は、周辺の住民が行きたいと思う施設でないといけない。集客ができるのか心配である。今後検討

するとのことなので回答は求めない。

・農業振興策は非常によいと思う。殆どの農家は跡継ぎがいない状況で、田んぼは組合の機械で耕作

してもらえるが、畑はどうにもならない。今後の野菜作りは、工場のようなかたちになっていくと

思う。印西市内のゴルフ場の下の農園では、従業員が 20～30人おり、近隣の農家方が働いている。

東京に出たお嬢さんがＵターンしてきて、近隣の方を巻き込んで大規模にやっていて、近くの販売

店に卸している。このように、事業が広がっていく可能性がある。

６．今後の予定について（組合より説明） 

７．閉会 
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（２６）概要版会議録 

 

 

 地域振興策を調査審議した「地域振興策検討委員会」の概要版会

議録を参考までに添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

資料 頁 

第１回会議 概要版会議録 2-（26）-1 

第２回会議 概要版会議録 2-（26）-2 

第３回会議 概要版会議録 2-（26）-4 

第４回会議 概要版会議録 2-（26）-6 

第５回会議 概要版会議録 2-（26）-8 

第６回会議 概要版会議録 2-（26）-10 

第７回会議 概要版会議録 2-（26）-12 

第８回会議 概要版会議録 2-（26）-15 

第９回会議 概要版会議録 2-（26）-17 

第 10回会議 概要版会議録 2-（26）-20 

  



印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会第１回会議 議事録（概要版） 

議 題 地域振興策検討委員会第１回会議 

日 時 平成 27年 5月 24日（日) 14:35～15:15 

場 所 印西地区環境整備事業組合 ３階大会議室 

出席者 委員：８名（松崎区未選出）、事務局：３名、関係市町：３名、コンサル：２名 

配付資料 
印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会資料 

吉田地区同意書・基本協定書 

主 た る 事 項 

１．開会 

２．委員長及び副委員長の選任 

(1) 委員長に福川委員、副委員長に加藤委員、政所委員の２名が選任された。

３．関係法規について 

(1) 附属機関条例、附属機関条例施行規則、組織細則について、事務局より説明

(2) 運営細則、専門部会要綱及び、会議傍聴遵守事項について、案のとおり承認

４．今後のスケジュールについて（地域振興策検討委員会） 

(1) 資料中④先進地の視察は、７月上旬を予定。場所、日時は委員のご意見も伺いつつ検討する。

(2) 資料中⑤建設候補地周辺住民意見交換会の日程について、第１回を 27 年９月５日、第２回を

28 年２月６日に変更

(3) 資料中⑤建設候補地周辺住民意見交換会の対象となる周辺住民は、吉田区及び松崎区であるこ

とを確認

５．会議の運営について 

(1) 本会議の関連資料については、委員の希望を確認した上で、①紙媒体（印刷物の郵送）、②電子

媒体（メール添付）、③紙媒体及び電子媒体の両方のどれかにより配布することを確認

(2) 会議録については、会議終了後 10 日前後を目処に発言録を委員に配布。概要版はそれ以前に

準備でき次第配布することを確認

６．その他 

(1) 次回検討会は、午前中に現地調査を行い、昼食をはさみ午後から開催する。

(2) 次回検討会の議事次第に、吉田地区で行われた地域振興策についてのブレーンストーミングの

内容に関する説明を加える。

(3) 諮問事項に関し、議論の土台となる資料は事務局で作成し、事前配布を行うが、内容の検討は

会議の場での議論を中心とする。次回検討会では、答申までの段取りのイメージを説明する。

(4) 本日の会議録の署名は、加藤委員、黒須委員が行う。

(5) 閉会後に委員の集合写真の撮影を行う。

７．閉会 

※ 傍聴者 ： なし
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印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会第２回会議 議事録（概要版） 

議 題 地域振興策検討委員会第２回会議 

日 時 平成 27年 6月 28日（日) 13:00～16:00 

場 所 印西地区環境整備事業組合 ３階大会議室 

出席者 
委員：７名（欠席１名、松崎区未選出）、事務局：６名、関係市町：４名、 

コンサル：４名

配付資料 
印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会第２

回会議資料、地域振興策に関する委員意見書 

主 た る 事 項 

１．開会 

２．会議録について（第１回会議） 

(1) 次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会第１回会議録（概要版・全文会議録）につい

て、事務局より説明。

３．施設整備基本計画検討委員会第１回会議の報告について 

(1) 次期中間処理施設整備事業施設整備基本計画検討委員会第１回及び第２回会議の概要につい

て、事務局より説明。

４．意見書について 

(1) 渡邊委員から提出された意見書について、事務局より説明。

(2) 本検討委員会以前に提出された地域振興策に関する意見書及び本検討委員以外の意見書につい

ては、個別に審議せず、関係する議題の審議の際に、貴重な資料として活用する。

(3) 本検討委員からの意見書については、関係する議題の審議の際に、必要に応じて提出委員が内

容説明を行う。

５．地域振興策の検討ポイントについて【事務局より説明】 

(1) 地域に求められる将来像

・今後の議論において、資料 P3 に掲げられている将来像を念頭に置き、補足・修正等を行う。

・資料 P3(1)「誇り」→「誇り」と「持続可能性」を追加する。

(2) 地域の課題

・資料 P15 の課題項目について、可能な範囲で裏付けデータを整理し、議論する。

・課題項目(3)「公共交通の不足」を「インフラの不足」と変更し、括弧書きにより上下水道、道

路整備等を網羅する形にする。 

・景観上の対策として「土地利用のコントロール」を課題項目として追加する。

６．地域振興策の検討スケジュールについて【コンサルタントより説明】 

(1) 資料中 P37、９月５日の意見交換会（第１回）については、地域振興策のパッケージ（案）を

示した上で行うことが必要と考えるため、意見交換会の日程を遅らせるか、第４回会議（8 月 30

日予定）までにパッケージ（案）を纏めるか、次回、第３回会議における審議の進捗により検討

する。
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７．地域振興策に関する吉田区のブレーンストーミング結果について【大谷委員より説明】 

(1) 吉田区から自由なアイデア出しにより抽出された地域振興策を紹介。

(2) 吉田区ってどんなところ？（吉田区の特徴や地域が抱える問題を紹介。）

(3) 建設候補地の敷地内／外、事業主体が官／民、単独／広域連携等の条件は無視し、環境学習や

防災機能以外にも、地域振興策に寄与する事業・アイデアは地域振興策検討委員会の対象とする

ことを確認した。

(4) 地域振興策に関する吉田区のアイデアを積極的に取り入れるとともに、事業運営を吉田区が主

体的に行う前提で地域振興策を検討することを確認した。

(5) 今後も、地域振興策の事業費に上限がない前提で、自由に議論を行うが、答申した内容すべて

が実現できるとは限らないとの事務局説明を受ける。

８．閉会 

※ 傍聴者 ： １名
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印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会第３回会議 議事録（概要版） 

議 題 地域振興策検討委員会第３回会議 

日 時 平成 27年 7月 26日（日) 13:00～16:00 

場 所 印西地区環境整備事業組合 ３階大会議室 

出席者 
委員：８名（松崎区未選出）、事務局：６名、関係市町：３名、 

コンサル：４名

配付資料 
印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会第３

回会議資料、地域振興策に関する委員意見書ほか 

主 た る 事 項 

１．開会 

会議録署名は政所副委員長と小野委員を指名。 

２．会議録について（第２回会議） 

(1) 次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会第２回会議録（概要版・全文会議録）につい

て、事務局より説明。

３．施設整備基本計画検討委員会第３回会議の報告について 

(1) 次期中間処理施設整備事業施設整備基本計画検討委員会第３回会議の概要について、事務局よ

り説明。 

４．意見書について 

(1) 渡邊委員から提出された意見書（第３回会議資料（案）に対する意見）について、委員本人よ

り概要説明。

(2) 当日配付された大谷委員からの意見書（吉田区の課題と解決策）については、議事の８で委員

本人により説明。

５．地域に求められる将来像（再審議）について 

(1) 前回議事「地域に求められる将来像」の修正点として、「持続可能性」が計られること。を項目

として追加。【事務局より説明】

６．地域の課題（再審議）について【(1)、(2)事務局、(3)コンサルタントより説明】 

(1) 前回議事「地域の課題」の修正点として、課題項目(3)「公共交通の不足」を「インフラの不足」

と変更し、括弧書きにより上下水道・道路・公共交通を網羅する形にする。【事務局より説明】

(2) 景観上の対策として「土地利用のコントロール」を課題項目(6)として追加。【事務局より説明】 

(3) 課題項目ごとに裏付けデータを作成し追加資料とした。【コンサルタントより説明】

７．地域振興策のイメージ図について 
(1) 地域振興策の全体的なイメージを掴むため、本体施設を中心に置き、各地域振興策を類型ごと
に８つに分類したものを、展開する地域振興策を総合パッケージとして表したイメージ図により
説明。【事務局より説明】

８．地域振興策のアイデア（議事９と一括審議） 
９．吉田区の課題と解決案について 

※議事８・９は関連性があることから委員長判断により一括審議となる。
※「地域振興策のアイデアについて」の資料について事務局より説明。
※「吉田区の課題と解決案」、大谷委員からの意見書「振興策視察候補提案」、「吉田区の課題（農
業振興）」について委員本人から説明。 
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(1) アイデアリストについて

・地域振興策を進めるにあたっては、周辺の地形や自然との調和を図り、空間特性に応じて環

境面にも配慮するということを冒頭に記載することを確認。 

・前提条件として、吉田地区は現時点では建設候補地であり、本検討会で提示する地域振興策

によって吉田地区からの合意を得ることを目指すものである。また、吉田地区のメリットを模

索しつつも、印西市民にも賛同を得られるようなバランスが重要である。 

(2)里山の価値について

・吉田地区の里山景観は、保全すべき価値があることに揺るぎはないが、他地域と比較して優位

な観光資源として価値があるかということとは別の問題である。観光資源として打ち出すには手

の込んだ施策を打つ必要があるが、その決断をするかというところから考える必要がある。 

・環境学習だけでは収益につながらない。温水利用を中心として、意欲ある若者層を地域の高齢

者層がサポートしていくような事業経営の観点と、それを里山保全につなげていく観点が必要で

ある。

(3)農業振興について

・朝採れ野菜の直売場を設置するのであれば、市場競争力が低いものを集めるなど、端境期に直

売場が空にならないような工夫等が必要。経営の安定化に５～10 年かかるので、早めに手を打

つべきである。

・農業振興には、大規模集積・企業化する方向だけでなく、クラインガルテンを活用した高級住宅

地としてブランド化する方向、公園管理の一貫として菜園と散策路を組み合わせて観光資源とす

る方向などが考えられる。地域特性を加味して方向性を検討していくことが必要。

10．先進地の視察について 

・時間の都合上、次回以降に審議。

11．その他 

・次回（第４回）会議の日程については、8 月 30 日（日）13：00 から印西クリーンセンターにて

開催。

12．閉会 

※ 傍聴者 ： 2 名
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印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会第４回会議 会議録（概要版） 

議 題 地域振興策検討委員会第４回会議 

日 時 平成 27年 8月 30日（日) 13:00～15:40 

場 所 印西地区環境整備事業組合 ３階大会議室 

出席者 
委員：７名（松崎区未選出）、事務局：６名、関係市町：４名、 

コンサル：４名 

配付資料 
印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会第４

回会議資料、地域振興策に関する委員意見書ほか 

主 た る 事 項 

１．開会 

  会議録署名は加藤副委員長と齋藤委員を指名。 
 
２．会議録について（第３回会議） 

(1) 次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会第３回会議録（概要版・全文会議録）につい

て、事務局より説明。 

 
３．施設整備基本計画検討委員会第４回会議の報告について 

(1) 次期中間処理施設整備事業施設整備基本計画検討委員会第４回会議の概要について、事務局よ

り説明。 

 ※リサイクル品の販売にはリユースも含まれることを確認し、施設整備検討委員会において表現 

の検討を提案。 

 
４．意見書について（次第５と関連させて説明） 

５．地域振興策のアイデア（再審議） 

(1) 各地域振興策のアイデア P2 以降の表欄に「収益性」を追加。 

(2) 概要欄などの記述内容を追加及び精査。 

(3) 地域に求めれられる将来像に合致しないものや他のアイデアと統合できる地域振興策について 

 は廃案。 

(4) 6-12U ターン・I ターン助成、6-13 可搬式蓄電池を項目に追加。 

(5) 用語集の拡充 

(6) 渡邊委員から提出された意見書「里地里山の重要性と保全上の課題」と「第４回委員会に向け

ての意見と事務局への調査依頼」について、委員本人より概要説明。 

(7) 大谷委員から提出された意見書「地域振興策評価シート」、また、当日配付された意見書「よし 

だスコーラ（提案）」について、委員本人より概要説明。 

※「よしだスコーラ」については、単なる環境学習ではなく、より幅広い活動に活用する拠点で 

あるとよい。 

 

６．地域振興策の総合パッケージ（案）について 
(1) 資料及び参考資料については、事務局より説明。 
(2) 2-7 贈答米については、贈答に関わらず幅広く捉え、ネーミングや内容を再検討。 
(3)地元特産（贈答米・野菜など）になるようなものを考えることで、ふるさと納税の産品となる。 
(4)「地域振興策の総合パッケージ（案）のイメージ図」に６つ目の項目として、7-2 防災拠点化構
想を追記。また、③余暇・交流・イベントに「観光」を追記。 

(5) 地域振興策が道の駅を造るための事業になることがないように留意しながら審議を進めること 

を確認。 

(6) 委員会として案を提案し、地元住民からの意見を踏まえブラッシュアップしていく計画で、そ 

の中で住民との齟齬がないように進めていくことを確認。 
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７．航空写真を用いて審議 

 （事務局の説明に沿って、個別の地域振興策のプレートを配置） 

●意見 

(1) アクセス道路をどうするかは重要。 

(2) ばらばらにある地域振興策を大きな構想で整備。 

 ※「建物」という意味だけではなく「有形、無形のものを束ねられる機能」としてネーミングを
一体化する。 

(3) 効果は直接効果だけの評価では駄目で、コンセプトに沿った体験施設等があるから効果が上が 

るという視点も必要で、直接効果があるものとないものを並列するのはよくない。 

(4) 事業の初めは強いリーダーシップを持った人が必要。 

(5) 機能として全体構想に『スコーラ』を含める方向で検討。 

(6) 廃案の振興策は「地域振興のアイデア」の表から削除。 

(7) 意見交換会には展開場所別にまとめるのではなく、ミュージアム構想のように大きく括って、 

場所は新施設展開場所と里地里山を含む集落の２つでまとめる。 

※考え方 

①コンセプト→②ゾーニング→③ゾーンの基本方針→④施設→⑤動線計画→⑥事業方針の流れ 

が基本であり、現状では①～③でまとめる。 

(8) 関係市町との協議は具体的な話になる次の段階であることを確認。 

 

８．その他 

(1) 先進地視察は第 5 回会議で審議。 

(2) 9 月 13 日に行う第 5 回施設整備検討委員会への報告について、地域振興策へ供給可能エネルギ

ーバランスについて審議するための地域振興策のリストを9月5日の意見交換会後に整理し報告

する。 

(3) 9 月 5 日（土）の意見交換会は当初予定になかった松崎区も 14 時から実施。 

(4)第 5 回会議 9 月 27 日（日）13:00 から開催。 

 

９．閉会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 傍聴者 ： 1 名 
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印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会第５回会議 会議録（概要版） 

議 題 地域振興策検討委員会第５回会議 

日 時 平成 27年 9月 27日（日) 13:00～15:00 

場 所 印西地区環境整備事業組合 ３階大会議室 

出席者 
委員：７名（松崎区未選出）、事務局：６名、関係市町：３名、 

コンサル：４名 

配付資料 
印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会第５

回会議資料、地域振興策に関する委員意見書ほか 

主 た る 事 項 

１．開会 

  会議録署名は黒須委員と渡邊委員を指名。 
 
２．会議録について（第４回会議） 

(1) 次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会第４回会議録（概要版・全文会議録）につい

て、事務局より説明。 

 
３．施設整備基本計画検討委員会第５回会議の報告について 

(1) 次期中間処理施設整備事業施設整備基本計画検討委員会第５回会議の概要について、事務局よ

り説明。 

 
４．建設候補地周辺住民意見交換会の報告について【事務局より説明】 

(1) 出席された施設整備検討委員会の学識経験委員（大迫委員長、河邊副委員長）の総評を報告。 

(2) 全文会議録は作成後に委員へ送付するが、質疑応答も含め一般への公表は行わない。 

(3) 意見交換会の松崎区の状況について、区の評議会で意見交換会の報告は行われたが委員選出に

は至っていない。 

 

５．地域振興策に関する意見書について 

(1) 事務局より概要の説明があり、該当する次第の中で審議することとなった。 

 

６．地域振興策総合パッケージの概要（中間決定案）について【(1)(2)事務局説明(3)各委員意見)】 

(1) 総合パッケージについては、中間決定案で一旦固めるが、本日および今後の会議や意見書で出

されたアイデアなどの審議を個別に進め、第９回会議（H28.1.24 開催予定）で最終調整を行っ

ていただくことが了承された。 

(2) 下水道整備に関しては、下水に限定せず、合併浄化槽等の表現も付記することで了承された。 

(3) その他の修正の方向性として以下の意見が出された。 

［地域振興策総合パッケージの概要（中間決定案）p.1 の全体概要について］ 

①展開場所ごとという考え方もあるが、シナリオやコンセプトがないと理解しづらい。個別・具体

的な振興策とは別に、吉田区をどうしたいかのビジョン作りが必要。マスタープランとなるよう

な表現が必要。（黒須委員） 

②狙い・理念を上位に掲げ、目的や理由が明確となるようにすべき。（福川委員長） 

③全体構想では、「地域“を”まるごと・・」ではなく、「地域まるごと・・」のニュアンス。 

（福川委員長） 

④台地での地域振興と集落との連携を深めていくという方向性を書き込みたい。（加藤副委員長） 

⑤集落での展開は、インフラ整備だけではなく縁側カフェ等賑わいの創出もあるので、表現を工夫

されたい。「持続・再生・活性化を支えるインフラ整備」等。（加藤副委員長） 
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⑥「自然公園的整備」では、文化的な要素を含む意図が伝わらないため、「フィールドミュージア

ム整備」などの表記が望ましい。（渡邊委員） 

⑦吉田区で培われてきた、自助努力の精神やコミュニティの伝統を残すというニュアンスを入れた

い。（渡邊委員） 

⑧総合パッケージについて時間軸の概念を入れるべき。（小野委員） 

［地域振興策のアイデア（全９４策）p.2～の具体的な地域振興策について］ 

①参考資料として、松崎区も含めた地域の概況（特に農業生産等）を提示されたい。 

（渡邊委員） 

②道の駅に宿泊機能を付けると 24 時間職員が必要になるが、それに地元でも対応が可能か懸念し

ている。（加藤副委員長） 

③道の駅の狙いに、「高齢者の活性化」や「コミュニケーションの創出」を入れるべき。（渡邊委員） 

④「リサイクル（リユース）」ではなく、「リユース・リサイクル」とすべき。（渡邊委員） 

⑤企業米では「企業の社会貢献」をアピールすべき。（渡邊委員） 

 

７．地域振興策の事業スキームについて【事務局より説明】 

(1) 道の駅に関して、設置者である公共側が、運営にどこまで関わるか現時点では決まっていない。

今後の地元住民との協議によるが、本検討会は基本構想レベルの検討との位置づけであるため、

現時点ではこの程度の表現に留めることとする。 

(2) 基本的には官設民営で、地元は建設コストの負担金は負わず、運営で利益を上げていくことを

考える必要がある。その中でのメリットが熱利用である。 

(3) 現時点で詳細な事業スキームを検討する意味はないので、今回の資料程度の検討とし、今後は

事業費や法的課題等について検討する。 

 

８．地域振興策の展開スケジュールについて【事務局より説明、(1)委員意見】 

(1) ふれあいバス路線の延伸は、松崎吉田線が開通したらすぐに運行してもらうことを検討された

い。（大谷委員） 

 

９．先進地視察について 【事務局より説明】 

(1) 平日実施になることを確認。（渡邊委員は水曜日の対応は不可。） 

(2) 基本的には道の駅より、収益事業として参考になる視察先を検討する。 

(3) 地元住民が視察したい施設に行くべきとの意見から、組合と地元住民で調整していくことで了

承。 

 

10．その他 

・第６回検討会 10 月 25 日（日）13：00 から開催。 

 

11．閉会 

 

 

 

※ 傍聴者 ： ２名 
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印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会第６回会議 会議録（概要版） 

議 題 地域振興策検討委員会第６回会議 

日 時 平成 27年 10月 25日（日) 13:00～15:30 

場 所 印西地区環境整備事業組合 ３階大会議室 

出席者 
委員：５名（松崎区未選出）、事務局：６名、関係市町：３名、 

コンサル：４名 

配付資料 
印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会第６

回会議資料、地域振興策に関する委員意見書ほか 

主 た る 事 項 

１．開会 

 会議録署名は小野委員と大谷委員を指名。 

 

２．会議録について（第５回会議） 

(1) 次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会第５回会議録（概要版・全文会議録）につい

て、事務局より説明。 

※全文会議録 P12 について、「農村集落排水」との発言を「農業集落排水」に訂正。 

 

３．施設整備基本計画検討委員会第６回会議の報告について 

(1) 次期中間処理施設整備事業施設整備基本計画検討委員会第６回会議の概要について、事務局よ

り説明。 

(2) 参考資料-1「施設整備基本計画検討委員会第６回会議資料（一部抜粋）」について、コンサルタ

ントより説明。 

①処理方式の選定については、特に意見等なし。 

②エネルギーバランスについて 

・１炉、２炉と停止した時の熱供給はどうなるのか。（黒須委員） 

⇒全停止期間中は直接の熱供給は無い。ただし、稼働期間中に蓄熱等を行えば、その範囲での供

給は考えられる。 

・災害拠点として考える場合は、全量発電できる設備を整備することも検討されたい。（大谷委員） 

⇒熱エネルギーから発電にまわす割合については検討中であるため、次回の施設整備検討委員会

には、本日の概要版会議録に説明を加え提出する。 

(3) 大谷委員からの意見書「エネルギーバランスについての質問と考察」について、事務局及びコ

ンサルタントから説明。 

・２炉運転時、全量発電にまわす事は可能か。 

⇒技術的に全て発電にまわす事は可能で、計算上 52.15GJ/h のエネルギーの発電量は 4,300kw/h

になる。 

・補助ボイラーの考え方について。 

⇒バックアップについては、一括整備する方が効率的であると考えられるが、段階的に整備され 

る事業もあるため、一括整備がよいかは現時点では判断できず、発注段階までに精査できればと 

考える。 

・熱媒体４種の典型的温度は。 

⇒熱媒体の温度域は、低温水：40～50℃程度、温水：50～80℃、高温水：高圧で 130℃、蒸気：

100℃以上の高温。 
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(4) 排ガスの基準値について 

・排ガス基準値については、ランニングコスト等の経済性も考慮し、近隣の他施設の値等も踏ま 

えて、前回計画と同程度としてもよいのではないか。（渡邊委員） 

⇒施設整備基本計画において既に了承されている内容であるため、地域振興策検討委員会からの

意見として会議録に記録する取り扱いとなる。 

・八千代市や船橋市の住民からクレームはないか。（小野委員） 

⇒把握していない。 

・一般的に操業時に基準値を超える異常が発生した場合の対応はどうなっているか。（黒須委員） 

⇒自主規制値の一段厳しい目標値を定め、目標値と基準値の間で運用し、安定的に規制値を守る 

ようにしている。 
 

４．地域振興策に関する意見書について（大谷委員より概要説明） 

①吉田ゲストハウス ②吉田マリーナ ③オンデマンド交通システム 

（各委員からの意見） 

・吉田ゲストハウスは、関係 2 市 1 町の住民も利用できるよう考えてほしい。 

・吉田ゲストハウスは、無料ではなく多少の利用料を徴収してもよいのではないか。旅館法等の

確認も必要。 

・地区計画制度を上手く活用し、計画的に進めることで振興策の実施について、都市計画法で認

めてもらうことが必要。その際には行政のバックアップが不可欠である。 

・県や市との連携が必要になる振興策もあり、都市計画等と整合を図っていく必要がある。 

・宿泊やマリーナなど、振興策ごとの個別対応では限界があり、特区制度等による全体的な網掛

けが有効である。 

・吉田マリーナ候補地は、広域的な水辺のレクリエーション拠点としても重要な場所。レクリエ

ーションを含めた地域計画により、合理性も認められるようにしていくべき。 

・吉田区内はふれあいバスが運行していないため、買い物バスを区で独自に運行させている。今

後高齢化が進むことで、外出先ニーズが「買い物」から「医療機関」などへと変化することが予

想される。希望予約時間で対応可能なオンデマンド交通システムの必要性が考えられる。 

・吉田区がフォーカスされるよう、現在、印西市で策定中の総合計画第２次基本計画(H28-32)に

書き込んでいくための働きかけが必要。 

・本検討会も県や市の計画を考慮していることを文言として答申書に記載されたい。 

⇒今後の審議で決定した事項を答申書の中に盛り込んでいく。 

・意見書として出された地域振興策のアイデアについても、パッケージの中に追加することが了

承された。 

 

５．今後の調査審議事項について（事務局より概要説明） 

(1) 今後の検討委員会では、事業規模と概算事業費の算出を除く、基本構想のみを審議することが

了承された。 

 

６．その他 

(1) 第 7 回検討会 11 月 29 日（日）13：00 から開催。 

 

７．閉会 

※ 傍聴者 ： ２名 
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印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会第７回会議 会議録（概要版） 

議 題 地域振興策検討委員会第７回会議 

日 時 平成 27年 11月 29日（日) 13:00～15:40 

場 所 印西地区環境整備事業組合 ３階大会議室 

出席者 
委員：７名（松崎区未選出）、事務局：６名、関係市町：３名、 

コンサル：４名 

配付資料 
印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会第７

回会議資料、地域振興策に関する委員意見書ほか 

主 た る 事 項 

１．開会 

 会議録署名は黒須委員と齋藤委員を指名。 

 

２．会議録について（第６回会議） 

(1) 次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会第６回会議録（概要版・全文会議録）につい

て、事務局より説明。 

※全文会議録 P17 最後の行について、「立場」との発言を「納税者と環境行政経験者の立場」に 

訂正。 

 

３．施設整備基本計画検討委員会第７回会議の報告について 

(1) 次期中間処理施設整備事業施設整備基本計画検討委員会第７回会議の概要について、事務局よ

り説明。 

(2) 参考資料-1「施設整備基本計画検討委員会第７回会議資料（一部抜粋）」について、コンサルタ

ントより説明。 

①エネルギーバランスについて 

・ケース１（熱供給最大）とケース２（発電最大）ではエネルギーの回収形態の違いにより、回

収効率に差が生じるため、エネルギーの数値が異なる。 

②災害時に廃棄物処理施設に求められる機能 

・特に意見なし。 

 

４．地域振興策に関する意見書について【参考資料-2】 

(1)発電と余熱利用の関係について（白井市及び印西市の住民 3 名による連名提出） 

・事務局より説明報告。 

(2)エネルギーバランスについて（大谷委員からの意見書） 

・提案内容については、施設整備検討委員会へも提出願いたい。（大谷委員） 

・千葉ニュータウン熱供給区域での供給内容・条件を確認し次回会議で報告する。（事務局） 

(3)松崎地区から「次期中間処理施設整備事業」両委員会への速やかな参加のお願い 

（渡邊委員からの意見書） 

・意見書２．（４）５行目、「つまり・・・」以下を訂正⇒ 「つまり第三者にわかりやすい理由が 

ない状況、状態で・・・」（渡邊委員） 
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５．地域振興策の概略事業スキームについて（再審議） 

 （事務局より概要説明の後、コンサルから詳細説明） 

ｉ 複合施設（道の駅的機能） 

・総評における「×or ○」は、どういう状況であったら「×or ○」になるのかといったように、

わかりやすく再考されたい。 

・各方式の具体例（成功例等）を追加されたい。 

ii 排熱利用事業 

・第三セクター方式による実施もあり得るのではないか。 

⇒ 第三セクター方式についても追記し作成する。 

iii インフラ（集落内における道路整備等） 

・意見なし。 

iv フィールドミュージアム（自然公園的整備） 

・財団法人による運営もあり得るのではないか。 

・事業スキームについては少し幅を持たせることで、後に選択が可能となるよう設定されたい。 

・将来的にはフィールドミュージアムとして２市１町の財産としていく視点が必要。 

・ｉ 複合施設、ii 排熱利用事業、iii インフラ、iv フィールドミュージアムでは並列の評価は出

来ないので、分けて議論すべき。 

⇒ｉ 複合施設から iv フィールドミュージアムのどれかだけを実施するわけではない。これま 

での意見を踏まえ、再整理したものを提示し確認いただく。 

 

６．地域振興策総合パッケージの展開種別毎の評価（様式）について 

 （事務局より概要説明） 

・展開種別 A「インフラ整備を中心に展開」、B「集客等を目的とした複合施設を中心に展開」、 

C「排熱等の周辺利用及び外部供給を中心に展開」のどれかのみ行う訳ではないので、標題から 

「中心に展開」を削除する。 

・地域が主体となる点の評価は、⑦経済性、⑧中長期的な発展性、⑨課題の記載で工夫する。 

・B「集客等を目的・・・」の“等”に含まれる賑わいや収益を「集客・賑わい・収益を目的・・」 

と区切って表現するように再考する。 

・C の排熱等の利用に関しては、振興事業と防災拠点としての観点がある。ここでは、収益に直 

結するようなことをイメージしているため、振興事業の取り組みがメインとなるが、評価の中で、 

防災についての表現も工夫する。 

・評価項目「②地域に求められる将来像との合致」と「④地域の課題への波及効果」の各小項目 

は重要度の順番に並べ替えを再考されたい。 

・吉田区の課題の中で、少子高齢化の進行により人口が減少していくことへの懸念が示されてお 

り、ただ集客や就労を増やすだけでは問題は改善されない。人口の維持増進、居住の場といった 

評価ができるよう地区計画に関する項目を追加されたい。 

・時間軸（短期・中期・長期）が大切であるため、評価項目に含めていただきたい。 

 ⇒第 5 回会議資料「地域振興策の展開スケジュール」を参照とする。 
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７．その他 

(1)候補地の土地に関して、吉田区と組合が整備協定書を締結した後、円滑な土地売買手続きを確 

保するために、合意と財産を法律的に保全することが必要と考える。そのため、土地信託の活用 

を検討されたい。 

 ⇒本検討委員会とは直接関係がないため、組合と個別に打合せを実施する。 

(2) 第 8 回検討会 12 月 20 日（日）13：00 から開催。 

 

８．閉会 

※ 傍聴者 ： ４名 
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印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会第８回会議 会議録（概要版） 

議 題 地域振興策検討委員会第８回会議 

日 時 平成 27年 12月 20日（日) 13:00～15:40 

場 所 印西地区環境整備事業組合 ３階大会議室 

出席者 
委員：７名（松崎区未選出）、事務局：６名、関係市町：３名、 

コンサル：４名 

配付資料 
印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会第８

回会議資料、地域振興策に関する委員意見書ほか 

主 た る 事 項 

１．開会 

 会議録署名は加藤副委員長と渡邊委員を指名。 

 

２．会議録について（第７回会議） 

(1) 次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会第７回会議録（概要版・全文会議録）につい

て、事務局より説明。 

 

３．施設整備基本計画検討委員会第８回会議の報告について 

(1) 次期中間処理施設整備事業施設整備基本計画検討委員会第８回会議の概要について、事務局よ

り説明。 

(2) ごみの搬入ルートについては、１本とすることが前提のように見受けられるが、災害時対応等

を考慮すると、２方向以上のルートを確保する必要があるのではないか。また、土砂災害の危険

性のあるルートの評価が低いが、崖地に既存家屋が接近し、家屋に土砂災害の危険性があるエリ

アという意味ならば（他のルートにも崖地があるので）ルートの評価としてどうか。 

 ⇒ご意見として承り、施設整備検討委員会へ報告する。 

(3) 地域振興関連施設へのアクセス道については、施設整備側とは別に検討されたい。 

 ⇒現時点では、地域振興策を展開する場や規模など、具体的なことが決まっていないため、アク

セス道についても検討はできない。具体的には、来年度、地元と組合との協議により決めること

となる。 

 

４．地域振興策に関する意見書について【参考資料-1】 

(1)発電と余熱利用の関係について 

・事務局より説明報告。 

 

５．地域振興策の未来像について 

※ 福川委員長と加藤副委員長から、これまでに、ご自身が関わられた取り組みや事例の紹介と 

共に、今後の地域振興策の実現へ向けた考え方が示された。） 

・福川委員長：高松における「まちのシューレ 963」を参考とした再開発の事例について 

・加藤副委員長：道の駅が有すべき機能と、道の駅を活用した地域振興の展望について 

 

６．地域振興策総合パッケージの展開種別毎の評価について 

(1) 展開種別 A（インフラ整備）について、快適な生活に資するという意味で総合的に地域振興に 

関わるため、もう少し評価を高めるように再考されたい。 

2-(26)-15



(2) 展開種別Ｂ（多機能な複合施設）について、直売所等での住民同士の交流など、地域コミュニ 

ティとしての観点から評価に組み込むことを検討されたい。 

(3) オーナー制度の水田や交通弱者対策等、いくつか振興策が抜けているので追加願いたい。 

(4) 展開種別Ｄ（里地里山の保全）に関することが分かりやすいように、表現を再考されたい。 

 例）会議資料Ｐ２の(2)Ｄ中の「・・・発見及び余暇など・・・」の“余暇”をボランティア（間 

  伐・下刈り）などとしてはどうか。 

(5) 表現を統一願いたい。例）“里山”を里地里山。 

(6) Ｐ５の(7)中、“・・・持続可能性に貢献する。”を・・・持続可能性の象徴である。との表現に 

高めることを検討されたい。 

(7) Ｐ７の(4)Ｄの評価を×から△緩衝機能があるとされたい。 

 ⇒「展開種別毎の評価」については、個別の振興策の評価を行うものではなく、分類別に幅広く

評価した資料である。本日の意見から、総括での評価・記述内容も含めて再考し、次回会議で

提示する。 

(8) 参考資料-2 中の専門用語（DBO、PFI、SPC）について説明されたい。 

 ⇒（コンサルタント説明） 

 ①DBO（Design
デ ザ イ ン

 Build
ビ ル ド

 Operate
オ ペ レ ー ト

）：公共所有のもとで、公共が資金調達を行い、設計、建設、

運営維持管理を民間事業者に委託する方式のこと。この資料では公設民営を意味する。 

②PFI（Private
プライベート

 Finance
フ ァ イ ナ ン ス

 Initiative
イ ニ シ ア チ ブ

）：公共施設等を民間の施設として、民間が資金調達を行い、

民間のノウハウで設計、建設、運営維持管理を行い、方式によっては民間から公共に所有権が

移転する手法のこと。この資料では民設民営を意味する。 

③SPC（Special
ス ペ シ ャ ル

 Purpose
パ ー パ ス

 Company
カ ン パ ニ ー

）：特別目的会社。ある特別の事業を行うために設立された

事業会社のこと。実施する事業を限定した会社で、その他の事業展開はできない。 

 ⇒専門的な用語に関しては、用語集に追記し提示する。 

(9) 地域振興策の展開を検討すべき場所や範囲を示す必要があるのではないか。 

 ⇒本検討委員会では、基本構想レベルの評価であり、用地確保に関しては具体的に審議していな

い段階である。そのため、場所や範囲を示すことは難しい。 

(10) パッケージの振興策で、実施主体を整理しなければ市や組合等との役割分担がわかりにくい。 

 ⇒これまでの資料をベースに整理し提出する。 

(11) Ｐ９の７ Ｂにも記されている「マリーナ構想」とはどのくらいの規模を想定しているのか。 

 マリーナという表現から大規模なものが想定されるが、印旛沼や新川の水深を考えると「船着き 

場」といったイメージなのか。場合によっては表現を変えたほうがよいのではないか。 

 ⇒吉田区の思いもあるため、マリーナとの表現でもよいとは思うが、再度、検討する。 
 

７．その他 

(1) 先進地視察は平成 28 年 2 月実施の予定であることを報告。視察先と調整の上、日時は改めて 

案内する。 

(2) 第 9 回検討会 1 月 24 日（日）13：00 から開催。 
 

８．閉会 

 

 

 

※ 傍聴者 ： ０名 
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印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会第９回会議 会議録（概要版） 

議 題 地域振興策検討委員会第９回会議 

日 時 平成 28年 1月 24日（日) 13:00～15:40 

場 所 印西地区環境整備事業組合 ３階大会議室 

出席者 
委員：６名（松崎区未選出）、事務局：６名、関係市町：３名、 

コンサル：４名

配付資料 
印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会第９

回会議資料ほか 

主 た る 事 項 

１．開会 

会議録署名は黒須委員と小野委員を指名。 

２．会議録について（第８回会議） 

(1) 次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会第８回会議録（概要版・全文会議録）につい

て、事務局より説明。

３．施設整備基本計画検討委員会第９回会議の報告について 

(1) 次期中間処理施設整備事業施設整備基本計画検討委員会第９回会議の概要について、事務局よ

り説明。

(2) 建設候補地の造成計画で掘り下げを行うことになると、残土が発生するため、地域振興策の整

備と絡めて、その利用先も検討する必要があるのではないか。

⇒地域振興策の具体化と合わせ検討していくこととなるため、留意事項として基本計画にも明記

する。 

(3) 林地を切り開くアクセスルート案があるが、周辺整備などに影響を及ぼすため、土地利用の考

え方をお聞きしたい。

⇒検討委員会の中で示された、想定される複数ルート案の一つではあるが、現時点では決定して

いるものではない。今後、地域振興策との関係や次期施設の配置計画、整備費等の様々な観点か

ら検討していく。 

４．地域振興策に関する意見書について 

  意見書の提出なし。 

５．地域振興策（案）について 

 （事務局とコンサルより、目次構成ごとに本編・資料編の概要説明） 

【本編】 

①はじめに～（１）本案概要

(1) 吉田区に限定した地域振興策ではなく、２市１町全体に波及するまちづくりへのきっかけにし

ようとするつもりで、第三者を含む委員会で議論していることを、資料に明記されたい。

⇒委員長あいさつ文「はじめに」の中で、検討委員会における地域振興策の基本的な考え方に関

しても触れるか、P9 の「3.その他、地域振興策において必要と認められる事項に関すること」 
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で“③地域振興策を展開する場所について”を“①地域振興策の目的と展開する場所”とし、番 

号を繰り上げ、内容の変更については、事務局と委員長で検討する。 

(2) 資料編の目次構成の(6)建設候補地の選定結果(写)と(7)吉田区の同意書(写)の順番を時系列に合

わせ、入れ替える。

② (2)地域振興策アイデアリスト

(1) 理念・目的に関して“ソフト施策”には持続性が求められるため、“持続可能な(または、持続

できる)ソフト施策”と変更する。

(2) 一般的に浸透されていない横文字用語の使用は避けるべき。“レジリエンス”については、“柔

軟性”や“しなやかさ”といった、適切な日本語への変更を検討する。

(3) インフラ整備に関しては、場当たり的に住民要望の箇所のみを整備したのでは意味が無く、地

域における全体的な計画を検討する必要がある。

⇒供用開始時期の内容を“・・・整備協定書の締結後、速やかに整備・・・”を“・・・整備協

定書の締結後、地域計画等を協議した上で、速やかに整備・・・”のように総論的に変更する。

(4) 個別アイデア番号 3「管理負担の大きい印西市道の付け替え」については、廃道にせず、管理

や改良を行うことで、各地域振興策へのアクセス道として活用することも検討されたい。

⇒概要欄に活用の可能性について追記する。

(5) 個別アイデア番号 13「マリーナ構想」については、新川周辺の開発計画を踏まえ、実現可能性

についても記載すべき。

⇒現地の状況を踏まえた実現可能性については、他のアイデアについても同様であるが、基本構

想レベルであることから、次の段階で検討となる。 

(6) 個別アイデア番号 36「環境図書室」については、概要欄①の“生物多様性・生態系、地球温暖

化（気候変動）、持続可能性、廃棄物（特に 3R 活動）など”とし、わかりやすく内容を検討さ

れたい。

(7) 個別アイデア番号 38「サイクル駐輪場」については、自転車愛好家で賑わうことで、カフェ等

の利用に波及することが資料からは読み取りづらい。

⇒狙い欄 B に( )で、波及効果について追記する。

③ 地域振興策の概略事業スキーム

意見なし。

④ (4)地域振興策の展開スケジュール

(1) 平成 28 年度以降も、持続的に検討できる体制について触れておくべき。

⇒平成 28 年度以降の体制については、組合議会の議決等も必要になることから、答申を基礎資

料として協議していく中で、今後、検討することとしたい。 

(2) 各地域振興策の基本計画は個別に策定するのか。

⇒多機能な複合施設を一体的に整備することになれば、一括して計画を策定することになる。

⑤ (5)地域振興策の展開種別毎の評価

(1) 都心の近くに里地里山が維持されていることが魅力であるため、P73 の D4(6)と P81 の D13

の“都市化が・・・”を“都心にも近く、都市化が・・・”へ変更されたい。

(2) 土地利用のコントロールに関して、土地信託等すぐに対策に取り組めることもあるため検討さ

されたい。
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⇒具体的なことを意見書として提出していただき、意見書集へ組み込む。

(3) A の「9.経済性」“①効果に対して高額な下水道整備費用”については「合併処理浄化槽も視

野に入れる」ことを記載しておくべきではないか。

⇒アイデアの No.2 において、「合理的な選択肢として、合併処理浄化槽についても検討」と記載

していることで代える。 

(4) B の「12.その他」“③高齢者のいきがいを支援”については、高齢者だけでなく幅広い年齢層

の交流も期待できることから、内容を検討されたい。

⇒“タイトル③を「いきがいの支援」または「コミュニティの活性化」”と変更し、文中から“高

齢者”を“周辺住民”に変更。また、“新たな出会い”を“幅広い年齢層の新たな出会い”に変

更。

(5) 評価表は先に結論が示されるように構成の順番を変更する。評価項目等の「3.該当する地域振

興策」の後に「13.総括」を繰り上げ、「11.課題」を最後の評価項目とする。 

【資料編】 

(1) 資料(22)排熱利用事業者へのアンケート結果から、植物工場事業者は廉価な排熱供給を事業展

開における相当なメリットとは感じておらず、事業展開のためには「栽培技術の確立」と「供給

先の確保」が重要と認識している。 

６．その他 

(1) 2 月 1 日からのパブリックコメントを実施予定。

(2) 第９回会議の意見を反映した資料修正を事務局で行い、委員長と副委員長の確認をいただいて

からパブリックコメントを実施することで了承。修正資料については、パブリックコメント前に

各委員へも示す。

７．閉会 

※ 傍聴者 ： １名
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印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会第１０回会議 会議録（概要版） 

議 題 地域振興策検討委員会第１０回会議 

日 時 平成 28年 3 月 27日（日) 13:00～14:10 

場 所 印西地区環境整備事業組合 ３階大会議室 

出席者 
委員：６名（松崎区未選出）、事務局：６名、関係市町：３名、 

コンサル：４名 

配付資料 
印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会 

第１０回会議資料ほか 

主 た る 事 項 

１．開会 

 会議録署名は加藤副委員長と齋藤委員を指名。 

 

２．会議録について（第９回会議） 

(1) 次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会第９回会議録（概要版・全文会議録）につい

て、事務局より説明。 

 

３．施設整備基本計画検討委員会第１０回会議の報告について 

(1) 次期中間処理施設整備事業施設整備基本計画検討委員会第１０回会議の概要について、事務局

より説明。 

 

４．地域振興策に関する意見書について 

  意見書の提出なし。 

 

５．答申書（案）について 

(1) 答申書（案）について、事務局より説明。（収益事業の検討はコンサルより説明） 

(2) 委員長挨拶文の「はじめに」の記述について、これまでの検討経緯からすると、「暮らしやすく 

快適なまち」は「暮らしやすく持続できる快適なまち」としたほうが良い。 

⇒意見のとおり修正。 

(3) 1-(3)-16ページの環境図書室の概要欄について、「廃棄物（特に３Ｒ）」は「循環型社会・廃棄 

物（特に３Ｒ）」としたほうが、当検討委員会として相応しい表現になる。 

⇒意見のとおり修正。 

 

６．その他（委員挨拶から要点抜粋） 

(1)現状の相続制度や農業経営の実態からすると、今後、里地里山の地権者が拡散し、資材置き場等 

のバックヤード的な土地利用に移行するのが目に見えていることから、里地里山の良好な景観と 

機能を維持すべく、地権者組合などを設立し、権利を集約した上で里地里山を維持・管理・活用 

する仕組み作りが求められる。この点は、建設候補地の用地にも当てはまることなので、専門家 

のアイデアを活用するなどし、地権者をサポートしてあげることが必要だと思う。 
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(2)思いもよらぬ所有権の移転や、相続による権利者の拡散は、他の公共事業でも問題となったケー 

スがあることから、意見のあった地権者組合などの設立も含め、適切な対策をお願いしたい。 

(3)吉田の里地里山の自然学習のお手伝いをボランティアでできればという夢を抱いているので、何 

かお役に立てるようなことあれば、声を掛けていただけるとありがたい。 

(4)印西地区の全住民に、地域振興策の展開を含む次期中間処理施設整備事業は地域活性化の起爆剤 

であり波及効果が印西地区全域に広がることを理解していただく必要がある。せっかく素晴らし 

い答申書がまとまったのに、絵に描いた餅で終わってはいけない。印西市の市長、関係部署及び 

市議会の理解と手腕に期待している。また、できるだけ国県の財政的支援を受けられるような知 

恵出しも期待している。 

(5)吉田区は過疎化が進み若い人がどんどん外に出ていることから、地元の住民達はいかにこの吉田 

区を維持していくかについて、日頃から本当に危惧している。吉田区は旧印旛村時代から行政区 

域の端に位置していることから、「自分のことは自分でしないと何ともならない」という気持ち 

が歴史的に脈々と受け継がれている。よって、今回、地域として次期中間処理施設整備事業を逆 

にチャンスと捉えたのだと思う。委員の皆様が「検討委員会に参加して本当に良かった」と思っ 

ていただけるような素晴らしい地域振興策を展開したいと心より考えている。 

(6)答申書にまとめた地域振興策のアイデアは断片的なものだが、うまく有機的な結合ができれば、 

事業そのものが意思決定力を持つものに育つのではないかという期待をしている。 

(7)意見があったように、地域振興策のアイデアはエレメントとして多く抽出されたが、今後、一つ

の有機体にきちんとつくり上げていく必要がある。また、土地の所有は大別すると個別所有と共 

有の２つだが、実はその中間が色々ある。代表的なものとして総有（コモン）が挙げられる。こ

の考え方は人口が減る社会の中、都市も農村も関係なく必要になると思う。総有はコミュニティ

ーによる地域の土地のマネジメントをいかに上手に進めるかが問われるが、昔の入会地のような

総有は現代ではうまくいかないので、いかに上手に近代化するかが実は大きな課題となる。今後

は、何をするのか検討することも重要だが、以前説明した３ポイントアプローチ（デザイン・ス

キーム・ビジネス）の内、スキームの部分も重要となる。つまり、どういう所有関係、どうい 

う資金状態、どういうやり方で事業を進めるかという点である。吉田区では上手に事業を進めて 

いただけると思うので、今、我が国が地方創生など色々な形で直面している問題のパイオニアに 

なるのではないかと期待している。 

 

７．閉会 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 傍聴者 ： ５名 
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（２７）委員意見の概要 

 

 

 地域振興策を調査審議した「地域振興策検討委員会」の委員意見

の概要を参考までに添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

資料 頁 

第２回会議 委員意見の概要 2-（27）-1 

第３回会議 委員意見の概要 2-（27）-6 

第４回会議 委員意見の概要 2-（27）-11 

第５回会議 委員意見の概要 2-（27）-20 

第６回会議 委員意見の概要 2-（27）-26 

第７回会議 委員意見の概要 2-（27）-30 

第８回会議 委員意見の概要 2-（27）-34 

第９回会議 委員意見の概要 2-（27）-38 

第 10回会議 委員意見の概要 2-（27）-44 

 

 

 

 

  



委員意見の概要（第２回会議） 
 
 
地域振興策の検討ポイントについて 
 
●地域に求められる将来像に、「誇り」とともに「持続可能性」を加えるとより良い。 
 
●建設候補地は千葉ニュータウンだけでなく、佐倉方面にも近いので驚いた。 
 

●吉田区に限らず印西地区は、農業が魅力的な資源である。 
  
●厳密なマーケティングをやるべきというわけではないが、農業振興策を考えるにあた 
り、農業の担い手人数がどの程度なのか把握したいことから、吉田区の年齢構成や農 
業従事者数の大まかな傾向を調査報告してもらいたい。 

 
●「吉田区は三つ葉が特産で生産技術が高い」というようなローカル情報は、地域活性 
化考える上で非常に大事な情報である。 

 
●地元の方々が大したことではないと思うことが、実は大事な地域資源である場合が多 
い。 

 
●緑豊かな里地里山の風景は非常に貴重なものである。吉田区の里地里山の保全状況は 
高い水準にあると思う。ただし、資材置き場やヤードなども散見するので、そうした 
状況を上手く処理しないと、里地里山が荒れてしまい地域の価値が衰えて魅力がどん 
どんそがれていく。よって、景観対策的なことを地域の課題の一項目として掲げるべ 
き。 

  
●地方創生における成長戦略がどこまで続くのか分からない中、施設の維持管理費で子 
孫に大きな負担を残さないよう、現実的な問題として地域に求められる将来像に「経 
済効率性」も考慮する必要があると思う。そうしないと、せっかくの地域振興策が机 
上の空論で終わってしまうと思う。 

 
●「持続可能性」は、経済も含んだ概念なので、地域に求められる将来像に「持続可能 
性」を加える場合、「経済効率性」も包含される。 

 
●組合の管理者が変わった途端に政策も変わってしまい、地域振興策の青写真がグレー 
写真に戻っても困るので、これから検討委員会でしっかりとした議論が必要となるが、 
大事な点は吉田区の住民を第一に考えながらも、住民税を払っている印西地区住民が 
納得する内容にすることだと思う。 
 

●吉田区だけを見て地域振興策を検討するのではなく、印西地区全域との共存や助け合 
いに繋げると良い形となる。 

 
●参考までに、例えば「印旛沼周辺の観光レクレーション計画」、「サイクリングコース 
整備計画」、「レクリエーションルート計画」、「農村地域の整備・保全計画」などがあ 
れば、資料提供してほしい。 
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●地域資源はしっかりと調査したほうが良い。 
 
 
地域振興策の検討スケジュールについて 
 
●９月５日に開催する第１回周辺住民意見交換会では、できるだけ地域の尖った人達（独 
創力・行動力を有す）から貴重な情報を集めてほしい。 

 
●第１回周辺住民意見交換会は、地域振興策のパッケージ化がある程度終わった段階で 
開催すべきだと思う。 

 
●第１回周辺住民意見交換会は、今後の審議の状況を見てから開催時期を決定すること 
で良い。 

 
●第１回周辺住民意見交換会では、地域振興策パッケージの中間報告に止め、地域住民 
の反応を見たほうが良い。 

 
●９月の時点では、検討委員会の審議内容が地域住民の想いに追いついていない可能性 
もある。 

 
●ある程度審議が纏まってから第１回意見交換会に臨まないと、以後の検討が錯綜する 
可能性があるので、地域振興策のパッケージ化がある程度終わった段階で開催するこ 
とに賛成する。 

 
 
地域振興策に関する吉田区のブレーンストーミング結果について 
 
●箱物で地域活性化に成功した事例を個人的には余り知らないが、小さな特化型の施設 
を集積し、結果的に多くの人が利用できる環境の実現として、地元の方々が生産した 
野菜や果物などの特産品を直売し、また、特産品を加工した漬物やアルコール飲料を 
販売している道の駅は評判が良い。 

 
●吉田区のブレーンストーミングで出されたパラグライダーやサイクリング関係施設 
は、他地区の一般住民からするとぴんとこないかも知れないが、若者を惹きつけたい、 
新しい出会いを増やしたい、家族ができれば良い、こうした切実な想いがこもってい 
る。 

 
●吉田区内の共同井戸の水質検査を数年前に２回実施したが、水質はとても良好であっ 
た。 

 
●地域振興策が上手く進むと相当数の方々がサイクリングに赴くと思う。 
 
●様々な経歴の委員で構成されている委員会なので、更に良いアイデアをできるだけ出 
してほしい。 
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●印西地区は環境ＮＰＯをはじめ個人レベルであっても環境学習や自然学習に取り組み 
たい方々が多く居住していることから、次期中間処理施設の一部を環境学習のスペー 
スとして活用することを考えたら良いと思う。 

 
●防災機能も環境学習も公共的な要素が多いと思うが、大震災のときに防災機能を持た 
せたある内陸の道の駅では、全国のボランティアがそこを拠点にして寝泊まりし、沿 
岸部の被災地へ応援に駆けつけたという立派な実績がある。印西地区住民が安全に避 
難できる場所、子ども達が環境学習できる場所という発想は良いと思う。 

 
●若者を呼び込みたいという気持ちは切々と伝わるが、少し若者側に寄っているように 
思う。一方では健康でいかに寿命を全うするかということが最大のテーマだと思う。 
高齢化社会が進む中、若者向けのスポーツ施設ばかりではなく、高齢者が元気に楽し 
く過ごせるということが一つテーマになる。 

 
●吉田地区とその周辺地区は、とても素晴らしい環境だと思うので、一帯を環境学習の 
一つのフィールドミュージアムとして考え、清掃工場と関連施設はその中核施設とい 
う位置付けが良いと思う。 

 
●吉田区のブレーンストーミングの結果は、様々なアイデアが詰まっており、考え方も 
含め大変素晴らしい内容だが、次世代と現世代への配慮におけるベストミックスの他、 
地元地区と印西地区全体のメリット享受におけるベストミックスも必要だと思う。地 
元地区に特化した部分と、印西地区全体への寄与が両立する地域振興策が最も理想的 
だと思う。 

 
●様々なアイデアや機能をインフラとして一つに纏めることで、健康や癒しに関するサ 
ービスを若者からお年寄りまで幅広く提供する複合的な温浴施設となる。また、国や 
県の予算を使える余地がある。 

 
●清掃工場からの余熱は防災に役立てることのほか、地域創生に関し大事なこととして、 
農業を含めた産業振興に役立てても良い。また、蓄熱エネルギーの活用を含めて企業 
を誘致できた際は雇用創出にも繋がり、地元地区だけに限らず印西地区全体へ寄与が 
広がる。 

 
●インフラ整備や建物整備はもちろん大事だが、ソフトとして例えば地元住民が使える 
買物券、介護タクシーのパス、バスの割引券などで地域を支援することも新たな地域 
振興策になると思う。 

 
●吉田区のブレーンストーミングの結果は、地域住民にしか考えつかないようなところ 
があると感じた。 

 
●道の駅、サイクル駐輪場、サンセットスパ、健康増進施設などを一体的・拠点的に整 
備する考えが吉田区にはあると思うが、一体的に相当な面積が必要になることと合わ 
せオオタカが営巣している可能性のある周辺の谷戸の保全も含めて考えると、適切な 
土地利用を計画的に進める必要があると感じた。 

 
●ある程度予算の枠が示されないと具体的な検討は難しい。 
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●農作物は、直売するよりも、料理するよりも、特産品を加工して売ったほうが大きな 
利益を得ることができる。 

 
●吉田の特産品としては、歴史的に三つ葉が有名だが、現在は三軒の農家が生産してい 
る程度の規模である。 

 
●特産品は特別な品種である必要はなく、例えばキュウリが美味しければ立派な特産品 
である。 

 
●現状は、決定的に農家の後継者不足である。 
 
●農作物が売れれば必然的に後継者は現れる。 
 
●今後、ＴＰＰの関係で海外の農産物の輸入が増えると思うが、消費者が安心できる農 
作物として、例えば「ちばエコ」の基準や、より厳しい「ＪＧＡＰ」の基準により農 
作物を生産し、特徴を打ち出すことも考えられる。 

 
●「ＪＧＡＰ」などは、利益に結び付くのであれば地域の農家が取り組むと思う。 
 
●地域振興策のイニシャルコストを行政が負担し、運営は吉田区が自前で行うのが理想 
的である。 

 
●施設の修繕を誰が負担するのか心配である。行政は施設を整備した後に客のニーズ・ 
嗜好・動向に合わせた対応はしない。 

 
●当たり前のことだが、売り上げを増やすためには大きな施設規模が必要となる。 
 
●雇用創出という目的がある反面、大きな利益を得るためには、雇用条件の悪いパート 
を雇う必要があることから、取り組みの矛盾を解決する必要がある。 

 
●運営はもちろん吉田区が中心になると思うが、働き手が不足するのであれば、広く印 
西地区から募集することでも良い。 

 
●利益を上げることに関しては、小さく産んで大きく育てるという発想が大事だと思う。 
 
●小さく産んで大きく育てるのは分かるが、清掃工場の補償事業として考えた場合、育 
てることに関してどのように行政側が対応するのか分からない。 

 
●行政側で例えばスポーツ振興事業を進めると決めて、具体的な展開は民間で進めると 
いう取り組み方は難しい。 

 
●最終的に吉田区が期待しているのは雇用創出と収益だと思う。雇用創出は行政側から 
の委託事業なども考えられるが、収益に関することで行政支援を受けるにはテクニッ 
クが必要となる。 

 
●運営は吉田株式会社で行うことで良い。第三セクターは発想が古い。 
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●吉田株式会社で儲かる仕組みを構築できれば構わないが、どの民間企業も手掛けて 
いない事業を経営するにあたり、吉田株式会社の株主がそのリスクを背負えるかどう 
か疑問である。吉田株式会社が全てのリスクを背負うことはリスキーだと思うので、 
恐らく区の総会で纏まらないと思う。 

 
●印西市・白井市・栄町からの大きな財政負担も難しいと思う。 
 
●運営に関しては、吉田株式会社と行政側の兼ね合いを考える必要がある。 
 
●施設は行政側で整備することで良いが、運営に関しては首長の交代や補助金の制度変 
更などのリスクがあるので、行政側に頼れないのではないのかと危惧する。 

 
●印西市に進出している企業から運営費を助成してもらい、民で運営すれば良い。 
 

以上 
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委員意見の概要（第３回会議） 
 
 
施設整備基本計画検討委員会第３回会議の報告について 
 
●次期中間処理施設の稼働開始予定年度は平成４０年度とのことだが、地域振興策の展 
開として先行できるものは速やかに進めるという姿勢を持たないと、地域が期待する 
成果が得られないと感じる。 
 

 
地域振興策のアイデアについて 
 
吉田区の課題と解決案について 

 
 
●地域振興策のアイデアとして、レンタサイクル、クラインガルテン、食品加工など色々 
あるが、究極的なわかりやすい目標として、例えば年収４５０万円で５０人の雇用と 
した場合、里地里山で人を集めることができても収入にはほとんど寄与しない。基幹 
収入がないと農業対策も難しい。 

 
●里地里山で人を集め、外食店や温浴施設でお金を落とすという構図が考えられる。 
 
●清掃工場が最も景観に対して負荷を与えるが、隣接する森にオオタカが営巣している 
可能性があること、エアポケットのような広大な台地、台地からの眺望などを考える 
と、地域振興策は、そうしたランドスケープと整合させた景観計画・環境計画に基づ 
いて展開すべきことを明記したほうが良い。 

 
●周辺の地形や自然との調和など、空間の特性に応じた地域振興策の取捨選択及び配置 
が求められる。 
 

●地域振興策はリストとして相当のボリュームがあるが、全部を展開するのではなく、 
地域の空間特性を酌み取りながら個々の策を配置検討する作業が今後必要となる。 
 

●今後、街並みのデザイン構造・原則を整理したい。 
  
●清掃工場を誘致した吉田区とその周辺に特化した地域振興策が中心となるのは当然だ 
が、農業政策は吉田区だけの問題ではなく、印西地区全体に関わる問題だと思う。 

 
●吉田区にメリットのある地域振興策を展開するのか、それとも、広く印西地区全体の 
グランドデザインの中に位置付けるのかをまずは仕分けないと、検討が錯綜し現実化 
しないと思う。 
 

●吉田区が合意できる地域振興策が纏まらなければ、候補地としての応募を取り下げる 
場合も考えられる。 

 
 

一括審議 
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●市全体の政策がないと吉田区の政策はできないということはない。逆に農業振興など 
は、吉田区における取り組みが一つの突破口となり市全体に広がる場合もある。 

 
●今後、管理者が交代し政策が変わると歪みが生じる可能性がある。また、現状の地元 
における理解と協力の度合が将来的に異なってくる可能性もある。 

 
●将来的な変化は腐心するところである。吉田区のメリットを追求しながら印西地区全 
体の賛同を得るにはどうしたら良いか、非常に難しい課題である。 

 
●吉田区だけのメリットでは印西地区全体の合意形成はスムーズに進まないし、印西地 
区全体のメリットでは吉田区の合意形成は進まない。また、メリットが生まれる時期 
が相当先だと現世代の了解を得ることは難しい。 

 
●里地里山の保全活用は大きな事業費を必要としないと思うが、地元住民が里地里山に 
対して価値を見出し本当に残したいと思うかどうか疑問である。 

 
●里地里山の価値や存続は地元住民云々ということではなく、印西市が関係条例を制定 
するなど、行政側の関わり方や、印西市住民の意識次第で大きく変わると思う。 

 
●里地里山の保全活用は、地域振興策を検討するにあたって核となる要素である。 
 
●先程意見のあった「ランドスケープと整合させた景観計画・環境計画に基づいて展開 
すべき」ことは、里地里山の修景と関連するので、今後、大原則のようなものは議論 
する必要があると思う。 

 
●和食が世界遺産として世界に通じることと同様に、里地里山は現代的価値から言うと 
重要な資源であり世界に通じるものがあるので、今後、里地里山の価値は増々高まる。 

 
●意見書にあった「半農半Ｘ」に関し、里地里山の風景を保つことと農業振興の話は簡 
単に解決できるものではない。農業経営の規模の大小による良し悪しは一概に言えな 
いものの、首都圏に最も近い台所と言われている中、きちんと信用できる風景の中で、 
信用できる人が農作物を生産していることが凄く重要である。 

 
●これだけ首都圏や住環境に近接した里地里山を保全することは絶対条件というか、名 
刺の替わりになるようなものであり、地方の過疎地域や山間地の里地里山とは全然違 
う価値があると思うので、経営資源として重要な要素だと思う。 

 
●農業の問題から見ると、周辺にゴルフ場が多いことはプラスの面とマイナスの面があ 
る。 

 
●農業は本当に複雑な問題があるので、何でも極端にイエス、ノーで考えることではな 
いが、里地里山を活かしていく方向は賛成であるものの、里地里山は絶対条件という 
社会的価値が既に出てきている中、里地里山が万能な武器になるかというと、そうで 
はないという状況がこの地域にはある。よって、様々な意見を組み込んで検討を進め 
ることが重要だと思う。 
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●里地里山をどのように活かすかということを考えた際、この地域の谷津田の風景や価 
値は素晴らしいと思うが、現状において外部の人が来訪していないことを考えると、 
冷たい言い方をすれば、観光的な価値はそう高くない。また、ホタルの復活について 
も、現状で生息していないのは何か特別な事情があるような気がする。よって、地域 
振興策として里地里山に手を加える価値があるかどうかについては、冷静に判断する 
必要があると思う。 

 
●里地里山の保全活用が、観光資源としての価値とどのように結びつくのかがポイント 
となる。 

 
●この地域の里地里山は、目で見た風景としてはかなりの高いレベルの価値があると思 
うが、見た目だけではなく、環境学習の場やレクリエーションの場としても活用しな 
いと真価を発揮できないと思う。なお、印西地区には環境問題に熱心に取り組む住民 
が比較的多い。 

 
●印西地区の住民と里地里山をどのように結びつけるかにあたり、清掃工場整備の関連 
事業というチャンスを活かし、皆が羨むような都市近郊の里地里山と集落景観を散策 
できる環境の整備を是非行うべきだと思う。 

 
●里地里山へ頻繁に自転車で赴くが、谷津田の中に入ると台地の斜面が完全な緑に覆わ 
れており、一つの劇場・小宇宙のように感じる。この地域の谷津田は、高圧線などの 
人工物が全く目に入らず、なおかつかなり奥行が深いので、変化に富み面白い。北総 
台地の縁辺部の中でも原形が保たれたとても良好な景観だと思う。 

 
●印旛沼周辺の状況を見ると、特に吉田区周辺に緑が多いと思う。広域的な観点から見 
て保全を基本としながら、いかに付加価値や文化面において様々な智恵を引き出せる 
かが重要な点だと思う。里地里山と一口に言ってもその中で特にシンボル的に大事に 
していくべき場所だと思う。また、新川も空間的には非常に大切な場所だと思う。 

 
●この地域は、割と親しみが持てる空間が広がっている。建設候補地の周辺に広がる土 
地も周りが森に囲まれており、魅力的で実に心地が良く、気持ち良く農業を営める場 
所だと思う。ただ、それ自体は観光資源にはならない中、皆に魅力のある場所だと思 
ってもらうために、結論的には雇用の創出が必要である。清掃工場を核にして、里山 
学習・環境学習のメッカにすることや、広域から赴くサイクリングの通過地点ではな 
く風呂などを利用していただくことなどを含め、吉田区の里山集落を磨き上げる発想 
が必要となる。 

 
●長期的に考えると里地里山を維持するには、エネルギー、情熱、持続的なお金が必要 
になる。 
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●縁側喫茶は全国的に多く成功している。適当な時間帯におもてなしをして無理なく続 
けられるので、持続性が高いと思う。ただ、雇用も生み出していかないといけないの 
で、例えば里地里山を維持しながら在来種の大豆を栽培し、排熱を利用してブランド 
豆腐を作ることなどが求められる。これは、先行事例があるが成功している。このよ 
うにある程度一極集中の事業経営をするメニューを１つ２つ考えていかないと、なか 
なかお金を生み出すところまで辿り着かない。また、短期・中期・長期的な目線から 
すると、若年層の雇用の場という仕掛けを作り、それをサポートする高齢者というよ 
うな経営設計を景観と同時に考えるケースが近年多い。そのあたりのアイデアは多分 
地元の方がたくさん持っていると思うので、様々な英知を集めることができると思う。 
また、排熱は熱交換して冷気も生み出せるので、栃木で行っている洞窟利用による付 
加価値型の保存・保管事業など、雇用が生み出される里地里山活用みたいなものも、 
仮説でも良いのでそろそろ議論して良いと感じる。そうしたことが線となり、更に面 
としていくためには、ダイナミックな経営的目線が必要になると思う。 

 
●エコからエコノミーとエコロジーに分かれるが、相当早目にエコノミーに手を打って 
いかないと、エコロジーが引っ張られるというような気がしているので、地元の人達 
が自発的な動きの中で経済活動を早く始めたほうが良いという気がしている。１つ気 
になっていることは、農作物直売所を現状の出荷体系の中で経営すると、端境期には 
何も並ばない直売所となってしまう。基本的に農家は市場競争力のあるものしか生産 
しないが、直売所の場合は市場競争力のないものも陳列する必要がある。その場合、 
他の事例を見ると、直売所に適した生産形態となるまでに５年～１０年位の期間が必 
要となる。つまり、事前に準備を進めないと直売所の経営は無理ということである。 
よって、エコノミーのほうも、無理のない範囲で少し早目に手を打ち始めるというこ 
とが地元の皆さんの元気にも繋がるという気がする。 

 
●早目に小さく産んで、付加価値をつけながら大きく育てる工夫が必要であることを実 
感する。 

 
●温浴施設や外食店ができても地域の特産品がなければ困るので、早めに準備を進める 
べき取り組みもある。 

 
●吉田区の農家は後継者問題などを有しており、地域の特産品を安定的に生産及び加工 
することを果たして本当にできるのかどうか見極める必要がある。 

 
●この地域の農業振興は、既に手遅れかもしれないという危機感を持っている。農業振 
興に関する良いアイデアがないものかと思う。 

  
●日本の農業は、農地の集積化と企業化を進めないと難しいことは分かっているが、耕 
地整理するにしても自己負担は莫大であり、なかなか踏み切れないのが実情である。 

 
●これまで耕地整理されなかった小さな農地を逆手に取ることも可能だと思う。 
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●田園の中で様々なことやりたいと考えている個人の方はたくさんいると思う。例えば、 
既に印西市内では非常に見晴らしの良い場所でギャラリーを経営している方、カフェ 
を経営している方、斜面を活かし陶芸の窯を造った方、農家住宅を買い取って陶芸を 
やられている方など、そうした文化的なことを独自にやられている方々がいる。また、 
有機栽培された信頼と安心の地場の食材を朝仕入れているフレンチや中華も増えてき 
たが、若い奥さん方などに限らず、高齢者の方にも評判は広がっているようである。 
吉田区には少し長居してくつろぎたいというような恵まれた環境や場所がたくさんあ 
ると思う。また、印西地区は外部から優秀で腕の良い人達が結構集まってきており、 
そういう人達がある程度纏まってくると、それだけで元気が生まれる。その際の問題 
は里山地区に店舗等が集中し過ぎてしまうことによる水質汚染だが、集落エリアの生 
活インフラの整備とリンクさせながら、新しい人達が入りやすい、新しい人たちが事 
業を起こしやすいようにしていくことが必要だと思う。 

 
●地域コミュニティーに還元するような形となれば、受け入れていけるはずである。 
 
●地元の後継者が定住しやすい住環境のためにインフラを整備するというだけではな 
く、新住民による新しい活動を考え、連鎖を考えながらインフラ整備を進めていくこ 
とも必要だと思う。 

 
●地域振興策のアイデアの一つにクラインガルテンがあるが、現状において家庭菜園を 
やりたい人は非常に増えている。家の目の前に家庭菜園あれば理想的だが、ある程度 
の距離にあったとしても農業指導のある家庭菜園つき住宅というのは最高にセレブリ 
ティーな住宅になりつつある。こうしたことを産業として考えていくと、実は日本の 
農業のあり方の一つの答えでもある。大量化・大規模化は、結局アメリカ型だが、イ 
タリアやフランスでは、極端に言うと農地を集積させるのではなく農作物をブランド 
化していくという方向性であり、その先は観光に繋がってくる。また、近年国内でバ 
ター不足の騒ぎがあったが、そうしたことが頻発することによって、国内で小規模酪 
農や小規模畜産という取り組みが始まってきた。こうした取り組みは地元の人ではな 
く、外から来た人が頑張って始めるケースがほとんどである。そうした経営的な視点 
から農業振興を考えると、必ずしも大規模型にする必要はなく、先ずは吉田版として 
の仮説を考えるべきだと思う。 

 
●ヨーロッパの都市近郊にはクラインガルテンが多く整備されており、幾つか実際に見 
てきた。クラインガルテンを構成する要素は、昼間利用の小屋・野菜・花・芝である 
が、本場の考え方ではっきりしていることは、小屋へ宿泊させないということである。 
また、日本のクラインガルテンのように個人の占有スペースが多いと管理が疎かにな 
った際、雑草が生い茂るなどして見た目が汚いので、公共側の関与が多い公園整備の 
一環として取り組んだほうが良いと思う。 

 
●クラインガルテン的なセカンドハウスを建築し、週末は友達とバーベキューなどをし 
ながら過ごす印西市の裕福な人達を知っているので、建設候補地の近くでクラインガ 
ルテンを展開すると面白いのではないかと考えたことはあるが、どれだけ需要がある 
のかは分からない。 

 
以上 
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委員意見の概要（第４回会議） 
 

 
地域振興策のアイデアについて 

 
 
●環境学習については、２市１町に非常に熱心な方が多いので、余り悲観的にならなく 
て良い。吉田区だけで担うのではなく、２市１町全体の識者に手伝ってもらうという 
考え方で、気楽に考えていただいて良いと思う。また、食育教育や食農教育など、も 
っと幅広い活動の拠点として利用いただくことも大事なことである。 

 
 
地域振興策総合パッケージ（案）について 

 
●贈答米については、企業は虚礼廃止の方向なので、むしろより広く援農という考え方 
が良いと思う。企業の社会貢献として、援農は非常に目に見えやすいボランティア活 
動で、割と各企業は力を入れている。贈答と小さく考えるのではなく、提携した企業 
の社員に食べてもらうことや、追加資料として提出のあった「ハッピー米」、また、里 
地里山との連携からすると、林の下草堆肥を用いた有機農法によるブランド化など、 
もっと幅広く農作物が流通する方策を考えるべき。 

 
●贈答米としているネーミングを再検討すべき。 
 
●建築業者と農家とタッグを組んで、社員が農作物を購入している事例がある。 
 
●千葉県内でも様々な取り組みがあるが、小湊では、某会社の従業員が里山支援に取り 
組んでいる。 

 
●贈答米はあくまでワンオブゼムで、米に限らず農作物を上手くブランド化すれば、ふ
るさと納税の返礼品にもなる。 

 
●国交省が道の駅を認定する要件の中で、防災拠点化ということをかなり持ち出してき 
ていることから、総合パッケージのイメージ図に「防災拠点」を加えたほうが良い。 
受水槽に蛇口を設置しておくだけで非常用の備蓄となることや、トイレで水が使えな 
い際のマンホール型トイレなども考えられる。 

 
●国土強靱化政策の方向性に合致し関係予算も活用できることから、総合パッケージの 
イメージ図に「防災拠点」を加えることに賛成する。 
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●複合的な集客機能を果たす道の駅的な集合体とスパ関係が安定的に稼働すると、一つ 
の大きな歯車となり、他の地域振興策においても非常に良い影響が出る可能性がある 
が、問題点としては、立地条件により集客が非常に左右されてしまうことである。そ 
れは、理念性、シンボル性、ランドマーク性、知名度、行きやすさ、利用しやすさな 
ど、色々な要素が関わってくると思う。この地域の場合、田園的な魅力づくりを今後 
トータル的に進めるということであれば、まず必要条件としてアクセス性が考えられ 
るが、国道16号線から吉田区へ至り、更に通称アジサイ通りを経て日医大方面へ向か 
う県道八千代宗像線が持つ意味は非常に大きいと思う。また、計画市道松崎吉田線は、 
千葉ニュータウンの中央駅ゾーンや牧の原駅ゾーンからのアクセスが極めて良好なの 
で、この２路線と道の駅的な施設をリンクさせること及び２路線の接点のエリアの状 
況も少しアレンジして考えないと、この地域の魅力が活かされず、地域振興策は成功 
しないのではないかと思う。 

 
●道の駅の場合、アクセス性の良い場所でないと本当はいけないのかもしれないが、そ 
うもいかない事情もある、そういう状況をどのように打開するかという課題はある。 

 
●これまで、この地域の地域振興の検討を進めてきた中で、道の駅という概念が示され 
た。 

 
●道の駅という概念は非常に親和性が高いことから、他の全ての地域振興策を吸収する 
ことができるが、この地域の振興を図るための事業が、道の駅を造るための事業に変 
化してしまうことをかなり恐れる。道の駅の認定要件を整えることを目的とするので 
はなく、絶えずこの地域の振興という原点に一度戻って踏み出す、また戻って踏み出 
すというような事業展開をして欲しいと思う。先程アクセス性に関する意見があった 
が、道の駅の立地は車が多く通行する場所が一番良い。最低でも１万台近く通行すれ 
ば何とかなるが、その点を重視するとこの地域の振興のために行う事業が、交通の利 
便性だけで動いてしまう。そうしたことが果たして良いのかどうかという問題も議論 
になると思う。 
 

●地域振興策で掲げる道の駅は国土交通省で定義する道の駅ではなく、道の駅的な施設 
として「的」が入っていると理解している。道の駅というのは検討委員会において便 
宜的に用いている言葉であり、食べる、売る、湯につかる、遊ぶ、色々な機能を持つ 
施設の総称と認識している。 

 
●道の駅を造る前提で出発したわけではないが、地域振興策の検討を進めた結果、道の 
駅の機能に近い施設となったことから、名称を道の駅としたのだと思う。 

 
●結果的に道の駅の認定を受けると、恐らく入場者が二、三十万人上乗せされると思う。 
道の駅はそうした大きなパワーを持っているが、余りなぞらないような形で検討を進 
め、最後に道の駅という名称をかぶせるという位の考えでいたほうが良い。 

 
●道の駅という固定したイメージで固まってしまい、多面的に検討を進めている複合施 
設が矮小化されてしまう恐れもあるので注意したほうが良い。 
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●道の駅としての事業に流れてしまう危険性は重々承知しているが、懸念した点は道路 
である。県道八千代宗像線と計画市道松崎吉田線の交差点付近の状況、計画市道松崎 
吉田線の構造、幅員、歩きやすさ、安全性、サイクリング道路としての可能性のほか、 
地域振興策を台地上だけではなく台地の上下で展開することなども分析して検討を進 
めることは大切だと思う。 

 
●道の駅は、認定さえ受けてしまえば抜群の宣伝効果がある。栃木県で利用した道の駅 
は主要道路ではない道路をアクセス道路として使っていたので、道の駅は色々なパタ 
ーンがあるものと認識している。 

 
●道の駅的な施設は、複合施設として位置付けないことには一歩間違えると単なる農産 
物販売所で終わってしまう。 

 
●来月開催する周辺住民意見交換会の場で、道の駅的な構想も説明すると思うが、住民 
側が持っているイメージ・希望・期待値と、道の駅的な複合施設という壮大な構想と 
の間にギャップが生じるのではないかという懸念を持っている。具体的には、住民側 
は行政の全面的な支援を前提とし、行政側は住民の主体的な取り組みを前提としてい 
ることである。そうした部分で混乱が生じ、住民側から拒否反応が示されることを心 
配する。 

 
●夢を膨らませて現実化していくというプロセスに行ったり来たりがあって良いと思 
う。 

 
～以下、吉田地区周辺の航空写真を囲んだディスカッションより～ 

 
  
●この総合パッケージを吉田区の住民が見たら、素晴らしい、生まれ変わるといった夢 
物語になってしまう。 

 

●総合パッケージの整理は必要である。 

 

●民間のリゾート開発業者と組んだ一大リゾート自然公園開発であれば良いかもしれな 
い。行政の相当なバックアップも必要である。 
 

●台地の上下に施設を分散させて屋外エスカレーターなどで繋ぐ施設配置の考え方もあ 
るが、事業費が高額になることから台地の上に施設を集約させることでも良いと思う。 

 
●計画市道松崎吉田線が重要な要素になる。この路線が完成しないことには事業が進ま 
ない。 
 

●道路は完成するので心配ない。それよりも、どこを通すかが重要である。 
 

●泉カントリー倶楽部の進入道路は、良いアプローチである。 
 
●泉カントリー倶楽部の進入道路の勾配は、非常に良い。 
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●現状でばらばらになっているエレメントを纏めると、全体として社会的・歴史的な要 
素を含むある種の公園のようなものとなるが、フランスで有名になったエコミュージ 
アムとして、地域全体を丸ごとミュージアムのように整備していくという考え方があ 
る。日本語に直すと「地域丸ごと博物館」といった表現になるが、集落内における事 
業展開も含め、そうした形でくくると良いと思う。例えば道路整備について、生活利 
便性向上のための整備ということではなく、「地域丸ごと博物館」としていくための措 
置として整理すると、ばらばらになっているエレメントが一つに纏まると思う。また、 
「地域丸ごと博物館」のようなネーミングは、「里山ミュージアム」など他にも色々考 
えられる。地域のブランド化に適したネーミングになると良い。皆で抽出した要素が 
点々と挙がっているので、何とか一体にすべきと思う。 

 
●今、国が進めている地方創生をこの地域でも進めなければならない。例えばこの地域 
を特区的なものに指定し、新たなモデル事業として進めると地域が生きてくる。 

 
●特区というのは、今の制度をクリアするための措置だが、特にその必要はないと思う。 
 
●特区の必要はなくとも、印西市を含め地方創生の案は出さなければならない。 
 
●計画市道松崎吉田線は松崎区をまたぐので、不安がある。 
 
●噂レベルだが、松崎区は大分軟化してきているということを聞いている。 
 

●人が来て、汗をかいて、お風呂に入って、食事をして、夕飯のおかずや新鮮な野菜を 
買って、要するに人に来てほしいための環境学習、食農教育を考えるべき。 

 

●手間の掛かる林内の下草刈りなどは、外部の「吉田友の会」に担ってもらうことも考 
えられる。 

 
●印西地区には、活発に下草刈り、間伐、また、農作業まで行っているＮＰＯ法人があ 
る。 
 

●お風呂だけでは人は来ない。環境学習などの場でもあることから人が来るという構造 
だが、直接的な収益のある取り組みと、付加価値を与える取り組みを一緒にしてしま 
うとまずい。 
 

●今、ソフトウエアの話と、小さな附帯施設の話と、大きな施設の話が混在してしまっ 
ているので、ＫＪ法で囲っていく必要がある。例えばお風呂があって、道の駅の直売 
所があるとしたら、その連携がどのようにとれるのか、また、その他に何が関連する 
のかなどを議論したほうが良い。周辺住民意見交換会を心配する意見もあったが、こ 
れだけアイデアがある中、実際に何を展開するのかと聞かれたら困ってしまう。 

 
●これを見たら地元は大変なことになってしまうと思う。 
 
●吉田の方が挙げた策から一遍並べてみて、少し整理する必要があると思う。 
 
●吉田の住民がこの振興策についてこられるか心配である。 
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●たくさんのアイデアがあるが、地域に事業を引っ張る人材がいるかどうかというのが 
少し心配である。排熱を利用する先端農業を展開するにしても、吉田だけではなく印 
西地区全体の有能な方、意欲のある方が取り組んでも構わないと思う。 

 
●この手の事業は、特に初期段階においてリーダーシップのある人、熱意のある人がい 
ないとなかなか進まない。吉田区の皆さんが主体的に取り組むことが一つのコンセプ 
トになっているが、逆に負担になってしまってはいけない。周辺住民意見交換会で、 
「施設の割引券だけもらえば良い」、「上下水整備だけやってくれ」、「神輿直してく 
れ」などと言われかねない。 

 
●他の地域振興策は良いが、サンセットスパ＆リゾートは、将来的な老朽化を含め大き 
なランニングコストが掛かる。また、来場者数に不安がある。 

 
●サンセットスパ＆リゾートは、地域振興策の目玉である。 
 
●まだ事業スキームの検討まで進んでいないが、官がやろうが、民がやろうが、集客で 
収益を上げて、維持管理や保守なども含めて、きちんと経営しなければならない。 

 
●人材も必要だし経営もしなければならない。 
 
●将来的な修繕や模様替えの際、どこが運営するにしても当然積み立てをしておくこと 
は必要だと思う。 

 
●印西地区内の民間温浴施設と比較すると立地条件は良い。 
 
●立地条件は他地区に負けていない。 
 

●温浴施設に赴くということは、自宅では味わえない非日常を求める場合が多いので、 

台地からの眺望と解放感に優れることは最大の特徴だと思う。 

 

●印西地区内及び周辺の民間温浴施設は多くの集客があるが、この台地は自然環境を活 
かしてのんびりできることが、他にはない要素だと思う。なお、当該民間温浴施設は 
温泉のケースが多い。 

 
●温泉があったほうが、集客的には良いと思う。 
 
●温浴施設は割とマーケティングが簡単で直ぐに答えが出ることから、早めに専門会社 
に依頼したほうが良い。 
 

●大手のリース会社がシステムを持っており、採算が合うかどうか分かる。 
 

●この事業の場合難しいのが、単に採算だけで考えるべきことではなく、後々のことを 
心配しなければいけないものの、地域振興を考えることである。 
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●複合施設として展開するとなれば一遍にはできないなので、最終的な形を掴みながら 
優先順位を持って取り組むことを住民に説明する必要がある。展開する第一段階とし 
てはサンセットスパ＆リゾートが考えられると思う。 

 
●一概には言えないが、道の駅と温浴施設は相性が良い。全国的にはかなり集客してい 
る。 

●吉田区に農家が少ないことに少し驚いた。 

  

●農業の担い手問題を含め、10年後に果たして谷津田の美田が残っているかとても心配 
している。手を打つ時期は恐らく今だと思うが、具体的にはなかなか難しいところが 
ある。極端な話、現状の谷津田の美田は奇跡だと思っている。 

 

●印西市には色々な優良企業が進出しているので、そこに勤務する人達が農作業で汗を 
流す場として、早めに提携してほしい。 

 

●室内で研修ばかりしているのではなく、こういった場所に連れ出し農作業を行うほう 
が良い。 
 

●意見書にあった学校機能としてのスコーラは、地域振興策として取り組むべきことで 
あることを決定して良いと思う。 

 

●スコーラは良いと思う。学校の意義は、ただ農業だけというよりも、環境学習となる。 
 

●吉田区には少数の専業農家しかおらず、周辺の集落も同様であることから、単純に直 
売を主体にした道の駅では、将来の世代が経営不振にあえいで、そのうち閉鎖するの 
ではないかと頭によぎる。よって、普通の道の駅ではなく付加価値をつけた話題性が 
求められる。 
 

●志の高い道の駅にすべきです。 
 

●道の駅は、その名前を掲げているだけであり、各駅で個性がある。その個性を構成す 

る要素を束ねるにあたり、スコーラという学校機能の概念は優れている。先程の「エ 
コミュージアム」は、分散配置されている事業や施設を統合して動かしていくための 
仕組みと考えると良いと思うが、日本語にすると「地域丸ごと博物館」と表現さて、 
建物になってしまう。例えば祭りであっても有形のもの、無形のものがあり、それを 
束ねていくための機能がここに纏まるという理解だと思う。よって、タイトルの中に 
具体的な名前が入ってしまうといけないが、「学校」は凄く束ねていきやすい気がする。 

 
●スコーラの頭に吉田を付けるなど、何々スコーラとしたほうが良い。 

  
●高松丸亀町には、私が社長をしている「まちのシューレ963」というのがある。シュー 
レはドイツ語の学校だが、スコーラやシューレは良いと思う。「何かな」と思って来訪 
すると思う。「まちのシューレ963」は、讃岐のもの３分の１、四国のもの３分の１、 
世界から良いもの３分の１を集めたライフスタイルショップで、中に入るととても気 
持ち良く、何時間も買い物をしているという場所である。 
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●神崎の道の駅は賑わっているが、やはり行くとわくわく感がある。発酵のまちという 
ことで売っていることもあるが、神崎にわざわざ行かなければ買えないものもある。 

 
●地方創生に関する補助事業の対象となれば、関係市町の負担が減る。 
 
●地方創生の取り組みが、あと10年続くかどうか分からない。 
 
●10年はもたないと思う。 
 
●政権によって変わるが、取り組みの名前は変わっても、テーマは変わらない。 

 
●管理者が代わるなど周辺の状況が変わったときに、せっかくのアイデアが振り出しに 
戻ると残念なので、早目に網を掛けてしまったほうが良いと思う。 

 
●吉田株式会社が電気事業者と組んで、売電事業を行うことも考えられると思う。 
 
●売電の自由化は進んでいるが、有資格者の確保など電気事業法の縛りは非常に厳しい 
ので、電力会社に売るのが一番儲かると思う。地域振興は熱利用が中心となる。 

 
●やはり吉田特産の植物工場をやるしかない。 

 

●総合パッケージのイメージ図に、余暇交流イベントを掲げているが、これに観光を加 
えると良いと思う。訪日外国人も含め、外国人は結構こういうところが好きだと思う。 
国外のパンフレットで紹介されると、特にアジアやヨーロッパから結構来ます。 

 
●そのうち、英語表示板や通訳が必要になるかもしれない。 
 
●泉カントリー倶楽部の社員と付き合いがあるが、泉カントリー倶楽部の客は、恐らく 
95％が東京の人である。ほとんど地元の人はいない。支配人の夢を語ってもらったが、 
できればお父さんだけが来るのではなくて、お母さん、子供も一緒に来て、お母さん、 
子供は近くで遊び、お父さんはゴルフをして一緒に帰るようなことができれば良いと 
いう話をされていた。 

 
●集客施設、集客ゾーンができるということは、しっかりとしたアプローチ動線を考え 
る必要があると思う。県道八千代宗像線と計画市道松崎吉田線の交差点部をポイント 
として押さえるべき。この交差点部は目立つ場所に位置することのほか、車両の滞留・ 
集中を処理しやすい。また、集客施設へ向かう右折レーンを設置するなどの工夫を考 
えておかないといけないと思う。また、泉カントリー倶楽部の進入路は、シンボルロ 
ード的に上手く活かすと、素晴らしい地区という予感を持たすことのできる理想的な 
集客施設アクセス道路になると思う。集客施設アクセス道路は、ランドスケープを考 
えながら記憶に残る入口の仕立てが必要だと思う。また、広大な台地内については、 
各ゾーンの特色や潜在的な性格を活かした施設配置を行い、循環動線の考え方をしっ 
かりと持つべきだと思う。また、清掃工場へのアクセス道路は、一路線ではなく循環 
可能な二路線による動線計画を考えるべきだと思う。以上による検討を行うことで計 
画イメージが明確となり、各エリアを活かせるプランニングに繋がると思う。 

 

2-(27)-17



●集落の環境改善と合わせて、地域住民がこのプロジェクトに参加する方法を考えたい。 
 
●地域丸ごと博物館として、インフラも含め美しい印西の集落の典型をきちんとつくる 
必要がある。 

 
●今後、どのような地域振興策が具体化するか分からないが、集落内は別として台地上 
に新たに整備する施設の排水先は下水道が望ましい。 

 
●周辺住民意見交換会では、フィールドミュージアムなどの全体構想を掲げて説明した 
 ほうが良い。 
 
●地域振興策の各策は、重要なエレメントと小さなエレメントが混在しており賑やかだ 
が、重要な柱は限定されている。 

 

●通常こうしたプロジェクトの基本構想は、フィールドミュージアムやスコーラなどの 
大きなコンセプト、各ゾーン及び主要施設の整備基本方針、動線計画及び具体化する 
手法を纏める。 

 
●周辺住民意見交換会では、地域の方々が地域振興策に対しどのように参画するのか説 

 明したほうが良い。 

  
●地域振興策に全国公募による外食店があるが、できる限り地域の方々で取り組んでほ 
しい。 

 

●当面は現世代が取り組んでも、将来的には次世代が取り組むこととなる。よって地域 

振興策への参画の仕方は最も悩むところである。 

  

●人材不足を懸念する声があると思うが、事業が始まると人材は集まってくる。 

 

●地域で人材が不足すれば３市町の住民から求めても良いと思う。 

 

●人材を３市町から求めることは、何のための地域振興だとなりかねない。 
 
●人材を３市町から求めても、施設は吉田区にあるのだから地域の振興になる。 

 いやいや、吉田区にあるから。 
 
●地域の人達は、自主的に関与すべき。 
 
●会社経営する役員は無理だが社員は希望する人、パートの掃除係を希望する人など、 
資質もあることから、関与の仕方は人それぞれである。 

 

●個人的には吉田株式会社として取り組むイメージが強いが、そうした受け皿の中で、 
暇な時間に掃除しても良いとか、リサイクルの選別で小遣い稼ぎたいとか、色々なパ 
ターンがあって良いと思う。地域だけでは人材が揃わないのであれば、３市町で考え 
れば良い話だと思う。 
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●地域振興策の展開で雇用が生み出せれば、大したものである。 
 
●会社経営に関しては、マネジメントが少し心配である。 
 
●会社経営は、特に最初に行政側のバックアップが必要である。 
 
●どのような方法であっても吉田区のコミュニティーを存続させたいと思っている。吉 
田区の人達がある程度子孫を残せて自分達は雇用だけで御飯を食べるのでも良いし、 
経営者は３市町から来てもらっても良い。 

 
●行政の予算は少ないだろうから、地域振興策を国の国土強靭化政策や地方創生政策と 
合致するよう上手く化粧直しをして、出来るだけ補助金を得るといった知恵を絞る必 
要がある。 

 
 
その他 

 
●周辺住民意見交換会は、松崎区に対する説明の仕方と、吉田区に対する説明の仕方が 
全く同じとなることはあり得ないと思う。事業に対するスタンスが全く異なるので、 
円滑に進むよう配慮が必要である。 

 
●松崎区との意見交換会について、松崎区も生活道路の問題で困っているという現実が 
ある。松崎区は、次期中間処理施設整備事業の生命線となる計画市道が通るので、吉 
田区と同様に道路整備、交差点改良、交通安全性向上策などの改題を地域の意見を聞 
きながら対応するという方針又は姿勢を表明したほうが良いと思う。 

 
以上 
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委員意見の概要（第５回会議） 
 
 
地域振興策総合パッケージの概要（中間決定案） 
 
  
●道の駅を整備しても売るものがなければどうしようもないが、米については大分突っ 
込んだメニューが示されているものの、残念ながら畑作農業については、この資料か 
らは余り見えてこない。もう少し真剣に突っ込む必要があると感じている。 

 
●道の駅の狙いに関し、これまで色々と理念的なことを申し上げてきたが、大分欠落し 
ている。例えば、道の駅は老人がお小遣い稼ぎする場であり、商品を搬入することに 
よって他の人たちとの出会いや交流があることから、コミュニケーションの場という 
点での価値というのは非常に大きい。原案の地域活性化の中に包括されているとは思 
うが、高齢者の活性など、分かりやすい言葉も加えると良いと思う。 

 
●里地里山に整備する環境図書室は非常に良いアイデアなので、積極的に展開する方向 
性にすると良い纏めにまると思う。 

 
●ホタルは、凄く良好な観賞対象なので、もう少し触れてもらいたいと思う。 
  
●暮らしの観光（各種行事）は、他県の公共団体が非常に熱心に取り組んでおり、皆が 
楽しく参加して農家も喜んでいる。大変良いアイデアなので、よりアピールするよう 
磨きをかけて欲しい。 

 
●企業米は大変良い整理となったが、狙いの欄で一番大事なのは、企業の社会貢献の一 
環として取り組んでもらうという社会的公益性が非常に高いことなので、そうした点 
をアピールしたほうが説得力を持つと考える。 

 
●全体構想の表現が少し弱い気がする。 
 
●非常に良い理念が掲げられたが、全体構想で浮き彫りになっていないと思う。 
 

●全体構想の「まるごと」は非常に分かりやすくて良いが、他の基本理念がなくなって 
しまった。 

 

●地域まるごと博物館というのは、やはり理念である。全体構想で掲げた３点に含まれ 
ていると思うが、３つに分けてしまったこと及び「地域」の後に「を」という助詞を 
入れたことから、ややパンチが弱くなり理念が分からなくなってしまったという感じ 
がする。 
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●中間決定案の段階なので、特にシステム部が落ちていてもやむを得ないと思うが、吉 
田区の集落を元気にするということが大元の発想だと思う。ところが、集落における 
主な地域振興策がインフラ整備だけというのは、少し寂しいというか清掃工場を熱心 
に誘致した吉田区の情熱が伝わってこないという感じがする。集落の連携を強めて振 
興させていくという方向性は皆さん異論ないと思うので、現時点でアイデアがないの 
であれば、地域との連携を深めていくという理念や方向性を最終報告までに集落の項 
目に書き込むと良い。縁側カフェなどの取り組みは、集落を意外と元気にするところ 
があるので、集落についてはインフラだけではないと感じる。 

 
●地域振興策の検討は夢なので、次々アイデアを足していくこと良いが、宿泊施設につ 
いては反対ということではないものの大きな懸念を持っている。宿泊施設を運営する 
となると24時間誰かが面倒見なければいけなくなる。事業スキームは今後の検討だが、 
仮に吉田株式会社が受けた場合、それが可能かということをある程度検討したほうが 
良いと思う。 

 
●宿泊施設を含む各地域振興策の展開が実際に可能かどうかは今後の議論であり、現段 
階では一つのアイデアとして盛り込んでいると理解している。 

 
●全体の纏めにもう少しインパクトや説得力があれば良いと思う。 
 
●集落での展開が少し寂しいと思う。これまでお祭りの話も出てきて、縁側カフェ、市 
民の森などもあったが、要するに賑わいを創り出していこうということである。持続 
可能な集落づくりや持続可能な集落など、吉田区がサステナブルに現状よりも発展し 
ていくというイメージの言葉が欲しい。 
 

●全体構想としては、この地域の地形、自然、歴史を全面に押し出すことによって地域 
のサステナブルな活性化を進めていくということであり、後は書き方の問題かもしれ 
ない。 
 

●道の駅、インフラ整備、自然公園的整備を進める理由の説明が欠けているかもしれな 
い。 

 
●これまでの個別の要素から纏めるところで言うと、非常に良くできていると思う。 
 
●吉田区の里地里山というよりも、そこに住む人々の自立したコミュニティの伝統を守 
ることが重要だと考えているが、その点をどのように表現したら良いのか分からない。 

 
●総合パッケージの最初に理念みたいなものを書き加えることが考えられる。 
 

●吉田区は、自助の精神が強い。 
 

●理念があって手段という順番のところ、原案では逆になっている。吉田区が本当に求 
めていることは、もちろん生活の向上だが、コミュニティの存続も重要なので、その 
点を表現したほうが良いと思う。また、自然公園的整備とあるが、自然公園というの 
は、やはりイメージからすると大自然となる。人間の手が加わった里地里山のイメー 
ジと合わない気がする。 
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●原案ではパッケージ説明の順番が、全体構想、展開する場所、主な地域振興策、個別 
の目的、実施主体等、供用開始時期となっているが、少し分かりにくいという印象を 
受けた。順番としては、なぜこういう策が必要なのか、どういう理由で、あるいはど 
ういう目的でということが先ずはあって、例えば集落のインフラ整備の表現は、「この 
地域を支えるコミュニティの持続と再生に必要なインフラ整備」、あるいは「地域の活 
性化に寄与するインフラ整備」など、シナリオ的な考え方や、理念的なワードをしっ 
かりと打ち出すことが必要だと思う。 

 
●地元から下水道整備という要望が出ているが、し尿も含めた生活排処理について、住 
宅がコンパクトに固まっている地域は下水道処理、散在する集落は農業集落トイレ排 
水施設、更に散在する集落は合併処理浄化槽というのが水処理行政の基本的な考え方 
である。吉田区は、合併処理浄化槽が適していると思うので、下水道整備で突き進む 
のではなく、合併処理浄化槽の選択肢は残しておいたほうが良いと思う。 

 
●吉田区における合併処理浄化槽の普及率の実態は掴んでいないが、想像すると恐らく 
ニーズはあると思う。 
 

●一団の集落部は、ミニ下水道的なものにしても悪くはないと思う。 
 
●台地で展開する地域振興策の施設は、当然のことながら上下水道を整備すべきだが、 
集落も合わせて整備するとなると、膨大な経費が掛かる恐れがある。 
 

●インフラを整備する場合、組合が単独で唐突に進めるのではなく、予め全体を捉えた 
総合的な計画を策定し、事業主体や整備手続きを明確にする必要がある。 

 

●美しい村づくりに向けたシナリオと取り組み方の合意をきちんとしておかないと、各 
策が有機的に繋がらない非効率な事業となる可能性があるので、調査計画は工夫した 
ほうが良いと思う。 

 
●総合パッケージの纏め方、見せ方の問題だが、短期・中期・長期における時間軸の説 
明も加え、幅広い年齢層で構成されている地域住民への説得力を持たせるべきだと思 
う。時間軸の説明がないと、ただの羅列で終わってしまう。 

  
●空間的展開と時間的展開の両方が必要となる。 
 
●集落における展開は、美しい村づくりに絡めると、垣根の話や建物のデザインなどに 
も触れたい。 

 
●地域の将来をどのようにしたいのかというビジョンを明確にしないと、結局、中途半 
端な取り組みとなってしまい、一貫性や持続性に欠けてしまうと思う。散策や縁側カ 
フェによる飲食、また、芸術家を招くなど、外部の人を受け入れる「開かれた村づく 
り」、「憩える村づくり」というイメージもあって良いと思う。 

 
●この総合パッケージを作成する起点は吉田区のブレーンストーミングなので、幅広い 
内容となっているが、もう少し上手に編集する作業が必要となる。そして、地域振興 
策の可能性について地域に訴える時間が必要となる。 
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地域振興策の概略事業スキームについて 
 
 
●確かなことは確認していないが、整備後二十数年経過している愛媛県のある道の駅は、 
地域人口と来場者の減少により近く閉鎖するとの話を聞いた。この地域で道の駅を展 
開し、結局青色吐息で撤退となったら困る。本当に道の駅を整備して良いのか不安が 
ある。また、事業スキームに関しては、官がやろうが、民がやろうが、第３セクター 
がやろうが、重要なのは企画内容だと思う。企画内容が正しければ誰が主体となって 
も儲かる。だからこそ、複合施設となり得るようにスコーラなど色々なアイデア出し 
ているところであるが、企画内容の検討は、来年に予定している整備協定の締結以降 
も続くと思うので、事業スキームは相当時間を掛けないと決まらないと思う。 

 
●地域振興策の基本的なメリットは、地域で建設コストを負担しないことと、排熱エネ 
ルギーの供給が受けられることが挙げられる。また、何より東京に近い里地里山とい 
う立地をどう活かして、どうアピールできるかという企画を作れるかどうかがポイン 
トとなる。 

 
●廃止となった道の駅だが、賃借していた土地の契約更新問題で廃止したケースはある。 
問題は全て売り上げである。道の駅の設置効果が出ず、マイナスのほうが大きいとい 
うことである。地域を活性化しようとする事業が赤字を出すと、地域活性化をかえっ 
て阻害することになるので、決断をして造るところと、決断をして止めるところが出 
てくると思う。現在、道の駅は1,059駅あると思うが、道の駅というのはああいうもの 
だという認識になってしまい、経営が赤字になっているところもあるではないかとい 
う単純な批判に結びついてしまう。 
 

●道の駅は、色々な事業を束ねても道の駅という形になるといった極めて高い親和性を 
持つことのほか、認知度も上がってきたので、道の駅という方向は正しいように思う 
が、事業の組み立てと推進は、吉田区の住民、印西市、関係者における志の総和次第 
である。よって、道の駅だからどうだこうだという議論は最後にしたほうが、取り組 
みのイメージを膨らませるのに良いと思う。 
 

●現在は道の駅の導入方法がパッケージ化されてきたが、私が最初に手掛けた道の駅は、 
道の駅の制度がないときに計画を立てて、施設がオープンする直前に道の駅という制 
度ができたので大変な思いをした。取り組み内容の説明、運営会の説明、地元住民へ 
の説明は大混乱となった。上手くいっている道の駅は、脳みそが汗をかくまで悩んだ 
経緯があるような気がする。 

 
●道の駅は全国区なので分かりやすいが、公設民営による地域活性化の取り組みは、道 
の駅以外にもたくさんあると思う。 

 
●官の関与が少ない取り組みが成功しているように思う。 
 
●資料の事業スキームを見ると、施設の清掃や軽微な作業以外、吉田株式会社と組合が 
随意契約するのは非常に難しいと思う。 
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●軽微な作業以外にも、排熱を利用した農業事業など、吉田株式会社と組合が随意契約 
できる事業はたくさんある。 

 
●資料の事業スキームは、吉田株式会社が参画しやすいように配慮したものもある。住 
民側は適すると考える事業スキームを選択することになると思う。公共が施設を設置 
し運営は吉田株式会社で行うことを目指したいが、本当に運営できる能力があるかど 
うかが問題点である。 

 
●道の駅は、当該地域と何ら関係のない会社が指定管理者となっているケースもある。 
 
●道の駅は、地域活性化のコンテンツとして優秀だが、過疎地域のジレンマというもの 
があるような気がする。地域の「人」を動かすきっかけになれば良いと考えているが、 
参画条件を余り良くすると「人」は動かない。 

 
●道の駅の運営は、最終的には人材次第だと思う。 
 
●道の駅の先行事例見ると、やはりリーダーの資質が重要だと思う。 
 
●参考資料で紹介されている道の駅の事例は、恐らくとてつもなく追い込まれた人がい 
るはずである。それが反発力となって事業化が進んだと思う。 
 

●過疎地域の葉っぱビジネスも同様に、追い詰められて最後は情熱だけで進めた経緯が 
ある。 

 
●この地域の条件は決して悪くない。東京近郊かつ排熱供給があるので、失敗すること 
のほうが想像できない。 

 
●他地域の道の駅よりも条件は遥かに良いと思う。 
 
●主要な地域振興策の一つに「自然公園的整備」とあるが、この表現では国立公園、国 
定公園、都道府県立自然公園というイメージに繋がってしまうので、「フィールドミュ 
ージアム整備」のほうが良いと思う。 

 
●主要な地域振興策の一つに「排熱利用事業」とあるが、設置者が民間となっている。 
しかし、排熱利用事業を展開するために必要な上下水道などのインフラは、公共側で 
整備すべきと感じる。 

 
●排熱利用事業を展開するにあたっての官民分担は、現時点で明らかにする必要はない
と思う。民間の活用は、色々なパターンがある。 

 
●企業を誘致する際、その企業が独自にどこかの用地を購入して建物を建築できるのか 
どうかという都市計画上の心配がある。 

 
●どのような排熱利用事業を展開するのか、また、官民分担が明らかになってからでな 
いと詳細な検討はできない。 
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地域振興策の展開スケジュールについて 

●個別の地域振興策のスケジュールを考えるのではなく、清掃工場の稼働開始前に展開
できる策と、稼働開始後でないと展開できない策があることを把握しておきたい。

●「印西市ふれあいバス路線の延伸」は、平成４０年供用を目指すのではなく、計画市
道松崎吉田線の開通と合わせて供用するスケジュールにしてほしい。

以上 
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委員意見の概要（第６回会議） 

施設整備基本計画検討委員会第６回会議の報告について 

●既に施設整備基本計画検討委員会の６回会議で、排ガスの自主基準は結論が出されて
いるので、参考意見として申し上げるが、健康管理に関する基準は科学的データに基
づいてきちんとした法規制があること、船橋市やふじみ衛生組合とは異なり、この地
域は里地里山であること及び経済性を勘案すると前回計画並みの自主基準値で良いの
ではないかと考える。

地域振興策に関する意見書について 

●追加提案のあった吉田ゲストハウスは、大変良い提案だと思う。白井市も姉妹都市と
の交換ホームステイを行っているので、このゲストハウスの利用対象は３市町に広げ
てもらいたいと思う。また、旅館業法のこと考えて無料という案になっているが、吉
田ファンクラブのような緩い組織で、ファンクラブの会費という形でサポートしてい
ただくことも考えられる。やはり、利益を得る人に何らかの格好で負担を求め、運営
する吉田株式会社が困らない形と範囲で検討を進めたほうが良いと思う。

●吉田ゲストハウスは、どうしてもお部屋の掃除や洗濯などの経費が掛かるので、旅館
業法を念頭に置きながら受益者負担のあり方を検討してみたい。

●吉田ゲストハウスは、建物を新設することのほか、集落内の空家を民泊的に活用する
ことも考えられる。海外のお客様をゲストハウス的に地域と密着した形で宿泊しても
らう取り組みに対する規制緩和の動きがある。印西市内でそれができるかどうか、継
続検討したほうが良いと感じた。

●集客施設を整備しても交流人口は増えるが定住人口が増えるとは限らないので、都市
計画法の地区計画制度を活用して市街化調整区域内でも新たな住宅を建築できるよう
にするなど、集落の計画的かつ持続的な再生を大きなテーマとして考えていく必要が
あると思う。

●地区計画制度の活用など、集落の計画的かつ持続的な再生を大きなテーマとして考え
ていくことに賛成する。この地域振興を印西市の地方創生の取り組みにしっかりと位
置付け、必要に応じて特区申請などを行わないと、法規制などの関係で個々の地域振
興策がスピーディーに進まない可能性がある。せっかくの構想が日の目を見ないとも
ったいないので、まず大枠の網をかぶせるということを行政側で至急考えたほうが良
いと思う。また、地域振興策は、健康診断の回数を増やしたり内容を充実させること
も考えられると思う。
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●地域振興策の案で掲げているＵターンやＩターンへの助成を実現するには、やはり提
供できる家が造れないといけないと思う。それを可能にする手法として地区計画制度
があることを住民の方々に良く分かってもらうことが必要だと思う。現状のままでは
住宅の建築規制が非常に厳しい。人口回復や、集落を持続的に活力ある人で応援して
いこうというのであれば、ぜひ印西市から地域へ講師を派遣するなどし、早い段階か
らお互いに合意形成ができるような形で進めていくほうが良いと思う。

●総合パッケージの内容を見ると、恐らく法規制や事業費をどのようにクリアするのか、 
また、事業の担い手をどうするのかという総合的な検討を今後しなければならない。

●吉田マリーナについてだが、レクリエーションや湖水への親水性の問題で大切なこと
として、印旛沼の印西市側にサイクリングロードがないことが挙げられる。また、吉
田地区に広域レクリエーション上の拠点や集客上の拠点などができると、印旛沼一帯
の例えば印旛沼公園や印旛西部公園などの観光資源を繋ぐ新たなバイパス道の整備に
より、観光レクリエーションルートの一つの拠点になると思うが、景観対策をほとん
どしていない状況である。よって、このままでは地域の魅力について、道路が整備さ
れればされるほど、どんどん悪くなってくるのではないかと心配している。せっかく
ある資源がネットワークされていないことも含め、印西市ではサイクリングロードを
整備しようとしていないなど、印西市が地域の計画主体として構想を持っていないこ
とから、将来像が見えない。結局、水辺の利用や、水面の利用についての許認可は、
印旛沼の水域の保全や利用計画の中で、水辺レクリエーションの拠点にしていこうと
いうような県レベルでの大きな方向付けがないと、話がなかなか通らないと思う。よ
って、印西市で地域景観や、環境資源として一体どうしていくのかという大きな計画
がないことが非常に課題だと思う。そうした計画作りを委員会として、できれば関係
市である印西市や県のほうに要望していくなどしないことには、吉田マリーナの構想
は計画的・合理的な判断できないと思う。

●河川法や都市計画法を乗り越えて事業を進めることは大変なことだと思うが、今回、
吉田区が清掃工場を受け入れてくれる方向であることによって、この地域と印西市に
強いフォーカスが当たる。そのフォーカスは、必ず強い光となって県や国を動かして
いくことになると思うので、非常に期待している。

●今年の初め頃、印旛沼にオリンピックのボート競技の本会場若しくは練習キャンプ場
を誘致しようという話があった。オリンピックのボート競技というのは、長さ２㎞前
後、幅が120～130ｍという基準があり、首都圏にはその条件を満足できる水域がほと
んどないと聞いているが、印旛沼水域の師戸地先と新川は、それを充たすと思う。こ
のように、首都圏の中でも水面利用という意味では素晴らしい資源で、非常に可能性
に富んでいるので、その資源を活かすような方向が重要だと思う。吉田マリーナは水
面利用の拠点になるので、一市民としても検討を進めて欲しいと思う。

●地域振興策として色々な良いアイデアがたくさん出てきた。印西市や千葉県とタッグ
組まなければいけない面もあるが、やはり農業者の声がなかなか聞こえてこないので、 
少し寂しい感じがしている。道の駅や宿泊施設の運営は、提供する食材が基本となる
ので、農業者の声がもう少し委員会に届くよう、何とか工夫してほしいと思う。
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●簡潔に申し上げると、恐らくこの先10年～20年位で農業者はほとんどいなくなると思 
う。半農の方は20～30％はいると思うが、自分が知る限り現状の専業農家は３軒だけ 
で、跡継ぎもいない。農家の声を纏めると、半農半Ｘについては、おしなべて皆がＸ 
だけを望んでいる。 
 

●地域振興策の具体像が見えてくると、農作物を栽培するノウハウを活かして出荷して 
みようという動機が生まれるかもしれない。 

 

●農業に関しては、老後の楽しみ的なこととして十分関心があると思うが、残念ながら 
生業としては難しいと受け止めているので、スコーラなどにより何十年もかけて人々 
を啓蒙して、農業問題に目を向けなければならないと思う。恐らく農業問題は吉田区 
だけの問題ではない。 

 
●半農半Ｘの方向性が難しい場合、クラインガルテンなど、外部の方に生産の場を提供 
するという割り切りを持たざるを得ないと思う。 

 

●むしろ農業の実態をより住民に知ってもらうことが必要だと思う。 
 

●農業については、現状のような自家消費や一部販売程度にするのか、あるいは産業と 
して捉えて６次産業化を目指すのかという方向性をきちんと定める必要がある。 

 
●農業の方向性を定めるには、現状を把握する必要がある。方向性は実態と表裏一体の 
関係がある。 

 
●この総合パッケージは、よく見ると盛りだくさんの内容となっている。今後、委員会 
が答申した後、実現性や連携によるシナジー効果などを地域と組合で検討する機会が 
あると思うが、その中で地域から積極的な意見が出され固まっていくと思う。 

 
●地域振興策は、できれば印西市のまちづくりのビジョンの中に組み入れて、地方創生 

の流れ、特区構想、訪日観光、観光地としての印旛沼など、色々な仕組み、予算、規 
制緩和を駆使し、農業問題も含めて正にパッケージ化されたモデル地区として問題提 
起すれば良いと思う。 

 
●恐らく地域振興策の実施段階では、皆が走り回って色々な知恵とお金を引き出してく 
ると思う。 

 

●集客施設を整備するのであれば、複合的な整備を長期的に考えていくことになる。そ 
の際、印西市の都市マスタープランや総合計画の中にきちんと位置付けし、周辺整備 
に係る多方面の連携や調整を推進することが重要だと感じた。なお、現在、印西市で 
は、計画期間が平成28年から32年の総合計画第２次基本計画を検討中である。 

 

●地域振興策の円滑な推進は、実現するかどうかは別として、３市町、県、国との連携 
が非常に重要であることをできれば答申書に明記したほうが良いと思う。農業問題も 
含めてこの地域振興策は印西地区における一つのモデルケース及び突破口になる。 

 
  

2-(27)-28



今後の調査審議事項について 

 
 

●印西市長は、組合の管理者でもあるので柔軟に受けとめていただけると思うが、私の 
苦い経験で、とある市で景観法に基づく景観地区の指定を睨んだ基礎的な委員会が設 
定され、かなり集中した議論を行ったが、纏める段階になって現総合計画で触れてい 
ないので次期総合計画まで棚上げという非常に無駄な時間と労力を使った苦い経験が 
あるので、決してそうした事態にならないよう、印西市に対し、多少総合計画とのず 
れがあっても柔軟に対応してほしい旨を早い段階で伝えるべきだと思う。 

 ほかに何かございますか。 
          
●今後審議する総合パッケージの評価について、パッケージの内容は多種多様で個々に 
事業性や効果など色々触れると思うが、事業主体の制限など、地域振興策を実現する 
上での課題や法的な制約条件、あるいは時間的な制限などを整理すべきだと思う。 

 
●本日、吉田ゲストハウスと吉田マリーナの事業性は余り議論しなかったと思うが、今 
後、審議を進めるべきだと思う。 

 
以上 
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委員意見の概要（第７回会議） 

 

 
施設整備基本計画検討委員会第７回会議の報告について 

 

  
●エネルギーバランスについて、基本的に常時14.7GJ/hは安定的に地域振興のために使
えるということだが、このエネルギーの全てを地域につぎ込んで良いかどうかという議
論は少しあると思う。売電と施設利用の適性なバランスという視点で検討したほうが良
いと思う。 
 
 
地域振興策の概略事業スキームについて 

  
●排熱利用事業の事業スキームだが、第三セクター方式もあり得る。 
 

●事業スキームの対象事業を４つに分けたことによる相互の関係が良く分からない。 
 
●事業スキームは、あらゆる可能性を考慮し、少し幅を持たせて設定したほうが良いと 
思う。例えば仮に複合施設を第三セクターで運営するとした場合、排熱利用事業を他 
の事業スキームにすると、地域で２つの会社を作ることになる。第三セクターの経営 
の安定性等からすれば、排熱利用事業も第三セクターで運営するという判断もあり得 
ると思う。後々発想の幅を制限しないほうが良いと思う。 

 
●フィールドミュージアムも第三セクターで運営することが考えられる。 
 
●事業スキームを色々な角度から評価しているが、やはり複合施設がどのような性格の 
施設なのかという点と、マッチングも相当関係すると思う。非営利的な要素の強い公 
共的な取り組みと、将来的な増築や建て替えが必要となる営利的な取り組みがお互い 
にどのような関係性を持つのか、この事業スキームを見ても分からない。できれば、 
それぞれのパターンに合った成功事例を加えると具体的なイメージを持ちやすいと思 
う。 
 

●成功事例を挙げることが困難であれば、事例を挙げることでも良い。 

  
●失敗事例や苦労している事例も知りたい。 
 
●複合施設のリスクは、一般論としては資料のとおりだと思うが、川場村の道の駅など 
の成功事例や、地域活性化の専門家の見解からすると、身銭を切りリスクを負うこと 
によって成功するということである。そうやって必死になって成功していることを頭 
の片隅に置いてほしいと思う。 
 

●実際のところ第三セクターは、公共の関わり方が非常に小さいものから非常に大きい 
ものまで様々な形態がある。 
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●フィールドミュージアムに参画するNPOは、印西地区の活発な状況からすると、声を 

掛ければ芽はあると思う。 

  

●フィールドミュージアムについては、田園の散策や自然学習における体験の場など、 
色々な取り組みがあるので、総合的な運営が求められる。よって、単にNPOだけでは 

なく、例えば一般財団法人など、事業の目的に沿って永続的に活動できる組織のほう 

が、より安定的に運営できると思うので、NPOに限らず他の運営団体も想定して良い 

と思う。 

 
●事業スキームは悩むところである。若ければハイリスクハイリターンを選択するが、 

地域には幅広い年齢層の方がいるので、じっくり相談しないとなかなか結論は出ない。 

 

●地域の未来の話をしているので、将来的に地域にとって何が一番良いのかとなると、 
やはりハイリスクハイリターンが良いと思うが、実際問題、住民間で理解や意識に大 
きな乖離がある。 

 
●フィールドミュージアムの取り組みは、２市１町の全域的な田園の保全活動に繋がる 
話である。よって、吉田区だけのためということではなく、２市１町の全域的な環境 
事業として捉えるという視点が問題提起されていると思うので、少し広がりをもって 
考えたほうが地域のためになると思う。 

 
●フィールドミュージアムは、２市１町の財産を保全活用するという観点で、誰が取り 
組んでも良いと思う。結果として吉田区が栄えて人口維持に繋がれば良いと思う。 

 

●里山トイレの整備は、吉田区内に限る必要はなく、広がりがあって良い。 

 
●フィールドミュージアムの取り組みを広げる先には松崎区がある。 
 
●フィールドミュージアムの取り組みに広がりを持つことに賛成するが、環境 NPO と法 

人化されていない環境団体は、自然環境に特化した一国一城の主が多過ぎるので、そ 
こから一歩踏み出すために、廃棄物問題や気候変動問題まで含めた広い範囲で組織を 
束ねると多様な人材が集まるのではないかと推測する。 

 
●複合施設の事業スキームだが、「地域等と公共の第三セクター」総評の欄が△又は○と 
いうのは分かるが、「民間企業・NPO」の×又は○は、その後に続く記述を読んでも意 
味が良く分からない。誤解を招くような気がする。 

 
●複合施設と排熱利用事業は、ある意味では密接に関係してくるが、フィールドミュー 
ジアムと、その間を繋ぐインフラは、少し次元が違うと思う。プロレスの土俵と相撲 
の土俵が一緒になってしまい、この４つの仕分けは無理があるような気がする。 

 
●地域振興策の各案を満遍なく誰が管理・運営するかという検討は、このような４つの 
仕分け以外にはできないという気がする。 

 

●フィールドミュージアムという大きな考え方があって、その中に４つの仕分けがある 
ものと理解していた。 
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地域振興策総合パッケージの展開種別毎の評価（様式）について 

 

 

●展開種別の欄だが、今後、ＡかＢかＣを選ぶのではなく、ＡとＢとＣの全部を選ぶ可 
能性があるので、各欄の「中心に展開」は除いたほうが誤解を招かないと思う。 

 
●評価項目だが、地域振興策は吉田区の皆さんが主体的に取り組むこともコンセプトの 
一つにあったと思う。行政におんぶにだっこではなく、地域が主体性を持ち、また、 
身銭を切って進めるのだという部分は大事になると思うので、そうした点の評価項目 
が必要だと思う。また、展開種別の「排熱等の周辺利用及び外部供給」だが、収益を 
前提とした取り組みと、防災拠点など公共性の高い取り組みは、評価が異なってしま 
う。また、展開種別の「集客等を目的とした複合施設」だが、集客等の「等」につい 
て、きちんと表現したほうが、評価作業がしやすいと思う。 

 

●展開種別の「集客等を目的とした複合施設」における集客等の「等」は、地元の産物 
を売る場でもあるので、収益が該当すると思う。 

 
●主体性について、評価項目の「⑧中長期的な発展性」で網羅できるとの説明があった 
が、現状の意識も関係するので難しいと思う。いずれにしても主体性を評価してほし 
いと思う。 

 

●吉田区が、どういったレベルで地域振興策と関わるのかが決まっていないので、直接 
的に主体性を評価するのは難しいと思う。評価項目における「⑦経済性」、「⑧中長期 
的な発展性」、「⑨課題」などにおいて、吉田区を励ますような文言をちりばめること 
で良いという気がする。 

 

●主体性について、吉田区を励ますような文言をちりばめることで結構だが、主体性の 
評価は重要である。過大な負担を地域の人達に与えてしまってもいけないし、行政任 
せになってしまっても事業の継続難しい。バランスが求められる。 
 

●主体性を持って取り組むことに対するリスクは、人それぞれ捉え方が異なる。例えば 

１億円の投資をリスクと捉える方と、１万円の投資をリスクと捉える方がいる。今後、 
事業内容や事業規模が固まっていった段階で、全体のリスクを定数化することとなる。 
現段階でリスクを定数化することは難しいような気がする。 

 
●評価項目だが、「②地域に求められる将来像との合致」と「④地域の課題への波及効果」 
の内訳は、重要度の高い順に並べるべきだと思う。 

 
●評価項目だが、②（アの「対外的及び次世代に対し誇りを持てること」について、評 
価の仕方が難しい。例えば、誇りを持てないインフラ整備、誇りを持てない複合施設、 
誇りを持てない排熱利用などは、書きようがない。 
 

●吉田区のブレーンストーミングの結果を基礎として、委員会で抽出したたくさんの地 
域振興策を整理しようとしているので、このような整理になるのは仕方ないと思う。 
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●評価項目だが、吉田区の人口減少や高齢化に対する懸念を勘案すると、「人口の維持増 
進に貢献」や「居住の場の確保」などの要素を評価項目として加えるべきだと感じる。 
市街化調整地における現状の法規制では基本的に新たな住宅地は増やせない。 

 
●人口の維持関係は、④ア）の「少子高齢化（地域社会の永続）」で触れることで結構だ 
が、総合パッケージの各策の中で人口の維持関係に対応できている策はないと思うの 
で、都市計画法における地区計画の手法を用いることを新たな地域振興策の一つとし 
て追加したほうが良いと思う。地区計画を定めることで、宅地としての新たな土地利 
用の可能性が相当生まれてくると思う。 

 

●都市計画法の地区計画に触れるのであれば、評価項目の④カ）の「土地利用のコント 

ロール」は、「土地利用の適正化」とし、活用を含めた表現が相応しいかもしれない。 
 
●地域振興策の検討は時間軸が凄く大事だと思う。直ぐにできるもの、法的な手続きが 
必要なもの、排熱供給が必要なものなど、漠然とした期間になるかもしれないが、短 
期・中期・長期的な策がある。そうした時間軸を評価したほうが良いと思う。 

 
以上 
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委員意見の概要（第８回会議） 
 

 
施設整備基本計画検討委員会第８回会議の報告について 
 
 
●次期中間処理施設はごみ処理のほか、非常時の防災センターやエネルギー供給センタ 
ーとしても位置付けられる重要な施設なので、アクセス道路を一本とする前提である 
ことに疑問を持つ。２方向からのアクセス道路を整備しなければ、いざというときに 
機能しなくなる。また、アクセス道路の評価に関し、土砂災害危険区域の捉え方を整 
理したほうが良いと思う。 

  
●地域振興策の内容によっては、一般車両と収集車の分離を考えなければならないし、 
計画市道松崎吉田線は相当交通量が多いことが想定されるので、地域振興のためのア 
クセスルートを検討する余地があるのかどうか確認しておきたい。経済的な観点から 
すると、新設するよりも泉カントリー倶楽部の進入道路の整備のほうが良いと思う。 

  
  
地域振興策総合パッケージの展開種別毎の評価について 
 
  
●Ａのインフラ整備における３（１）及び９などの評価だが、特段の貢献要素はないと 
は思うが、快適な日常生活の基盤となる部分なので、もう少しプラス評価しても良い 
と思う。 

 
●Ａのインフラ整備における１１の評価は、快適な日常生活の基盤となる部分なので、 
もう少しプラス面の記述を加えたほうが良いと思う。 

 
●この資料における評価は、個別に無理やり整理しようとする際に常につきまとう問題 
が生じている。シビルミニマムや、ナショナルミニマムという言い方があるが、そう 
いう意味ではインフラ整備はそれ自体が直接的に収益に寄与しないが、間接的には寄 
与する。こうした整理の仕方そのものが問題なのかもしれない。インフラ整備はやら 
ないという感じがしないでもない。 
 

●Ｂの多機能な複合施設の評価だが、道の駅に農産品を出荷する際に、お年寄り同士の 
おしゃべりもあるし、お年寄りと若いお母さんの集いの場としてコミュニケーション 
を交わす場としての割と高い役割があるので、そうした集いの場としての効果を高く 
評価すべきだと思う。 

 
●昔は、集落の寄り合いなどで綿密なコミュニティの人間社会があったが、近年はそう 
した基盤がだんだん小さくなった。多機能な複合施設を展開する中で新しい現代的な 
コモンズが生まれるメリットがある。 

 
●参考資料-2の「焼却施設からのエネルギーの権益の譲渡」の前提が公設民営になって 
いる理由を括弧書きで追記してほしい。 
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●ＳＰＣという用語は、証券化の仕組みの中ではスペシフィック・パーパス・カンパニ
ーとして用いるので、混乱する。

●地域振興策総合パッケージの展開メニュー的な具体的な考え方は示されていると思う
が、場所的な範囲もある程度示す必要があると思う。建設候補地周辺の台地の上だけ
でも20～30ヘクタールある。台地の下のほうにも市道沿いにかなりのスペースがあり、 
道の駅の一つの候補地ではないかと思う。そこは計画市道松崎吉田線と県道八千代宗
像線との交差点付近なので、交通の集まる場所として非常に重要であり、道の駅など
が成功するか否かの生命線の一つだと思う。また、この周辺の環境及び景観の印象に
より地区のイメージが大体決まってしまうと思う。また、もう一つ大切だと思うのは、 
できれば道の駅とリンクさせたい吉田マリーナの展開にも関係するが、新道を含めた
県道八千代宗像線が吉田干拓の水田を分断するので、水田の利用価値が低くなる。将
来的にこのままで良いのかどうかという土地利用の将来像を考えなければいけないと
思う。よって、阿宗橋から東側に大体延長1.5～２㎞位の一帯と、計画市道松崎吉田線
と県道八千代宗像線との交差点付近、また、そこから台地まで延長した一帯を舞台と
して考えないと良いプランにならないのではないかと感じる。

●新川と平行する農業用水路の真横に新道ができるので、将来、その周辺が本当に荒れ
てしまうのではないかという気がしてならない。新川の水辺を活かすということであ
れば、事業展開するエリアを慎重に考えたほうが良いと思う。新川周辺の魅力がなく
なると、地域として多分相当のダメージを受けると思う。

●新川周辺に新道ができることは、相当大きなインパクトなので、中間処理施設と道の
駅などを複合的に考えていく場合、ある程度広がりを持った土地利用構想みたいなも
のを持った上での地区計画が必要だと思う。周辺の道路計画と来訪者の目線を念頭に
置いて検討を進めないと、禍根を残すような事態もあるのではないかなと感じる。

●Ｂの多機能な複合施設は、もしかすると景観に適した形で積極的に開発すれば、地域
の景観保全に資するということに繋がるかもしれない。

●Ｄ３（２）①で記述している「里地里山は極めて貴重な学習、発見及び余暇などの場」 
の「余暇」は、「ボランティア（間伐・下刈り）」という言葉に置きかえると、里地里
山を保全する意味が出てきて、汗を流して風呂入るというところに繋がっていく。現
状の余暇では漠然としてしまう。

●里地里山における活動は、住民の健康増進と健康寿命の延長、ひいては医療費軽減に
役立つという意見もあった。これまで語ってきた夢をもう少し表現したほうが良い。

●３（５）、Ｂ３（５）①、Ｄ３（５）①などで記述している「里山」は、表現を統一す
る観点から「里地里山」に合わせてほしい。
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●地域振興策を展開するにあたり、印西市や千葉県に協力してほしい部分があると思う。 
構想の段階で組合が全部担任するということを余り意識し過ぎてしまうと、中途半端 
な感じがする。当然、全部組合で進めるのではなく、関係団体との連携の中で進める 
ことが基本になると思うので、その点をある程度明確化しておいたほうが良いと思う。 
そうしないと、議論がどんどん小さくなってしまう。組合でやれることだけしか答申 
しないのはおかしいと思う。 

 
●Ａのインフラ整備を吉田地区フィールドミュージュアムの中に入れるのは無理がある 
ような気がする。Ｂ、Ｃ、Ｄを展開するためにはベーシックな部分としてＡが必要な 
ので、地域振興策は大きく分けるとＡのインフラ整備と、吉田地区フィールドミュー 
ジュアムを構成するＢ、Ｃ、Ｄという二つになると思う。そうした説明のほうが地域 
の方々は理解しやすいと思う。 

 
●給水が井戸水では、多機能な複合施設の運営は無理だと思う。やはり基本的なインフ 
ラ整備があって初めて多機能な複合施設や自然公園的整備が展開できるのだと思う。 
インフラ整備とその他の地域振興策が横並びで良いのかどうか疑問である。 

 
●現状の４つの展開種別は、Ａのインフラだけを求める意見に対して、実はＢ、Ｃ、 
Ｄが地域の活性化には重要であるということ及び各展開種別の関係性を説明したい背 
景があると思う。 

 

●これまでの議論の経過を知っていれば全然問題ないが、この資料を見た人はＡのイン 
フラ整備は、きつい評価に感じると思う。 

 
●Ａのンフラ整備に対する「×」と「特段の貢献要素はない」という評価は、再考した 
ほうが良い。 
 

●「×」は「―」に置き換えることも考えられる。 

  

●Ａ５（４）だが、防災については、インフラがベーシックな部分で重要だと思う。 
  
●この資料は前提条件があって作成しているが、前提条件をイメージしながら見ないと 
理解することが難しい。 

 

●各ページの最上部に記述している内容を踏まえて評価欄を見れば、多分余り問題はな 
い。 
 

●各ページの最上部に記述している内容を踏まえても、Ａのインフラ整備に対する評価 
の表現はきついと感じる。 

 

●貢献要素が少ない位の表現にしておけば良いかもしれない。 
 

●基本的なレベルで貢献するという表現も考えられる。 
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●一般論だが、地元対策で最も目ついて分かりやすいのは、やはりＡのインフラである。
特にお年寄りの方が色々苦労しているところ、不便に感じているところが改善される
ので良いと思う。Ｂ、Ｃ、Ｄは、全て時間を要する。資料では横一列に並べてインフ
ラ整備を特段の貢献要素はないとしているが、やはり、目に見える形で短期的に取り
組むインフラ整備は非常に分かりやすい。松崎区にもメリットが生まれる。

●多分、事務局は、Ｂ、Ｃ、Ｄがフェーズアウトし、皆がＡに集中するのをなるべく避
けたいと考え工夫したのだと思う。

●Ｄ３（７）①だが、「持続可能性に貢献」と記述しているが、里地里山の保全活用はサ
スティナビリティの象徴なので「持続可能性の象徴」である旨を記述してほしい。

●吉田区から提案のあった吉田マリーナは、言葉の響きからすると大それた感じがする。 
吉田区がイメージしている内容がどういったものなのかを踏まえ、場合によってはマ
リーナではなく埠頭、船着き場、ボート管理場などと表現することも考えられる。な
お、印旛沼の水深はとても浅く、大きな船を運航することは難しい。

●吉田マリーナを改め、吉田船着き場も考えられる。

●吉田船着き場は、イメージが分かりやすい

●吉田マリーナはとする表現は、葉山のマリーナなどをイメージする方もいるかもしれ
ないが、将来的にオリンピック競技の練習場など、様々な可能性もあるので、表現と
しては吉田マリーナで良いと思う。

●Ｄ５（４）だが、里地里山は緩衝機能を持つので、評価は「×」ではなく「△」程度
にしてほしい。

●地域振興策とは、最終的に各展開種別のベストミックスを作るという話である。

以上 
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委員意見の概要（第９回会議） 
 
 

施設整備基本計画検討委員会第９回会議の報告について 

 

 

●造成計画は基盤の切り下げを想定しているようだが、相当量の残土が発生すると思う。 
残土処理は地域内処理を原則とし、地域振興策やアクセス道路整備で有効利用できる 
と思うが、どのように考えているのか確認したい。 

 
●建設候補地西側の斜面林を大幅に伐採するようなプランとなっているが、環境保全的 
な配慮や防災的な配慮をした上での施設配置という基本的な考え方が見えてこない。 
里地里山や建設候補地内の豊かな自然環境を保全するという前提で、施設配置は当然 
計画すべきだと思う。資料のプランでは環境に対し非常に影響があると思うし、煙突 
だけではなく建屋そのものが外から丸見えになってしまうので、非常に大きな問題が 
あると思う。第三者的な目線から見て、基本が外れているような危惧を抱いた。 

 
 
地域振興策（案）について 

 
 
●基本的には、道路や水道などの生活インフラに着手する場合、計画的に面的な土地利 
用と一体に、集落を今後どうするのかという地区計画的な目線で検討を進めるべきだ 
と思う。 
 

●インフラ整備のマスタープランを策定することは大げさだが、プログラムみたいなも 
のを一旦挟んだほうが良いと思う。 

 
●プランナー側の委員は物足りないかもしれないが、現状は地域振興策のアイデアリス 
トなので、実施の段階では何らかの計画は策定すると思う。 

 
●全体計画をしっかり協議した上で整備に着手することが求められる。 

 

●資料の記述に英語を用いるのは避け、分かりやすい日本語にしたほうが良いと思う。 
例えば、１３ページの「レジリエンス」は、「柔軟性」、「即応性」、「しなやかさ」など 
に変更することが考えられる。なお、「レジリエンス」という言葉は、一部の議員と大 
学教授が、東日本大震災の関係で災害に強い国土を創りたいという気持ちで用い始め 
たにも関わらず、新しい公共事業の予算を確保するための言葉ではないかという誤解 
を招いたいわくつきの言葉でもある。また、「地域コミュニティ」も「地域共同体」と 
すれば分かりやすい。資料は、適切な日本語を用いたほうが良いと思う。 

 

●「コミュニティ」は、一般に定着している。 

 
●非常に新しい概念だが、「ミュージアム」や「フィールド」も一般に定着している。 
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●一般に用いられている場合や、英語でないとニュアンスが伝わらない場合は問題ない。 
また、委員長が新しい概念として打ち出した「ミュージアム」などの言葉は大切にし 
たいと思う。 
 

●１３ページは最も注目されるところだと思うが、これまでの調査審議を踏まえ、理念・ 
目的の説明に「持続可能な」又は「持続できる」という言葉を加えることで、オペレ 
ーションシステムやスキームなどを理解していただけると思う。なお、「持続できる」 
だと強すぎるかもしれないので、「持続可能な」を追加したらどうかと思う。 

 

●「持続可能な」は、使い古されてしまっている中、「持続できる」は、とても新鮮に聞 
こえた。 

 
●「持続できる」だと、少し責任が生じるかもしれない。 
 
●地域振興策の展開は、基本的には吉田区のためだけということではなく、吉田区を地 
域の活性化や持続可能な地域づくりの拠点ないしはポイントとなる重要な地区としな 
がら、２市１町全体の活性化に資するという考え方があったと思う。本事業は広域行 
政組合の仕事なので、２市１町の活性化に寄与することが求められると思う。その点 
は９ページの「その他地域振興策において必要と認められる事項に関すること」で触 
れるべきだと思う。 
 

●地域振興策なので、清掃工場周辺の振興を図ることが中心になると思う。 
 
●組合の事業として展開するからには、局地的な事業として止めるのではなく、２市１ 
町の地域活性化にも資すること及び２市１町との連携を図ることを絶えず考える必要 
があると思う。そうした広い考え方で検討を進めることを答申書のどこかに明示した 
ほうが良いと思う。 

 

●地域振興策は、単に迷惑施設の地元対策ということではなく、印西地区全体の魅力向 

上に繋がるという視点があることをもう少し打ち出すと良いと思う。 

 

●地域振興策は、広域行政組合の事業として進めるので、印西市、白井市、栄町も受益 
者である。当然、地元のためということではあると思うが、バランスをとりながら考 
えていくことが、前提だと思う。 

 

●３ページに、記述している「本案は当該協議を適切かつ円滑に進めるための基礎資料 

として作成した」では、単なる羅列した基礎資料という位置付けになってしまうので、 

全体のビジョンとして、例えば、「本案は当該協議を適切かつ円滑に進めるための第三 
者委員会による基本的な考え方と、それに基づく提案書として作成した」ものだとい 
う形で、単なる当事者同士の協議の基礎資料ではないのだということを作成目的の中 
で大きく明確にする必要があると思う。また、地域振興策は、単に吉田区と松崎区の 
話ではなく、更に広い意味での提案となっていることと合わせ、２市１町の税金を使 
うことから、やはり波及の幅を広めにしておく必要があると思います。地域振興策が 
吉田区対策だけのものであると捉えられてしまうと、反対の意見が出され、事業の現 
実性が乏しくなると思う。 
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●９ページの③を①に格上げして、タイトルを「地域振興策の目的と展開する場所」と 
し、「地域振興策は２市１町全体の活性化に資する旨」を追記することが考えられる。 
また、１３ページの全体構想で記述している「地域」を「地域内外」に変更すると、 
受け取る印象が変わるかもしれない。 

 
●温浴施設や宿泊施設などは、白井市・栄町の住民も利用することになると思うので、 
「地域振興策は２市１町全体の活性化に資する旨」を追記してほしい。 

 

●１３ページの全体構想で記述している「地域」は、吉田区とその周辺なのか、２市１ 
町全体なのか、捉え方としては色々ある。 

 
●議論の出発点は、吉田区とその周辺の地域振興策であり、当然その点が基本となるが、 
議論を進めた結果、より広域的な波及効果に関する可能性が見えてきた。よって、単 
なる地域対策としないほうが、今後の議論の広がりを見ることができると思う。 

 
●基本的に本検討委員会で調査審議している地域振興策は、吉田区に関わるものだと思 
うので、吉田区における地域振興策を展開した結果、広く印西地区の方々も利用でき 
るという論法で進めないと、本検討委員会のミッションから少し外れていくような気 
がする。 

 
●私は清掃工場を迷惑施設だとは思っていないが、迷惑施設と考えられがちな清掃工場 
の受け入れを同意してくれた吉田区に対する地域振興策の展開は必要だと思う。基本 
協定は締結したが、地元にメリットがなければ事業に反対し、整備協定を締結しない 
という判断もあり得る旨の説明を以前受けた。しかし、そうした点だけではなく、地 
域振興策を広域的な２市１町、特に印西市のまちづくりの中にきちんと位置付けて展 
開しないと、一部の住民感情や政治的な意味も含めて反対され、事業が実現できなく 
なるかもしれない。松崎区から見たときに、吉田区ばかりが良くなっていると捉えら 
れてはいけない。 

 
●吉田区が引き受けてくれなければ本当に困る事態となるので、皆さんの発言の趣旨は 
多分同じだと思う。 

 
●吉田区にメリットが感じられないといけない。 
 

●清掃工場を受け入れていただく吉田区の夢を崩すようなことはまずいが、地域振興策 
の展開は、吉田区のためだけではなく、印西地区全体の新しいまちづくりの展開に繋 
がるということである。 

 
●現状の資料の纏め方は、印西地区全体に対する配慮が多少欠けているように思うので、 
８ページの評価に関することにおいて、より広い公共性のようなニュアンスを加える 
ことも考えられる。 

 
●印西地区全体に対することは、本検討委員会の基本的な考え方として、新たにＡ４サ 
イズ１枚程度で纏めると分かりやすいと思う。 

  
 

2-(27)-40



 

●印西地区全体に対することや、本検討委員会がどのような立場で議論を進めてきたか 
は、委員長挨拶の「はじめに」に記述することも考えられる。 

  
●吉田区とその周辺に対する振興、これが第一だと思う。ただし、世の中には色々な人 
達がいるので、それだけではないという含みを持たせないと、吉田区だけのために税 
金使うのかというような議論が始まってしまうかもしれない。地域振興策のアイデア 
は、吉田区をきっかけとして印西地区全体を考えて提案していることを明確にしてお 
いたほうが良い。 
 

●地域振興策は、印西地区全体に対する波及効果があるという表現だけではなく、基本 
的には広域組合の仕事として、広域住民の福利や、広域的な地域の活性化にも資する 
ように配慮して検討する姿勢を明確に表現したほうが良いと思う。 

 

●私は様々な地域へ仕事で赴くが、清掃工場の用地を公募で選定して、今、地域振興策 

検討の委員をしていると話すと、皆が奇跡だという反応を示す。吉田区と本事業の接 
点の数が少ないような気がするが、奇跡的な事業を何とか実現させるという方向で、 

答申書を纏めると良いと思う。 

 

●印西地区全体に対することは、委員長挨拶の「はじめに」に盛り込むことで良いと思 
う。 

 

●通常、「はじめに」などの挨拶文は読み飛ばしてしまうものだが、そうならないように、 
どのような視点に立ったのか、また、皆で真剣に議論したことをきちんと書いてほし 
い。 

 

●確かに委員長挨拶の「はじめに」に基本的な考え方を足すことはよくある。最初に基 
本的なスタンスを理解してもらわないと意味ない。 

 

●松崎区も視野に入れ、また、白井市と栄町に対しても応援し、福利という形で印西地 
区全体が利益を受けるということになる。 

 
●２８ページの№３６だが、「動植物生態系」、「生物多様性」という同じような概念の言 
葉が並んでいるので、ここは「生物多様性・生態系」という整理で良いと思う。また、 
「地球温暖化」は、国際的には気候変動という言葉で議論していることから、「地球温 
暖化（気候変動）」としたほうが無難だと思う。また、廃棄物と３Ｒを別々に記述して 
いるが、３Ｒは廃棄物問題を解決する手段なので、廃棄物（特に３Ｒ）と整理したほ 
うがスマートだと思う。なお、３Ｒは用語説明が必要だと思う。 

 

●１５ページの№３の市道は、地元の吉田区の方々が毎年のように道路に積もった落葉、 
落枝、土砂を地域総出で大変な労力により管理していることから、廃道の上、新道を 
整備するというアイデアだったと思うが、当該市道は非常になだらかでレクリエーシ 
ョン的にも使えることから、廃道ではなく、地域振興策の一環として適切に隣接林等 
を管理しながら、逆に積極的に有効利用する考え方もあると思う。 

 
●１５ページの№３の市道は、通行がほとんどないこともあり、ひどい状況である。 
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●１５ページの№３の市道は、ハイキングには素晴らしいルートである。 
 

●１５ページの№３の市道は、勾配やルートなど地域散策に理想的な道なので、積極的 
に活用したほうが良いと思う。 

 
●１５ページの№３の市道は、フィールドミュージアムとする取り組みの中でマネジメ 
ントできれば一番良い。 

 
●２９ページの№３８のサイクル駐輪場などは、サイクリングにおける一つの拠点とな 
ることが当初からの大きな柱であったと思うが、説明欄の記述が寂しい。サイクルカ 
フェなども整備し自転車の愛好家が集まることで、休憩場所のほか様々な部品やシュ 
ーズなどを販売する取り組みも考えられるので、少し表現を膨らませてほしい。 

 

●１８ページの№１３のマリーナ構想だが、現在、新川に沿って県道 263号バイパスが 
建設中である。新川の堤防から 40メートル位の幅で、並行して造成工事が行われてい 
る。新川の印西側堤防はサイクリングロードが未整備だが、当該県道には歩道が整備 
される。新川と当該県道の間には水路と二、三十メートル幅の平地があるが、県が河 
川公園などとして堤防と一体的に整備する考えがあるかもしれない。地域振興策は公 
共事業なので、そうした点を確認及び踏まえた上で説明欄を記述したほうが良いと感 
じた。 

 
●今後の検討体制だが、地域振興策の具体化に向け専門家を加えて持続的に検討する協 
議会を設置するのかどうか、また、当該協議会のあり方について触れておいたほうが 
良いと思う。 

 
●８０ページの展開種別毎の評価における多機能な複合施設だが、③の表題を「高齢者 
の」と限定しているが、幅広い年齢層を対象としたほうが良い。要するに、道の駅的 
な施設は、子育て中のお母さんも出荷に来て、農業技術のほか、お年寄りから育児の 
知恵を授かったり、あるいは介護のアドバイスを受けたり、そうした色々な交流の場 
としての機能が期待できる。 

 
●コミュニティの活性化は、地域振興策の基本である。 
 
●展開種別毎の評価について、資料の説得性と見やすさの関係から、８１ページの総括 
は最初のページに記載し、７９ページの課題を最後のページに記載したほうが良いと 
思う。 

 
●一般の方は細かく見ないので、結論は先に出したほうが良い。 
 
●８０ページの展開種別毎の評価における里地里山の保全と活用だが、①の説明文につ 
いて、「医療費の軽減」は「医療・医療費の軽減」とすべき。 

 
●７３ページの展開種別毎の評価における里地里山の保全と活用だが、①の説明文につ 
いて、「都市化が進む」は「都心に近く、都市化が進む」としたほうが説得力を持つ。 
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●吉田区は田園自然が守られ、今日まで良く残されていると思うが、近い将来、県道バ 
イパスと市道の完成により交通の便が大幅に改善される。よって今後は道路の完成を 
見込み沿道の谷戸や田畑などの土地が物色され、残土捨て場や廃資材置場などに転用 
され、環境や景観が急激に荒れ果てる危険性があるのではないかと心配している。建 
設候補地とその周囲についても同様な危険があり、油断せず慎重に対処する必要があ 
ると思う。こうした危険の防止には、吉田区の方々と行政が連携し、土地や景観の保 
全策を講じる必要があると考えている。その対策については別途意見書などで提案し 
たいと思う。 
 

●７７ページの展開種別毎の評価におけるインフラ整備等だが、下水道整備について、 
下水道と同じ水質まで浄化できる合併処理浄化槽の活用も視野に入れるべき。 
 

 以上 
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委員意見の概要（第１０回会議） 
 
 

答申書（案）について 

 

 

●委員長挨拶文の「はじめに」の記述について、これまでの検討経緯からすると、「暮ら 
しやすく快適なまち」は「暮らしやすく持続できる快適なまち」としたほうが良いと 
思う。 

 
●1-(3)-16ページの環境図書室の概要欄について、「廃棄物（特に３Ｒ）」は「循環型社 
会・廃棄物（特に３Ｒ）」としたほうが、当検討委員会として相応しい表現になると思 
う。 

 
 
その他 

 
 
●現状の相続制度や農業経営の実態からすると、今後、里地里山の地権者が拡散し、資 
材置き場等のバックヤード的な土地利用に移行するのが目に見えていることから、里 
地里山の良好な景観と機能を維持すべく、地権者組合などを設立し、権利を集約した 
上で里地里山を維持・管理・活用する仕組み作りが求められる。この点は、建設候補 
地の用地にも当てはまることなので、専門家のアイデアを活用するなどし、地権者を 
サポートしてあげることが必要だと思う。 

 
●思いもよらぬ所有権の移転や、相続による権利者の拡散は、他の公共事業でも問題と 
なったケースがあることから、意見のあった地権者組合などの設立も含め、適切な対 
策をお願いしたい。 

 
●吉田の里地里山の自然学習のお手伝いをボランティアでできればという夢を抱いてい 
るので、何かお役に立てるようなことあれば、声を掛けていただけるとありがたい。 

  
●印西地区の全住民に、地域振興策の展開を含む次期中間処理施設整備事業は地域活性 
化の起爆剤であり波及効果が印西地区全域に広がることを理解していただく必要があ 
る。せっかく素晴らしい答申書がまとまったのに、絵に描いた餅で終わってはいけな 
い。印西市の市長、関係部署及び市議会の理解と手腕に期待している。また、できる 
だけ国県の財政的支援を受けられるような知恵出しも期待している。 

 
●吉田区は過疎化が進み若い人がどんどん外に出ていることから、地元の住民達はいか 
にこの吉田区を維持していくかについて、日頃から本当に危惧している。吉田区は旧 
印旛村時代から行政区域の端に位置していることから、「自分のことは自分でしないと 
何ともならない」という気持ちが歴史的に脈々と受け継がれている。よって、今回、 
地域として次期中間処理施設整備事業を逆にチャンスと捉えたのだと思う。委員の皆 
様が「検討委員会に参加して本当に良かった」と思っていただけるような素晴らしい 
地域振興策を展開したいと心より考えている。 
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●答申書にまとめた地域振興策のアイデアは断片的なものだが、うまく有機的な結合が 
できれば、事業そのものが意思決定力を持つものに育つのではないかという期待をし 
ている。 

 
●意見があったように、地域振興策のアイデアはエレメントとして多く抽出されたが、 
今後、一つの有機体にきちんとつくり上げていく必要がある。また、土地の所有は大 
別すると個別所有と共有の２つだが、実はその中間が色々ある。代表的なものとして 
総有（コモン）が挙げられる。この考え方は人口が減る社会の中、都市も農村も関係 
なく必要になると思う。総有はコミュニティーによる地域の土地のマネジメントをい 
かに上手に進めるかが問われるが、昔の入会地のような総有は現代ではうまくいかな 
いので、いかに上手に近代化するかが実は大きな課題となる。今後は、何をするのか 
検討することも重要だが、以前説明した３ポイントアプローチ（デザイン・スキーム・ 
ビジネス）の内、スキームの部分も重要となる。つまり、どういう所有関係、どうい 
う資金状態、どういうやり方で事業を進めるかという点である。吉田区では上手に事 
業を進めていただけると思うので、今、我が国が地方創生など色々な形で直面してい 
る問題のパイオニアになるのではないかと期待している。 
 

以上 

2-(27)-45



 



 

 

 

 

（２８）意見書集 

 

 

 地域振興策を調査審議した「地域振興策検討委員会」に提出のあ

った意見書を参考までに添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

資料 頁 

次期中間処理施設整備事業の施設整備基本計画・地域振

興策に関するご意見について 
2-（28）-1 

第２回会議 意見書 2-（28）-2 

第３回会議 意見書 2-（28）-3 

第４回会議 意見書 2-（28）-6 

第５回会議 意見書 2-（28）-25 

第６回会議 意見書 2-（28）-31 

第７回会議 意見書 2-（28）-40 

第８回会議 意見書 2-（28）-55 
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見等 

 

 

印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 様 

 

意 見 

 

平成 27年 6月 27日提出 

 

委員名 渡邊 忠明       

 

１． 資料、情報の提供は１週間前、遅くとも４、５日前に 

今回は、直前でほかの用件と重なり１時間も拝見できず意見を論理的に整理する時間 

がなく、表現も乱暴とならざるを得なかった。 

 見映えより中味の重視を。 

 

２． 地域振興策検討材料としての地元の情報を 

地域に根差した振興策は地域の構造の把握から生まれる。 

 地区の年齢構成、就業構造（地元で働く、地区外で働き地区では寝食のみ等々の構造） 

営農実態（作目の種類とその面積、従事者数）、商業等他の産業の有無は？等々。 

 要するに「３．地域の課題の分析」の裏付けは？⇒振興策のシーズ、種子の確認に役 

立つ。 

 

３． 成功している地域活性化事例に共通することは 

売り込み先、誘客先等、ニーズ、需要を明らかにした上で、小さく産んで大きく育て 

る「リーン・スタート アップ（leanぜい肉がなく引き締まって痩せた）」である。 

 住んでいる人が投資しリスクを担うことで真剣になる。 

 大きな一つの施設であれもこれもではなく、小さな特化型の施設が集積して、結果的 

に多くの人が利用できる環境の実現、Ｎｏ１でなく Only１の追求が成功の基。 

 選択と集中。農で言えば六次産業化とともに半農半「Ｘ」。で身の丈に合ったキラリ 

と光る吉田地区に相応しい「Ｘ」は何か。 

売る量よりも利益率。等々、地域に根差し、地域特性を活かしながら地に足のついた 

検討をお願いしたい。 

 外見よりも中味の充実を。 

 

４． 地域活性化、地元の実践者が知の先端 

吉田地区には、独創的な人、活動的な人、最近、地域活性化の若手学識者の言うトン 

ガッタ人が、頑張っていると感じてきたので、その知を尊重したい。 
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見等

印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 様 

意 見 

平成 27年 7月 21日提出 

委員名  渡邊 忠明  

第３回会議資料（案）に対する意見 

Ⅰ．全体印象 

１．農業振興に力点は評価。但し、専業は諸状況から課題が大きく、半農半×とならざる 

を得ないが、私も含め×のアイデア出しが不足。 

背景：吉田地区の基幹的産業であり、今後も継続、発展が吉田地区の活性化に必須。 

そもそも農業は古来、治山治水とともに国を治める（政治）の基本。農業の多面的環 

境保全機能にも近年、人々の注目と期待が。 

「2-7.8.9」は良い提案もっと練りたい。但し、7 は贈答に限らず、社員家族の消費も視

野に。 

社員の援農支援ボランティアは、企業の社会貢献の目に見え、分かりやすいジャンル

（見える化に効果）。加えて、一次産業体験はデスクワークの多い近年、額に汗し、その 

効果が目に見え、社員教育としても重視されている。 

埼玉県小川町でのさいたま市のリフォーム会社と農家の協働「むらの田んぼとまちの

食卓を結ぶ関係（大江正章著、岩波新書「地域に希望あり」）」、茨城県霞ケ浦のアサザプ

ロジェクト等成功事例多数。

Ⅱ．個別 

１．環境学習に食農教育・食育教育を加え、その振興策で「１．里地里山の保全・活用」 

「２．農業振興」、「３．産業振興」、「４．余暇・レジャー・健康増進」に寄与を。 

（１）そもそも「考える」「学習」等、知的好奇心を満足させる行為は、人間にとって

最高のレクリェーション（社会学・心理学等の識者の指摘。2005～2014の「レジャー

白書」でも 2013年追加の「読書」が４位相当、「動物園・・・・博物館」が５～１０位、 

アンケート調査でも「知識や教養を高めること」「好奇心を満たすこと」「自然に触れる
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こと」が上位にランク。電車内で読む新聞から二市一町市民の知的好奇心の高さ確信。 

（２）二市一町は、ＮＰＯ法人、任意団体を問わず、環境学習のボランティアが多数活

動し、何より、吉田地区は格好のフィールドを有し、元手をかけず着手できる。 

（３）環境学習は「歩く」ので、食事がしたくなる、汗を流したくなるので、食事提供

施設、温浴施設と結びつく。参加した帰りに地元産品を買って行く。 

（４）食農・食育教育は学より、実際に「食する」ことが大事。食事提供施設は必須。

（５）次期中間処理施設では、廃棄物３Ｒ・地球温暖化防止等の環境学習スペースも用

意されるであろうが、公共団体の公共施設であることから、里山の環境学習、食農・食

育教育にどこまで活用できるか課題となるが、可能な限りリンクできれば望ましい。 

（６）次期中間処理施設における環境学習も回数は少ないが、吉田地区に人が来て、消

費活動も期待できるので、（案）のメニューに追加。「４．余暇・レジャー・健康増進」

の「余暇」を「余暇の活用」とすれば落ち着きが良いのでは。 

（「地域振興策のイメージ図」も含めて。） 

２．クラインガルテンを練る。 

二市一町住民はマンション居住者が多く、土に飢えている。 

2005～2014「レジャー白書」でも「園芸・庭いじり」は 11位～13位で「安定して人

気があり、2008 の同書の「ニューレジャー市場」で貸し農園は 20 位。これも食と温浴

に結びつく。 

３．「５．スポーツ振興」 

5-7の屋外クライミングは興味を持ったが、基本的には、既存の西部地区公園と連携

し、その利用者を食と温浴に結びつける策が現実的では。 

４．箱ものは一カ所に集約し、コンパクト化し、運営を効率的に。 

3-1 の道の駅、3-6 の全国公募による外食店、4-1 サンセットスパ＆リゾート、3-8 小

規模多目的店舗、4-7④里山カフェ、7-7 環境ＮＰＯの事務所等は、最適な一カ所に集約

し、管理・運営を効率的に。 

５．7-8 環境図書館は、環境学習スペースとともに次期中間処理施設に一体的に設置する

ことが効果的。 

６．「１．里地里山の保全・活用」に下刈りの間伐等の具体的保全活動を希望する（あるい

は押し付けもありうる。）団体に場を提供する。 

７．「9-6地域振興策総合パッケージのキャッチコピー」の重要性。 

地域振興特産品を販売する場合、おしゃれなパッケージとネーミング、ロゴマークが

ポイントとなる。提案に加えロゴマークも考えたい。 
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８．泉ＣＣクラブハウスの二市一町市民の集まりへの活用。 

泉ＣＣクラブハウスの空いている場合は、二市一町市民のパーティ等会合に開放し、

料理は地元産品を積極的に使ったものを提供。 

Ⅲその他 

１．粗大ゴミ持ち込みのさらなる優遇、再利用品の持ち込み及び販売促進による二市一町

の方々の吉田地区来訪の促進。 

粗大ゴミを次期中間処理施設に直接持ち込みをさらに促進する。 

優遇策（料金割引を含め）を検討するとともに２Ｒ優先で再利用できるものの持ち込 

み、販売促進策を検討し、二市一町から来た人が吉田地区の特産品を買ったり、食事、

温浴をついでに楽しむ策も、ささやかな効果かもしれないが検討したいものである。 

Ⅳ参考 

１．「1-11鳥類の巣箱」 

1990年代以降、巣箱はシジュウカラ、コゲラ等、樹洞に営巣する種のみ繁殖を助け、 

他の鳥との営巣競争のバランスを懸念する識者が多数となり、巣箱を掛ける活動は控え

られている。この項、私の発言も含め削除が妥当。 
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見等

印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 宛て 

意 見 

平成  27年  8月  29日提出 

委員名 大谷芳末 

別添『よしだスコーラご提案』ご参照下さい。 

2-(28)-18

次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会 
第4回会議



2-(28)-19

次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会 
第4回会議



2-(28)-20

次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会 
第4回会議



3

20

2-(28)-21

次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会 
第4回会議



2-6-4

A 

B 

2-(28)-22

次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会 
第4回会議



1 30 2

40

2-(28)-23

次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会 
第4回会議



2-(28)-24

次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会 
第4回会議



次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見等

印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 宛て 

意 見 

平成  27年  9月  15日提出 

委員名 大谷芳末 

地域振興策 視察候補先の要望 

先の周辺住民意見交換会の中間報告を受けまして、吉田区検討委員会で審議した結果、関心

度の高い視察候補先を選びました。貴検討委員会の審議方向性にマッチング適いましたら、

吉田区として本案希望致しますので、上申致します。宜しくご検討お願いします。 

＜添付『地域振興策 視察候補のご提案』ご参照下さい＞ 

１． 今回上申視察候補先 

視察先候補 1  笠間クライガルテン 

視察先候補２  農林水産省 植物工場 千葉大学拠点 

２． 他の候補先（視察候補先３～７） 

検討をすすめるにあたり、必要と認められそうな第二弾視察候補として案を上げてい

ます。まだ優先度は考慮しておりません。 

３． その他 

集客施設としての先進性、排熱最大限利用、農業振興先進性、緑地空間の保全などな

ど検討するに際し、私達自身が情報 Update、学習すべき事項が多く、これらの観点

で２候補地を選びました。 
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見等

印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 様 

意 見 

平成２７年９月２５日提出 

委員名  渡邊 忠明  

Ｉ 全体 

今回の「地域振興策」では、農業振興も重要なポイント。しかしまだ、吉田 

区、松崎区の農業の実態把握とそれに基づく提案が全くない。さらなる真剣な

取り組みが必要。 

Ⅱ 個別案件 

Ｐ３「１」②中、リサイクルプラザは、世の中に定着した言葉故やむを得な 

いが、環境保全の理念としては、リサイクルよりリユース優先。当組合の新基

本計画でもそうなっている。よって、細かいが「リサイクル（リユース）品」

は、「リユース・リサイクル品」に修正。前回も指摘済。 

Ｐ９「１１」酒造は、米だけでなく良質な水・匠の技術が必要で、当地区で 

は困難。 

Ｐ３３「７９」②中「各種キノコ」は、「各種キノコ（特にシイタケ等里山保 

全のための間伐材の活用）」に修文。前回意見書の通り、里山保全に必須の間

伐で発生する木材を有効活用するシイタケ等キノコ栽培は、当地の振興策で象

徴的なものであるので。 

Ｐ３５「８３」ホタルについて、当委員会で疑問が呈されていたが、次の通

り問題なし。 

①ホタルの観賞は、懐中電灯を足下に照らし直接ホタルに光源を向けなけれ

ばホタルの交尾活動に支障なし。私の経験を踏まえ、ホタルの日本一の権

威、矢島稔氏にも確認済。

②幼虫の餌となるカワニナ、モノアラガイ（ヘイケボタルのみ）の増殖は、

タナゴの産卵床なるドブガイが生息することから問題なし。 （以上）
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見等

印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 宛て 

意 見 

平成  27年  10月  15日提出 

委員名 大谷芳末 

地域振興策 追加提案の検討願い 

吉田区検討委員会にてパッケージに含まれる個別地域振興策の具体化を審議した結果、派生

的に新アイデアが出ましたので、パッケージに追加頂きたく上申いたします。貴検討委員会

の審議方向性にマッチング適いましたら、吉田区として本案追加希望致します。宜しくご検

討お願いします。 

＜添付『追加地域振興策』ご参照下さい＞ 

１． 吉田ゲストハウス 

既に追加された「宿泊機能」に対し、24時間営業の困難さの懸念が指摘されました。

これに対し、旅館業法に縛られず、三市町市民の公益性Upを計った修正案です。 

２． 吉田マリーナ 

台地展開の「カヌー類置き場」案だと、利用者は台地から水辺に運ぶ不便性を解消で

きないかの派生案です。また、組合検討委でも印旛沼、新川の水辺環境を生かせない

かのお話しがたびたびありました。同時に市民の夢の創出に繋がります。 

３． オンデマンド交通システム 

吉田区独自運行の買い物バス利用住民の声を反映させました。現状は高齢でも健常者

が主に利用しています。近い将来、ふれあいバス延伸が実現すると、独自運行「買い

物バス」の中継ぎは役目を終えますが、今後ますます高齢化が進むと近隣バス停まで

も歩行困難者が増加すると思われます。外出先ニーズは買い物から医療機関などへ変

化すると思われ、ドアトゥドアで希望予約時間の外出ニーズが増すと思われます。 
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見等

印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 宛て 

意 見 

平成  27年  10月  22日提出 

委員名 大谷芳末 

エネルギーバランスについての質問と考察

先の施設検討委の『エネルギーバランス』審議抜粋参考資料－１につきまして、事前にわか

らないことの問い合わせと、一部考察を上申致します。できれば次回振興策にて追加説明ご

準備頂ければ幸いです。まにあわない場合は追ってのご開示でも結構です。 

宜しくお願いします。 

１． 参考資料－１、２項の（３） 

『自立運転の為２炉運転時にも買電をおこなわずに・・・』とありますが、１炉運転

時の方が買電可能性高いのに、わざわざ謳った主旨は何でしょうか？別の意図があり

ますか？ 

２． 発電電力は？（参考資料－１、３項） 

１炉運転時 39.4%(7.88GJ/h)が発電の場合、何 kwh発電が見込まれますか？ 

同様に２炉運転時 18.7%(9.75GJ/h)が発電の場合、何 kwh発電が見込まれますか？ 

また、１炉時 39.4%(7.88GJ/h)、２炉 18.7%(9.75GJ/h)の熱量配分はどの様に決めら

れたのでしょうか？２炉ならば、単純計算で 7.88GJ/h×2 とはならないのでしょう

か？ 

３． 初歩的な質問です。 

２炉運転時、焼却炉総熱エネルギー52.15GJ/hと解釈出来ますが、全量発電に回すべ

く発電機ハードウェアを設け、災害時はフル発電、平常時は 18.7%のみに絞って発電

するような使い方が出来ますか？ 

４． 補助ボイラーの考え方（参考資料－１、３項、表－１） 

『余熱利用施設側で補助ボイラー等の熱源確保が必要』とありますが、仮に台地の振

興策で複合施設が実現することを想定した場合、複合施設個々がバックアップ設備を

整えるのは、非効率、不経済が想定され、施設整備の大元でバックアップ施設を持ち、

複合個別施設にバックアップ熱供給する方が、合理的とおもわれます。ただし、この
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部分のランニングコスト事業スキームは別途考慮すべきでしょう。 

５． 年間稼働日数 

稼働日数の年間推移を時系列に典型例が想定できるなら、トレンドでお示し下さい。 

熱利用者側がその特性を理解しておく必要がありそうです。特に排熱利用事業者誘致

の場合は供給条件を示す必要がありそうです。 

注：排熱利用事業者想定の場合、バックアップは利用者側負担のコンセプトで良いと

思われます。 

６． 熱媒体４種の典型的温度？ 

低温水、温水、高温水、蒸気、四種の典型的な温度範囲を教えて下さい。 

熱利用者側がその特性を理解しておく必要がありそうです。 

以上、ご質問・考察を述べましたが、小規模施設の為、排熱総量、発電規模がそれ相応のエ

ネルギー量であることを理解しながら、地域振興策施設への寄与を含めて考えたいと思いま

す。

＜参考＞ 

１． １炉運転の場合の場外熱利用 14.7GJ/hは、現在地排熱利用の（株）千葉ニュータウ

ンが地域冷暖房で年間平均供給熱量 18GJ/hより下回る量です。

２． 日医大病院の年間平均使用電力は 2,300kwh（推定値）の規模です。 
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見書

印西地区環境整備事業組合  

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 殿 

１．留意事項 

（１）提出のあったご意見は、直近の地域振興策検討委員会の会議に提出し、参考資料として活用させていた

だくほか、印西地区環境整備事業組合のホームページで公開させていただきますが、不当な圧力、個人や

特定の団体に対する誹謗中傷、財産・プライバシー・著作権の侵害及び営利目的等の記述が含まれる場合

は、当該提出及び公開をしません。

（２）匿名による意見提出が可能ですが、意見提出者（ご自身）の氏名等の公開を希望される場合は、提出年

月日及び下記欄の末尾に当該個人情報をご記入ください。

（３）意見書は、この様式によるものの他、この様式に準じた任意様式でも結構です。

（４）意見記入欄が不足する場合は、適宜、用紙を追加してください。

２．意見 

平成２７年１１月５日提出 

竹下建一 岡野三之 津島孝彦 

背景：次期中間処理施設整備事業施設整備基本計画検討委員会 10月委員会において、プラン

トメーカーへのアンケート結果に基づいてエネルギー回収率等が提示されている。また余

熱利用形態と必要熱量が提示されている。ここではエネルギー回収率を基に、余熱利用と

発電の関係について試算してみた。余熱利用は種々考えられ、地域振興策検討委員会でも

議論されているところである。ここに示す試算を基に定量的な議論を進めて頂きたい。試

算したケースは以下の３ケースである。

1) 回収エネルギーを全量発電した場合

2) 回収エネルギーのうち、一部を温水プールに利用した場合

3) 回収エネルギーのうち、14.86 GJ/hを外部に熱供給した場合

試算において、エネルギーバランスのベースになっている主要パラメータは以下の通りであ

る。 

- 施設規模：156 t/d (78 t/d x 2)

- 年間稼働日数（委員会資料表－1）

1炉運転 192日/年、2炉運転 166日/年、全停 7日/年

- 基準ゴミ低位発熱量：11,540 kJ/kg

また、エネルギー回収率、その他の条件は委員会資料等を基に以下のように仮定した。 

- 1炉運転時エネルギー回収率：28.0%

- 2炉運転時エネルギー回収率：32.3%

- 発電/熱の等価係数：0.46

- 所内電力消費量は１炉運転時 1,018 kW、２炉運転時 1,259 kWとした。（10月委員会資料

より推定）

- 売電単価は、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）の廃棄物発電で規定されて

いる調達価格 18.36円/ kWH（消費税込み）とした。

- またこのエネルギー回収率は以下のスタディーでは、発電と熱エネルギーとしての回収の

比に拘らず一定と仮定する。

これをベースに発電と熱エネルギー回収のケーススタディーをしてみる。 
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[１] 回収エネルギーを全量発電した場合

1) 1炉運転時の発電量

ごみの入熱は、11,540 (kJ/kg) x 78 t/d x 1,000 (kg/t) / 24 (h/d) = 37,505,000 kJ/h

回収熱量は回収率 28.0%とすると、

37,505,000 kJ/h x 0.28 = 1,0501,400 kJ/h

これに相当する発電量は、1,0501,400 kJ/h / 3,600 kJ/kwH = 2,917 kW

2) 2炉運転時の発電量

ごみの入熱は、11,540 (kJ/kg) x 156 t/d x 1,000 (kg/t) / 24 (h/d) = 75,010,000 kJ/h

回収熱量は回収率 32.3%とすると、

75,010,000 kJ/h x 0.323 = 24,228,230 kJ/h

これに相当する発電量は、24,228,230 kJ/h / 3,600 kJ/kwH = 6,730 kW

3) 所内必要電力

一方所内の必要電力量は委員会資料によれば、

1炉運転時は回収熱量の 34.9%、2炉運転時は回収熱量の 18.7%となっている。従い、

1炉運転時の所内電力は、37,505,000 (kJ/h) x 0.28 x 0.349/3,600 (kJ/kwH) = 1,018 kW

2炉運転時の所内電力は、75,010,000 (kJ/h) x 0.323 x 0.187/3,600 (kJ/kwH) = 1,259 kW

4) 年間売電量および売電価格

年間売電量= ((2,917 – 1,018) kw x 24 h/d x 192 d/y) + ((6,730 – 1,259) x 24 x 166 d/y) =

30,547,056 kWH/y

売電単価を 18.36円/kWHとすると、年間売電価格は 560.8百万円/Yearとなる。

[２] 回収エネルギーのうち、一部を温水プールに利用した場合

温水プール運営に必要な熱量は委員会資料表-２より、温水プール用、シャワー用、温水プ

ール管理等暖房を合わせて 3.19 GJ/h である。これを外部に供給した場合の発電量を求め

る。

1) 1炉運転時の発電量

X kWとすると、

(3600X + 3.19 x 1,000,000 (kJ/GJ) x 0.46) / 37,505,000 = 0.28

これより X = 2,509 kW

2) 2炉運転時の発電量

(3600X + 3.19 x 1,000,000 (kJ/GJ) x 0.46) / 75,010,000 = 0.323

これより X = 6,322 kW

3) 所内必要電力

全量発電時と同じく、1炉運転時の所内電力は 1,018 kW、2炉運転時の所内電力は 1,259

kWとする。

4) 年間売電量および売電価格

年間売電量= ((2,509 – 1,018) kw x 24 h/d x 192 d/y) + ((6,322 – 1,259) x 24 x 166 d/y) =

27,041,520 kWH/y

売電単価を 18.36円/kWHとすると、年間売電価格は 496.5百万円/Yearとなる。

[３] 外部に 14.86 GJ/hの熱を供給した場合

1) 1炉運転時の発電量

X kWとすると、
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(3600X + 14.86 x 1,000,000 (kJ/GJ) x 0.46) / 37,505,000 = 0.28 

これより X = 1,018kW 

2) 2炉運転時の発電量

(3600X + 14.86 x 1,000,000 (kJ/GJ) x 0.46) / 75,010,000 = 0.323

これより X = 4,831 kW

3) 所内必要電力

全量発電時と同じく、1 炉運転時の所内電力は 1,011 kW、2 炉運転時の所内電力は 1,259

kWとする。

4) 年間売電量および売電価格

年間売電量= ((1,018 – 1,018) kw x 24 h/d x 192 d/y) + ((4,831 – 1,259) x 24 x 166 d/y) =

14,230,848 kWH/y

売電単価を 18.36円/kWHとすると、年間売電価格は 261.3百万円/Yearとなる。

以上をまとめると、 

ケース[１] ケース[２] ケース[３]

全量発電 温水プールに熱供給 14.86GJ/h熱供給 

有効熱供給量 0 3.19GJ/h 14.86GJ/h 

１炉運転時発電量 2,917 kW 2,509 kW 1,018 kW 

２炉運転時発電量 6,730 kW 6,322 kW 4,831 kW 

年間売電量 30,547,056 kWH/Y 27,041,520 kWH/Y 14,230,848 kWH/Y 

年間売電価格 560.8百万円/Y 496.5 百万円/Y 261.3 百万円/Y 

以上、外部への熱供給と売電収入の関係を試算した。詳細にみれば仮定が大胆な所があるが、

大まかな指標にはなると思う。この試算結果を踏まえてどういう地域振興策が考えられるかの

一助として欲しい。 

（参考）：発電と熱回収の制御方法 

次図はボイラでごみ焼却排熱を回収してスチームを発生し、抽気復水タービンを設置した場合

の熱回収システムである。発電はこの抽気復水タービンによりなされる。一方、熱供給は抽気

復水タービンの抽気（⑪）部分のスチームを利用して、場内および場外（⑬）へ熱が供給され

る。この抽気スチームは抽気されるまではタービンを通って発電も行うため、効率のよい、い

わばコージェネレーション（熱電併給）である。熱供給量は、その施設が決まればほぼ一定と

思われ、１炉運転、2炉運転時も変わらないようにする制御になる。2炉運転で余計に回収さ

れたスチームはタービンの復水部分を通過し（⑩）、発電量が多くなる。また余熱利用施設が

稼働していない時は、抽気量をゼロにし全スチーム量をタービンの復水側に持って行くか、蒸

気復水器（⑭）で有効利用せずに復水に戻せばよい。以上柔軟な対応が可能である。 

（添付）：施設整備検討委員会 10月委員会資料 表－2 熱回収形態と必要熱量 
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見等

印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 宛て 

意 見 

平成  27年  11月  19日提出 

委員名 大谷芳末 

エネルギーバランスの提案

先に行われた施設整備検討委で、『ごみの持つエネルギーを最大限活用し地域へのエネルギ

ー供給』を目的とした、エネルギーバランスについての審議がありました。 

本書は、排熱エネルギーを有効利用する利用者側の立場から考えたエネルギーバランスを提

案するものです。 

施設整備側のハードウェアプランと密接な関係にありますので、施設整備検討委に対して提

言・活用されることを望みます。 

＜提案の要旨＞ 

１． バックアップによる熱補給 

先の施設整備検討委で、27.7GJ/h のバックアッププランが示されました。２炉運転

時の最大排出エネルギーをバックアップするプランで、過大な設備投資、追加燃料消

費でランニングコスト増となると思われます。 

本書は、その必要はなく、１炉運転時の 14.7GJ/h を通年利用可エネルギーとし、

27.7GJ/hは不定期排出エネルギーととらえ、個別に利用価値を高める提案です。 

よって、バックアップは全炉停止時、及び不測の故障時の備えた通年利用分 14.7GJ/h

で良く、初期設備費はかかるものの、平常時は稼働の必要がなく、ランニングコスト

はほとんどかからないプランです。 

また、防災拠点化構想に対して、この 14.7GJ/hのバックアップは燃料ゴミが枯渇し

た場合でも、発電や冷暖房の有効利用が可能です。 

２． 発電機の規模に対する提言 

本書は、発電機規模を２炉運転時排出エネルギー52GJ/h の全量発電出来る規模の設

備を推奨しています。その理由は、 

１） 通年利用地域振興施設の夜間エネルギー需要は減じると考えられる。

２） 不定期排出エネルギーの用途は、誘致排熱利用事業者との合意依存や、蓄熱

技術の実用化待ち、オフライン輸送の採算性、不定期でも受け入れる需要顧

客の開拓などに中期的時間を要すると思われる。

３） 今後 EVカーの加速的実用化と共に、蓄電、蓄熱の実用化も進むと考えられ

るが、まだ中期的時間を要すると思われる。
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４） 防災拠点化構想で、電気にすることが一番利用価値と供給の容易さが計れる

と思われる。インフラ被害なければ外部供給できるし、そこそこ普及した

EV避難車両での供給、蓄電池など被災地へのオフライン供給が可能。

５） 平時でも余剰エネルギーが昼夜、季節・気候変動で発生すると思われ、発電

余剰電力は、組合の売電収入となる。

以上 
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見等

印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 様 

意 見 

平成２７年１１月２６日提出 

委員名 渡邊 忠明 

松崎地区から「次期中間処理施設整備事業」両委員会への速やかな 

参加のお願い 

１．本論に先立ち事務局への注意喚起 

 ９月５日開催の建設候補地周辺住民意見交換会全文会議録は、１１月１１

日付け発出で、早くに頂いておれば、標記の提案を９月の委員会に行うこと

ができました。事務局が多忙なことは十分理解しておりますが、重要な情報

の速やかな提供に努めて下さい。 

２．松崎地区の皆様には、速やかに「次期中間処理施設整備事業」両委員会に

委員を派遣頂き、委員会において反対意見、疑問、地元の要望を率直にご発

言頂き、その上で改めて松崎地区の当該事業に係るご意見をまとめられるこ

とが、地区にとっても稔り多く、私達委員もより適切な発言が可能となると

拝察致します。その結果、両委員会の答申もより的確に関係住民の意見が反

映された適切なものとなると確信します。 

 そもそも、次期中間処理施設の用地選定過程は、中間処理施設のみならず、

民間も含め、あらゆる施設選定において、次に述べるようにこれほど丁寧に

住民意見を尊重したものはないと言って良いのではないでしょうか。 

  なお、用地選定に係る委員会は、多様な価値感、立場の委員の間で多面的、

多角的な意見が交わされ、想定より時間を要し、「結論が遅い」との外部の

ご意見もありました。 
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（１）委員は学識経験者のみならず、関係二市一町の多様な価値感を持ち、多

様な社会経験を有する住民が公募で多数参加したこと。 

（２）委員会の審議過程は、事務局提出資料も含め、すべての情報が公開され、 

委員以外の住民も、疑問の提示、意見の開陳は何時でも何の障害もなくさ 

れ、その内容は、委員全員が共有したこと。 

（３）応募のあった候補地の比較評価は、募集条件を満たしているか確認した

１次審査の後、２段階（２次審査・３次審査）に区分され、環境影響、日 

常生活・社会活動への影響、建設コスト・維持管理コストによる住民負担、 

何より候補地周辺住民の理解度及び協力の見込みなど考えうるすべての 

観点を網羅し、全員参加で評価したこと。特に、住民の理解度及び協力の 

見込みは、学識経験者と公募住民のバランスをとりつつ委員が手分けを 

し、周辺住民の皆様の率直な意見をお聞きし、住民の皆様が意見を述べや 

すいよう委員の人数は絞ったため、不参加の委員は、意見をお聞きする様 

子は DVD等のリアル感のある記録を見て評価するという画期的手法も活 

用されました。 

吉田地区の評価に当たっては、松崎地区の反対の強い意見は、各委員が 

的確に評価に反映したと存じます。少なくとも私は厳密に取り入れまし 

た。 

なお、両委員会の参加を固辞されるほどの強い拒否のご意向であれば、 

用地選定の委員会にご意見をお寄せ頂だければ、順位が賛わったかどうか 

は断言はできませんが、各委員は、その重みは斟酌されたはずです。 

なお、私は、環境庁発足前の昭和４４年から環境行政に国、道県、本州 

四国連絡橋公団なる事業者と、いろいろな立場で携って参りました。行政 

が民意を問うこと等、考えられない時代から、関係住民、公害被害者との 

対話を尊重して参りました。また、全環境庁労働組合執行委員長として、 

公害被害者との対話を回避する国務大臣環境庁長官に自分の栄達は求めず 

抗議声明を数回公表（当然、マスメディアは報道）して参りました。かか 

る経験から今回の用地選定において住民意見の反映は、私は上記の通り評 

価致します。 

（４）（１）～（３）を踏まえ、各市・町議員からなる組合議会の議決を得て 

設置された用地選定に係る委員会の答申がなされ、各市・町の首長からな 

る管理者により候補地は決定されました。このように、通常の民主主義の 

ルール以上に丁寧な手続きにより選定された候補地、吉田地区に係る両委

員会への参加をいただけない、つまり第三者に分かりやすい理由がない状

況、状態で参加を固辞されることは、単に私のみではなく、二市一町住民

に広く理解されるものではないのではと危惧申し上げますことも合わせ
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て、松崎地区の皆様にはご賢察頂きたいとお願い申し上げます。 

 なお、用地選定に係る委員会では公募住民の委員も含め、審議開始の早 

い段階から、「廃棄物中間処理施設は、クリーンな（無公害の）エネルギー 

源ともなる安全安心な都市施設」であるとの認識が共有され、議論が進め 

られたこともご勘案頂きたく存じます。 

是非、松崎地区からの速やかな委員の選出を願うものです。 

３．学識委員への要望 

 学識委員におかれましては、２．（１）～（３）の経過を再度ご確認の上、

中立公平な立場から松崎地区住民と事務局による意見交換の間に入って頂

き、大所高所からの仲介役をお願い致したく存じます。 
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次期中間処理施設整備事業「地域振興策」に関する意見書

印西地区環境整備事業組合  

次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 委員長 福川 裕一 殿 

１．留意事項 

（１）提出のあったご意見は、直近の地域振興策検討委員会の会議に提出し、参考資料として活用させていた

だくほか、印西地区環境整備事業組合のホームページで公開させていただきますが、不当な圧力、個人や

特定の団体に対する誹謗中傷、財産・プライバシー・著作権の侵害及び営利目的等の記述が含まれる場合

は、当該提出及び公開をしません。

（２）匿名による意見提出が可能ですが、意見提出者（ご自身）の氏名等の公開を希望される場合は、提出年

月日及び下記欄の末尾に当該個人情報をご記入ください。

（３）意見書は、この様式によるものの他、この様式に準じた任意様式でも結構です。

（４）意見記入欄が不足する場合は、適宜、用紙を追加してください。

２．意見 

平成２７年１１月２７日提出 

竹下建一 岡野三之 津島孝彦 

11 月 5 日付けの前回意見書では、発電または熱エネルギーとしての回収の比に拘らずエネ
ルギー回収率を一定としていたが、11月 15日の委員会においてエネルギーの回収形態によ
るエネルギー効率が提示されたので、それに基づき意見書を修正した。修正箇所は斜体にし
ている。 

背景：次期中間処理施設整備事業施設整備基本計画検討委員会 10月委員会において、プラン

トメーカーへのアンケート結果に基づいてエネルギー回収率等が提示されている。また余

熱利用形態と必要熱量が提示されている。ここではエネルギー回収率を基に、余熱利用と

発電の関係について試算してみた。余熱利用は種々考えられ、地域振興策検討委員会でも

議論されているところである。ここに示す試算を基に定量的な議論を進めて頂きたい。試

算したケースは以下の３ケースである。

1) 回収エネルギーを全量発電した場合

2) 回収エネルギーのうち、一部を温水プールに利用した場合

3) 回収エネルギーのうち、14.86 GJ/hを外部に熱供給した場合

試算において、エネルギーバランスのベースになっている主要パラメータは以下の通りであ

る。 

- 施設規模：156 t/d (78 t/d x 2)

- 年間稼働日数（委員会資料表－1）

1炉運転 192日/年、2炉運転 166日/年、全停 7日/年

- 基準ゴミ低位発熱量：11,540 kJ/kg

- エネルギー回収率および回収量は 11月委員会の資料を基に以下のように仮定した。 

１炉運転時、2 炉運転時とも発電または外部へのエネルギー供給の比に拘らずスチーム回
収量はそれぞれ同じであるが、スチームタービン発電機で発電が増えると抽気量が減り復
水量が増えるため、発電が増えると全体のエネルギー効率は悪くなる。即ち、復水が増え
るということは大気中への放散熱量が増えるからである。 
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入熱量 

エネルギー回収量（エネルギー回収率） 

外部熱供給 0 
（発電最大） 

外 部 熱 供 給
3.19GJ/h 

外 部 熱 供 給
14.86GJ/h 

外 部 熱 供 給
42.4GJ/h 

１炉運転 37.5GJ/h 6.7GJ/h (*) 
(17.9%) 

7.5GJ/h 
(20.1%) 

10.5GJ/h (*) 
(28.0%) 

NA 

２炉運転 75.0GJ/h 15.5GJ/h(*) 
(20.7%) 

16.2GJ/h 
(21.6%) 

18.6GJ/h 
(24.8%) 

24.2GJ/h (*) 
(32.3%) 

（注）発電最大と外部熱供給最大のエネルギー回収量（回収率）は委員会資料より。(* 印箇所) 

中間の数字は比例として内挿した。（計算上、若干の違いはあり） 

- 発電/熱の等価係数：0.46

- 所内電力消費量は以下とした。（10月委員会資料より推定）

1 炉運転時は外部熱供給 14,86GJ/h 時の回収エネルギー量の 34.9%、2 炉運転時は外部熱
供給 42.4GJ/h時回収エネルギー量の 18.7%となっている。従い、 

1炉運転時の所内電力は、37,505,000 (kJ/h) x 0.28 x 0.349/3,600 (kJ/kWH) = 1,018 kW

2炉運転時の所内電力は、75,010,000 (kJ/h) x 0.323 x 0.187/3,600 (kJ/kWH) = 1,259 kW

- 売電単価は、再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）の廃棄物発電で規定されて

いる調達価格 18.36円/ kWH（消費税込み）とした。

これをベースに発電と熱エネルギー回収のケーススタディーをしてみる。 

[１] 回収エネルギーを全量発電した場合

1) 1炉運転時の発電量

ごみの入熱は、11,540 (kJ/kg) x 78 t/d x 1,000 (kg/t) / 24 (h/d) = 37,505,000 kJ/h

回収熱量は回収率 17.9 %とすると、

37,505,000 kJ/h x 0.179 = 6,713,000 kJ/h

これに相当する発電量は、6,713,000 kJ/h / 3,600 kJ/kwH = 1,865 kW 

2) 2炉運転時の発電量

ごみの入熱は、11,540 (kJ/kg) x 156 t/d x 1,000 (kg/t) / 24 (h/d) = 75,010,000 kJ/h

回収熱量は回収率 20.7 %とすると、

75,010,000 kJ/h x 0.207 = 15,527,000 kJ/h

これに相当する発電量は、15,527,000 kJ/h / 3,600 kJ/kwH = 4,313 kW 

3) 所内必要電力

1炉運転時：1,018 kW

2炉運転時：1,259 kW

4) 年間売電量および売電価格

年間売電量= ((1,865 – 1,018) kw x 24 h/d x 192 d/y) + ((4,313 – 1,259) x 24 x 166 d/y) =

16,070,000 kWH/y

売電単価を 18.36円/kWHとすると、年間売電価格は 295.0百万円/Yearとなる。

[２] 回収エネルギーのうち、一部を温水プールに利用した場合

温水プール運営に必要な熱量は委員会資料表-２より、温水プール用、シャワー用、温水プ

ール管理等暖房を合わせて 3.19 GJ/h である。これを外部に供給した場合の発電量を求め

る。
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1) 1炉運転時の発電量

X kWとすると、

(3600X + 3.19 x 1,000,000 (kJ/GJ) x 0.46) / 37,505,000 = 0.201 

これより X = 1,686 kW

2) 2炉運転時の発電量

(3600X + 3.19 x 1,000,000 (kJ/GJ) x 0.46) / 75,010,000 = 0.216 

これより X = 4,093 kW

3) 所内必要電力

全量発電時と同じく、1炉運転時の所内電力は 1,018 kW、2炉運転時の所内電力は 1,259

kWとする。

4) 年間売電量および売電価格

年間売電量= ((1,686 – 1,018) kw x 24 h/d x 192 d/y) + ((4,093 – 1,259) x 24 x 166 d/y) =

14,369,000 kWH/y

売電単価を 18.36円/kWHとすると、年間売電価格は 263.8百万円/Yearとなる。

[３] 外部に 14.86 GJ/hの熱を供給した場合

1) 1炉運転時の発電量

X kWとすると、

(3600X + 14.86 x 1,000,000 (kJ/GJ) x 0.46) / 37,505,000 = 0.28

これより X = 1,018kW

2) 2炉運転時の発電量

(3600X + 14.86 x 1,000,000 (kJ/GJ) x 0.46) / 75,010,000 = 0.248 

これより X = 3,269 kW

3) 所内必要電力

全量発電時と同じく、1炉運転時の所内電力は 1,018 kW、2炉運転時の所内電力は 1,259

kWとする。

4) 年間売電量および売電価格

年間売電量= ((1,018 – 1,018) kw x 24 h/d x 192 d/y) + ((3,269 – 1,259) x 24 x 166 d/y) =

8,008,000 kWH/y

売電単価を 18.36円/kWHとすると、年間売電価格は 147.0百万円/Yearとなる。

以上をまとめると、 

ケース[１] ケース[２] ケース[３]

全量発電 温水プールに熱供給 14.86GJ/h熱供給 

有効熱供給量 0 3.19GJ/h 14.86GJ/h 

１炉運転時発電量 1,865 kW 1,686 kW 1,018 kW 

２炉運転時発電量 4,313 kW 4,093 kW 3,069 kW 

年間売電量 16,070,000 kWH/Y 14,369,000 kWH/Y 8,008,000 kWH/Y 

年間売電価格 295.0百万円/Y 263.8百万円/Y 147.0 百万円/Y 

以上、外部への熱供給と売電収入の関係を試算した。詳細にみれば仮定が大胆な所があるが、

大まかな指標にはなると思う。この試算結果を踏まえてどういう地域振興策が考えられるかの

一助として欲しい。 
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（参考）：発電と熱回収の制御方法 

次図はボイラでごみ焼却排熱を回収してスチームを発生し、抽気復水タービンを設置した場合

の熱回収システムである。発電はこの抽気復水タービンによりなされる。一方、熱供給は抽気

復水タービンの抽気（⑪）部分のスチームを利用して、場内および場外（⑬）へ熱が供給され

る。この抽気スチームは抽気されるまではタービンを通って発電も行うため、効率のよい、い

わばコージェネレーション（熱電併給）である。熱供給量は、その施設が決まればほぼ一定と

思われ、１炉運転、2炉運転時も変わらないようにする制御になる。2炉運転で余計に回収さ

れたスチームはタービンの復水部分を通過し（⑩）、発電量が多くなる。また余熱利用施設が

稼働していない時は、抽気量をゼロにし全スチーム量をタービンの復水側に持って行くか、蒸

気復水器（⑭）で有効利用せずに復水に戻せばよい。以上柔軟な対応が可能である。 

（添付）：施設整備検討委員会 10月委員会資料 表－2 熱回収形態と必要熱量 
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（２９）地域振興策検討委員会関係条例等 

 

 

 地域振興策を調査審議した「地域振興策検討委員会」の関係条例

等を参考までに添付する。 
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印西地区環境整備事業組合附属機関条例  

平成２５年２月７日  

条 例 第 １ 号  

（趣旨）  

第１条 この条例は、法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に

定めのあるもののほか、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１３８条の４第３項に規定する附属機関（以下「附属機関」という。）

に関し、必要な事項を定めるものとする。  

（設置）  

第２条 管理者に、別表に掲げる附属機関を置き、当該附属機関にお

いて担任する事務、組織、委員の構成、定数及び任期は、同表に掲

げるとおりとする。  

（委員長及び副委員長）  

第３条 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。  

２ 委員長は、当該附属機関の事務を総理し、当該附属機関を代表す

る。  

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員

長が欠けたときは、その職務を代理する。  

（委員）  

第４条 委員は、管理者が委嘱する。  

２ 委員に欠員を生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間  

とする。  

３ 委員が、委嘱されたときの要件を欠くに至ったときは、委員を辞

したものとみなす。  

（委任）  

第５条 この条例に定めるもののほか、附属機関の組織及び運営に関

し必要な事項は、管理者が別に定める。  

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

（印西地区環境整備事業組合特別職の職員の給料、報酬及び費用弁
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償等に関する条例の一部改正）  

２ 印西地区環境整備事業組合特別職の職員の給料、報酬及び費用弁

償等に関する条例（昭和５５年３月１２日条例第１号）の一部を次

のように改正する。  

  （次のよう略）  

附 則（平成２７年２月５日条例第１号）  

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

（印西地区環境整備事業組合特別職の職員の給料、報酬及び費用弁

償等に関する条例の一部改正）  

２ 印西地区環境整備事業組合特別職の職員の給料、報酬及び費用弁

償等に関する条例（昭和５５年３月１２日条例第１号）の一部を次

のように改正する。  
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別表第１中  

「  

」を  

「  

」に改める。  

次期中間処理施

設整備事業

用地検討委員 会

学識経験委員  

日額 25,000 円  

次期中間処理施

設 整 備 事 業

用地検討委員 会

委員 

日額 7,500 円 

次期中間処理施

設整備事業施設

整備基本計画検

討委員会学識経

験委員  

日額 25,000 円 

次期中間処理施

設整備事業施設

整備基本計画検

討委員会委員  

日額 7,500 円 

次期中間処理施

設整備事業地域

振興策検討委員

会学識経験委員  

日額 25,000 円 

次期中間処理施

設整備事業地域

振興策検討委員

会委員  

日額 7,500 円 
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別表（第２条）  

附属機関  

の属する  

執行機関  

附属機関  担任する事務  組織  委員の構成  定数  任期  

管理者  

印 西 地 区 環

境 整 備 事 業

組 合 印 西 地

区 ご み 処 理

基 本 計 画 検

討委員会  

廃棄物の処理及び清掃に関

する法律（昭和４５年法律

第１３７号）第６条の規定

に基づき策定する一般廃棄

物処理計画（し尿を除く。）

について管理者の諮問に応

じて、又は自ら調査審議し、

意見を述べること。  

委員長  

副委員長  

委員  

(1)学 識 経 験

を有する者  

(2)公 募 に よ

る  関係市町

の住民  

(3) 管 理 者

が 必 要 と 認

める者  

17 人

以内  

担 任 す

る 事 務

が 終 了

す る ま

で  

印 西 地 区 環

境 整 備 事 業

組 合 次 期 中

間 処 理 施 設

整 備 事 業 施

設 整 備 基 本

計 画 検 討 委

員会  

次期中間処理施設整備事業

の施設整備基本計画につい

て管理者の諮問に応じて、

又は自ら調査審議し、意見

を述べること。  

委員長  

副委員長  

委員  

(1)学 識 経 験

を有する者  

(2)公 募 に よ

る  関係市町

の住民  

(3) 管 理 者

が 必 要 と 認

める者  

9 人

以内  

担 任 す

る 事 務

が 終 了

す る ま

で  

印 西 地 区 環

境 整 備 事 業

組 合 次 期 中

間 処 理 施 設

整 備 事 業 地

域 振 興 策 検

討委員会  

次期中間処理施設整備事業

の地域振興策について管理

者の諮問に応じて、又は自

ら調査審議し、意見を述べ

ること。  

委員長  

副委員長  

委員  

(1)学 識 経 験

を有する者  

(2)公 募 に よ

る  関係市町

の住民  

(3) 管 理 者

が 必 要 と 認

める者  

9 人

以内  

担 任 す

る 事 務

が 終 了

す る ま

で  

備考  １  関係市町の住民とは、関係市町内に住所を有し、又は関係市町内に勤務先の有る者  

若しくは通学先の有る者をいう。  

２  関係市町とは、印西市、白井市及び栄町をいう。  
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印西地区環境整備事業組合附属機関条例施行規則  

平成２５年２月７日  

規 則 第 １ 号  

（趣旨）  

第１条 この規則は、印西地区環境整備事業組合附属機関条例（平成

２５年条例第１号。）第５条の規定により、管理者の附属機関の組

織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。  

（会議及び議事）  

第２条 附属機関の会議は、委員長が招集し、委員長が会議の議長と

なる。  

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数の

ときは、議長の決するところによる。  

（参考意見等の聴取）  

第３条 附属機関は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求

め、意見若しくは説明を聞き、又は必要な資料の提出を求めること

ができる。  

（庶務）  

第４条 附属機関の庶務を処理する機関は、別表のとおりとする。  

（委任）  

第５条 この規則に定めるもののほか、附属機関の運営に関し必要な

事項は、当該附属機関の委員長が定める。  

附 則  

この規則は、公布の日から施行する。  

附 則（平成２７年２月２５日規則第１号）  

（施行期日）  

この規則は、公布の日から施行する。  
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別表（第４条） 

附 属 機 関 庶 務 担 当 機 関 

印西地区環境整備事業組合  

印西地区ごみ処理基本計画  

検討委員会 

印西クリーンセンター  

印西地区環境整備事業組合  

次期中間処理施設整備事業  

施設整備基本計画検討委員会  

印西クリーンセンター  

印西地区環境整備事業組合  

次期中間処理施設整備事業  

地域振興策検討委員会  

印西クリーンセンター  
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印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会 

組織細則 

第１項 目的 

この組織細則は、検討委員会の組織に関し、附属機関条例及び同施行規則に定めるもの

のほか、必要な事項を定めることを目的とする。 

第２項 用語の定義 

この組織細則における用語の定義は、次に掲げる事項のとおりとする。 

（１）関係市町   印西市、白井市及び栄町 

（２）附属機関条例 印西地区環境整備事業組合附属機関条例 

（３）検討委員会  印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 

（４）地域振興策  次期中間処理施設の建設候補地周辺における地域特性及び潜在 

的需要等に応じた排熱利用策、生活利便性向上策、雇用創出策 

及び集客策等の地域活性化へ寄与する策の各案 

第３項 担任する事務の主要項目 

附属機関条例第２条別表で規定する「担任する事務」の主要項目は、次に掲げる事項の

とおりとする。 

（１）地域振興策の抽出 

（２）抽出された地域振興策の基本構想を検討及び評価 
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第４項 委員構成の詳細 

附属機関条例第２条別表で規定する「委員の構成」の詳細は、次表のとおりとする。 

なお、次表中「公募による関係市町の住民」の定数は、関係市町毎における応募者の多 

少に関わらず、これを変更しない。 

委員構成 委員構成の詳細 定数 

学識経験を有する者 
検討委員会の担任する事務に関係する学

識経験を有する者 
３人以内 

公募による関係市町の住民 

応募者から提出のあった

小論文等により選考した

住民 

印西市 １人 

白井市 １人 

栄 町 １人 

管理者が必要と認める者 建設候補地の周辺住民 ３人以内 

合計 ９人以内 

第５項 任期 

附属機関条例第２条別表で規定する任期は、平成２７年４月１日から平成２８年３月３ 

１日までの１ヵ年を予定する。 

第６項 委任 

この組織細則に定めるもののほか、検討委員会の組織に関し必要な事項は、管理者が定

める。 

附 則 

この組織細則は、平成２７年２月１２日から適用する。 
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印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会 

運営細則 

第１項 目的 

この運営細則は、検討委員会の運営に関し、附属機関条例及び同施行規則に定めるもの

のほか、必要な事項を定めることを目的とする。 

第２項 用語の定義 

この運営細則における用語の定義は、次に掲げる事項のとおりとする。 

（１）附属機関条例 印西地区環境整備事業組合附属機関条例 

（２）検討委員会  印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 

（３）会議 検討委員会の会議 

（４）委員長 検討委員会の委員長 

（５）委員 検討委員会の委員 

第３項 会議等開催予定回数 

附属機関条例第２条別表及び検討委員会組織細則第５項で規定する任期中における会 

議等の開催予定回数は、次に掲げる事項のとおりとする。 

（１）会議 １０回 

（２）先進地の視察  １回 

（３）建設候補地の周辺住民意見交換会 ２回（出席委員は委員長と副委員長のみ） 

  （４）検討結果説明会         １回（出席委員は委員長と副委員長のみ） 

  （５）答申書授受式          １回（出席委員は委員長のみ） 

第４項 会議開催日程等 

  会議の開催日程等は、次に掲げる事項のとおりとする。 

（１）会議は、必要に応じて開催する。 

（２）会議の開催日は、第４日曜日を予定する。 

（３）会議の開催時間は、１３時から１６時の３時間程度を予定する。 

ただし、建設候補地の現地調査を実施する予定の第２回会議の開催時間は、９時 

から１６時の６時間程度を予定する。（昼休憩１時間） 

（４）会議の開催場所は、印西地区環境整備事業組合の会議室とする。 
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第５項 会議の非公開 

個人、法人その他の団体の権利及び利益を害する恐れが認められる場合は、会議で決す 

るところにより、会議の全部又は一部を非公開とする。 

第６項 会議録の公表 

会議の概要を記載した会議録を作成し、検討委員会において確認した後、これを公表す 

る。 

だたし、第５項で規定する非公開会議の会議録は、これを公表しない。 

第７項 氏名の公表 

  会議録及び委員名簿等に委員の氏名を記載し、これを公表する。 

第８項 守秘義務 

  委員は、調査審議の過程で知り得た事実及び情報等のうち、個人、法人その他の団体の 

権利及び利益を害する恐れのあるものを他人に漏らしてはならない。 

第９項 専門部会 

検討委員会に専門の事項を調査審議させるため、専門部会を設置することができる。 

  なお、当該専門部会の目的、組織、運営及び選任委員は、会議で決するところにより定 

める。 

第１０項 傍聴 

  会議の傍聴に関し必要な事項は、検討委員会会議傍聴遵守事項として別に定める。 

第１１項 委任 

この運営細則に定めるもののほか、検討委員会の運営に関し必要な事項は、会議で決す

るところにより定める。 

附 則 

この運営細則は、平成２７年５月２４日から適用する。 
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印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会 

専門部会要綱 

第１項 趣旨 

この要綱は、検討委員会運営細則第９項の規定に基づき設置する専門部会の組織及び運

営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

第２項 用語の定義 

この要綱における用語の定義は、次に掲げる事項のとおりとする。 

（１）検討委員会   印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 

（２）委員長 検討委員会の委員長 

（３）会議   専門部会の会議 

（４）委員   専門部会の委員 

第３項 設置 

検討委員会に、別表に掲げる専門部会を置き、当該専門部会において担任する事務、委 

員の構成及び任期は、同表に掲げるとおりとする。 

第４項 会長及び副会長 

会長及び副会長の選任等は、次に掲げる事項のとおりとする。 

（１）会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

（２）会長は、専門部会の事務を総理し、専門部会を代表する。 

（３）副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その 

  職務を代理する。 

第５項 会議の開催及び議事 

会議の開催及び議事は、次に掲げる事項のとおりとする。 

（１）会議は、委員長が招集し、会長が会議の議長となる。 

（２）会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

（３）会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の 

決するところによる。 

2-(29)-11



第６項 参考意見等の聴取 

専門部会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、意見若しくは説明を聞 

き、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

第７項 庶務 

専門部会の庶務を処理する機関は、印西クリーンセンターとする。 

第８項 会議開催日程等 

  会議の開催日程等は、次に掲げる事項のとおりとする。 

（１）会議は、必要に応じて開催する。 

（２）会議の開催場所は、印西地区環境整備事業組合の会議室とする。 

第９項 会議の非公開 

個人、法人その他の団体の権利及び利益を害する恐れが認められる場合は、会議で決す 

るところにより、会議の全部又は一部を非公開とする。 

第１０項 会議録の公表 

会議の概要を記載した会議録を作成し、専門部会において確認した後、これを公表する。 

だたし、第９項で規定する非公開会議の会議録は、これを公表しない。 

第１１項 氏名の公表 

会議録に委員の氏名を記載し、これを公表する。 

第１２項 守秘義務 

  委員は、調査審議の過程で知り得た事実及び情報等のうち、個人、法人その他の団体の 

権利及び利益を害する恐れのあるものを他人に漏らしてはならない。 

第１３項 傍聴 

  会議の傍聴に関し必要な事項は、検討委員会会議傍聴遵守事項を準用する。 

  なお、当該遵守事項の適用においては、｢検討委員会｣とあるのは｢専門部会｣と、｢委員 

長｣とあるのは｢会長｣とする。 

第１４項 委任 

この要綱に定めるもののほか、専門部会の組織及び運営に関し必要な事項は、「検討委

員会の会議」で決するところにより定める。 

附 則 

この要綱は、平成２７年５月２４日から適用する。 
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別表（第３項） 

専門部会 担任する事務 委員の構成 任期 

専門部会を設置する都

度、本欄を記入する。 
同左 同左 同左 
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印西地区環境整備事業組合 

次期中間処理施設整備事業地域振興策検討委員会 

会議傍聴遵守事項 

第１項 目的 

この遵守事項は、会議の傍聴に関し、運営細則第１０項の規定に基づき、必要な事項を

定めることを目的とします。 

第２項 用語の定義 

この遵守事項における用語の定義は、次に掲げる事項のとおりです。 

（１）検討委員会 印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会 

（２）会議 検討委員会の会議 

（３）委員長 検討委員会の委員長 

（４）運営細則  印西地区環境整備事業組合次期中間処理施設整備事業 

地域振興策検討委員会運営細則 

第３項 会議の非公開 

  運営細則第５項の規定に基づき、会議で決するところにより、会議の全部又は一部を公

開しない場合があるものとします。 

第４項 傍聴人名簿及び傍聴券の交付 

会議を傍聴しようとする人は、受付で傍聴人名簿に住所及び氏名を記載し、傍聴券の交 

付を受けて、指定の席に着かなければならないものとします。 

第５項 傍聴人の受付 

傍聴人の受付は、会議の開会時刻の３０分前から先着順に行うものとします。 

第６項 傍聴人の交代 

傍聴人の交代は、認めないものとします。 

第７項 傍聴券の返還 

傍聴券の交付を受けた人が傍聴を終え退場しようとするときは、これを印西地区環境整

備事業組合の職員に返還しなければならないものとします。 
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第８項 傍聴人の制限 

傍聴人の数は、傍聴席の都合により制限することができるものとします。 

第９項 議場への入場禁止 

傍聴人は、議場に入ることができないものとします。 

第１０項 傍聴席に入ることのできない人 

次に掲げる事項のいずれかに該当する人は、傍聴席に入ることができないものとします。 

（１）他人に危害を加え、又は迷惑を及ぼすおそれのある物を携帯している人 

（２）酒気を帯びていると認められる人 

（３）その他議場の秩序を乱すおそれのある人 

第１１項 傍聴人の守るべき事項 

傍聴人は傍聴席にあるときは、静粛を旨とし、次に掲げる事項を守らなければならない

ものとします。 

（１）議場における言論に対して拍手その他の方法により公然と可否を表明しないこと。 

（２）談論し、放歌し、高笑し、その他騒ぎ立てないこと。 

（３）はち巻、腕章、たすき、リボン、ゼッケン、ヘルメットの類を着用し、又は張り 

紙、旗、垂れ幕の類を掲げる等示威的行為をしないこと。 

（４）帽子、外とう、又はえり巻の類を着用しないこと。 

   ただし、病気その他の理由により委員長の許可を得た場合は、この限りではない。 

（５）飲食、私語又は喫煙をしないこと。 

（６）みだりに席を離れないこと。 

（７）写真、ビデオ等を撮影し又は録音等をしないこと。 

ただし、委員長の許可を得た場合は、この限りではない。 

（８）その他議場の秩序を乱し、又は議事の妨害となるような行為をしないこと。 

第１２項 注意又は退場 

傍聴人がこの遵守事項に違反し、委員長が口答により注意又は退場命令した場合、当該

違反者は、これに従わなければならないものとします。 

第１３項 委任 

この遵守事項に定めるもののほか、会議の傍聴に関し必要な事項は、委員長が定めます。 

附 則 

この遵守事項は、平成２７年５月２４日から適用する。 
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（３０）地域振興策検討委員会委員名簿等 

 

 

 地域振興策を調査審議した「地域振興策検討委員会」の委員名簿

等を参考までに添付する。 
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福 川 裕 一（ふくかわ ゆういち） 

千葉大学名誉教授 

 

経 歴 

1972 年 東京大学工学部都市工学科卒業 

1978 年 東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻修了 工学博士 

   明治大学工学部建築学科助手 

1982 年 千葉大学工学部講師 

1985 年 千葉大学工学部助教授 

1992 年 ベトナムの町並み保存プロジェクト参加 ホイアンは世界遺産に。 

1994 年 建築作品・都市開発プロジェクトとして「木曽暮らしの工芸館」（新建築 8 月号） 

1996 年 千葉大学大学院教授（自然科学研究科・多様性科学） 

1997 年 著書『ゾーニングとマスタープラン』（学芸出版） 

1998 年 「都市住宅に対する都市計画的アプローチとは何か」（都市住宅学９） 

1998 年 都市住宅学会賞 受賞 

1999 年 著書『ぼくたちのまちづくり 全４冊』（岩波書店） 

1999 年 都市計画学会石川賞 受賞 

2000 年 ホイアン町並み保存プロジェクト 建築学会賞 受賞  

2005 年 『持続可能な都市』（岡部明子先生と共著・岩波書店） 

  『中心市街地活性化とまちづくり会社』（建築学会 丸善） 

2008 年 建築作品・都市開発プロジェクトとして「高松市丸亀町商店街Ａ街区市街地再開

発」（新建築１月号）、都市計画学会石川賞 受賞 

2012 年 著書『都市空間のデザイン』（大谷幸夫著、福川裕一編、岩波書店） 

 

 

○専門は都市計画・アーバンデザイン 歴史的環境の保全、既成市街地（中心市街地）再生 

をテーマに、川越一番街、佐原、長浜、小諸、高松市丸亀町、石巻中心市街地などの調 

査研究やまちづくりにかかわる。 

○中心市街地活性化には「合意形成システム」と「市民による開発システム（まちづくり社 

会）」の二本柱の必要が持論だったが、現在はそれを「デザイン」「スキーム」「ビジネス

（ライフスタイルのブランド化）」の「３ポイント・アプローチ」へ拡張・展開中 

○川越一番街町並み委員会・副委員長 

○ＮＰＯ全国町並み保存連盟・代表 

○一般社団法人讃岐ライフスタイル研究所共同代表 

○ＩＣＯＭＯＳの下部組織ＣＩＶＶＩＨメンバー 

○高松丸亀町商店街でライフスタイルショップ「まちのシューレ・963」運営 
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加 藤 文 男 （かとう ふみお） 

株式会社ちば南房総  取締役 

 

経 歴 

1991 年 千葉県立安房高等学校普通科卒業 

1991 年 富浦町役場 観光・企画課長 

1992 年 枇杷倶楽部所長・㈱とみうら取締役 

1998 年 駒澤大学経済学部 講義担当者 

        千葉県魅力ある房総観光地づくり推進委員（千葉県） 

       千葉県グリーン・ツーリズム調査検討委員（千葉県） 

1999 年 千葉県立館山高等技術専門校 観光概論非常勤講師 

      千葉県総合 5か年計画懇談会委員（千葉県） 

2002 年 リゾート・アドバイザー（国土交通省） 

2003 年 沖縄県美ら島ブランド創出推進検討委員（沖縄県） 

富浦町役場 総務課長 

タイ王国産業村ワークショップ講師（国際協力銀行） 

2004 年 観光カリスマ認定（内閣府・国土交通省・農林水産省） 

2006 年 南房総市 商工観光部長 

南房総市 生活環境部長 

緊急地震速報の本運用開始に係る検討会委員（気象庁） 

千葉県立博物館外部評価委員会委員（千葉県教育委員会） 

千葉県の景観に関する条例検討委員会委員（千葉県） 

眺望 100景選定委員会委員（千葉県観光協会） 

千葉運輸支局交通アドバイザー（関東運輸局千葉運輸支局） 

集客拡大要因分析研究会委員（経済産業省） 

2007 年 ベトナム平和発展財団招聘による訪越（1月・12月） 

地域中小企業サポーター（経済産業省・国土交通省） 

地域活性化伝道師（内閣官房） 

南房総市 企画部 戦略プロジェクト推進部長 

体験交流観光・集客サービスビジネス研究会委員（経済産業省） 

2008 年 ベトナム平和発展財団招聘による訪越 

2008 年 地域力創造アドバイザー（総務省） 

2009 年 ベトナム平和発展財団招聘による訪越 

2009 年 南房総市 企画部長 

食農コーディネーター（社団法人食品需給研究センター） 
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2011 年 南房総市定年退職 

2011 年 ＪＩＣＡ南房総市 プロジェクトリーダー（対ベトナム） 

枇杷倶楽部（㈱とみうら）取締役 

2012 年 「かながわ農林水産ブランド戦略課長」選考委員 

株式会社ちば南房総 取締役 

2013 年  観光立県ちば推進基本計画策定懇談会委員（千葉県） 
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政 所 利 子（まんどころ としこ） 

株式会社  玄  代表取締役 

 

経 歴 

跡見学園短期大学国文科卒業 

ＰＲ誌「メイト」編集長 

1975 年 出向先㈱電通にてイベントプランニングアシスタント 

1979年 鐘紡㈱ファッション事業部クリスチャン・ディオール オートクチュールデザイ

ナー、コスチュームデザイナー、プロダクトデザイナー、都市空間計画及び環境

計画プランナー 

1988 年 株式会社 玄 設立  

国土庁地方振興アドバイザー 

1994 年 地方産業ビジョン研究会、地域産業関連審議委員歴任、通商産業省環境型都市形

成審議会委員、離島振興法改正検討会、水源地対策検討委員会委員、新農基法検

討作業部会委員、国土交通省中心市街地活性化アドバイザー、国土交通省社会実

験支援フォーラムアドバイザー歴任、ＮＴＴオープンラボ「企業経営組織モデル」

探求研究会メンバー、経済産業省産業構造審議会委員、経済産業省・繊維産業振

興研究会メンバー 

1996年 ㈶北区勤労者サービスセンター理事に就任（2012年 3月迄） 

1998年 優秀観光地選考委員、花の観光地づくり賞選考委員 

1998 年 経済産業省産業構造審議会委員／国土庁地方振興アドバイザー他 

東京都台東区に産業博物館 開館 

千年芸工館と称した日本伝統工芸復興の運動を展開している 

1999 年  ふるさとづくり賞（総理大臣賞他）中央審査委員他 

2000 年  ２１世紀の「人と建設技術賞」審査委員、行政参加型まちづくり選考委員（国土

交通省）、東京都２１世紀商店街づくり戦略委員会委員（東京都労働経済局） 

2001 年 伝統工芸品産地プロデューサー（㈶伝統的工芸品産業振興協会） 

2002 年 国土交通省離島振興法改正検討委員会委員 

立教大学大学院観光学部非常勤講師 

千葉県農業会議アドバイザー 

2003 年 中野区産業まちづくり調査会委員 

若手商人研究会講師（（公財）東京都中小企業振興公社） 

学生起業家選手権審査員（（公財）東京都中小企業振興公社） 

2004 年 過疎地域自立活性化優良事例表彰委員会委員（総務省） 

地域づくり懇談会委員（総務省） 

「創業塾」女性企業家向けセミナー主宰（東京都商工会連合会） 
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2005 年 東北文化学園大学客員教授  

産業観光推進会議委員（㈳日本観光協会）、関東運輸局モデル施策検討委員、 

関東観光まちづくりアドバイザリー会議委員（関東運輸局）、文化観光懇談会委員、 

 国土交通省社会実験アドバイザー会議委員 

2006 年 ＩＬＴＭ（インターナショナルラグジュアリーマート）調査委員会委員 

2007 年 地方制度調査会委員、江戸東京観光推進コンソーシアム準備委員会委員長、地域

産業資源活用事業評価委員会委員（関東経済産業局）、「全国地域リーダー養成塾」

講師（（一財）地域活性化センター）、内閣府地域活性化伝道師 

2008 年 ＶＩＳＩＴ ＪＡＰＡＮ大使（2010・10ＹＯＫＯＳＯ ＪＡＰＡＮ大使より改名） 

2009 年 ＮＰＯ法人さど理事就任 

光ブローバンドの活用方策検討チーム構成員（総務省）、農商工等連携事業・農商

工等連携支援事業評価委員会委員（関東経済産業局） 

2010 年 関東観光推進会議委員（関東運輸局）、信州経済戦略会議委員（長野県） 

2011 年 とやまふるさと使節就任、北区おでんプロジェクト総合プロデューサー、かねが

さき女性元気塾ビジネスセミナー主宰（岩手県金ヶ崎町） 

2012 年 一般財団法人 東京城北勤労者サービス評議員 

農林水産省（伊）スローフード展出展総合プロデューサー、観光を手法とした地

域経済活性化に関する調査事業委員会（経済産業省） 

2013 年 一般財団法人 ロングステイ財団理事、ウェルカムＴＯＫＩＯ代表 

新潟県観光立県推進行動計画検討委員会委員（新潟県）、北陸農政局農村振興課関

係補助金等交付先選定審査委員会委員（北陸農政局）、食のモデル地域構築計画選

定委員会委員（農林水産省）、「官民協働した魅力ある観光地の再建・強化事業」

目利きアドバイザー（観光庁）、商品販売営業力強化セミナー・国際色を活かした

商店街づくり創出塾（青森県三沢市）、コミュニティービジネス実践講座（富山県

高岡市）等講師歴任、ミラノ国際博覧会日本館サポーター就任 

2014 年 世界農業遺産「能登の里山里海」ロゴマークを使用した新たな認定制度検討委員

会委員（石川県）世界農業遺産 未来につなげる「能登」の一品認定審査会委員（石

川県）他 

2015 年 跡見学園女子大学観光コミュニティ学部観光デザイン学科、コミュニティ学科兼 

任教員、ミラノ国際博覧会日本館サポーター等就任 

 

○プロフェッショナル＝玄人の集団を目指して活躍。東京、浅草「六区街の再生」等、首都

圏内をはじめとして、まちづくり・総合計画・環境設計・計画及び設計業務並びに全国市町

村における各種地域産業振興、商工業活性化策、事業経営戦略、地域ブランド等の研究・調

査を主要業務とする 

 

○フランスネージュインターナショナルＣ・Ｅ・Ｆ・Ⅰ・Ｔ・Ｅ・Ｎ技術顧問他、海外の研

究所との連携による環境計画にも取り組む。 
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○農業会議・地域興しセミナー講師、観光地づくりアドバイザー（㈳日本観光協会）中心市

街地活性化セミナー講師（中小企業総合事業団）、農業改良普及センター・セミナー講師、

市町村アカデミー講師、地域産業振興分野担当講師（電源地域振興センター）「ＴＯＫＹＯ

起業塾」講師・マーケティング塾セミナー師範（（公財）東京都中小企業振興公社） 
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前
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か
ら
、
大
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委
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・
政
所
学
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経
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（
副
委
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長
）・

福
川
学
識
経
験
委
員
（
委
員
長
）・

加
藤
学
識
経
験
委
員
（
副
委
員
長
）

 

後
列
左
か
ら
、
小
野
委
員
・
齋
藤
委
員
・
渡
邊
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員
・
黒
須
委
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